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そこで、行訴法 25 条では、取消訴訟の勝訴判決の価値及び効果を失

わせないため、暫定的な救済措置として、申立人の権利利益を仮に保護

する執行停止制度が規定されている。 
  ロ 執行停止の効果 
    執行停止の効果は、決定時から将来に向かってのみ生じるもので、発

生した損害の原状回復を命じたり、遡及的に処分を取消すものではない。

すなわち、執行停止を求める処分が終了している場合、執行停止は認め

られない。 
  ハ 執行停止の内容 
    執行停止には、①処分の効力の停止、②処分の執行の停止、③手続の

続行の停止がある（②又は③で執行停止の目的が達成される場合、①を

することはできない。）。 
（２）重大な損害を避けるため緊急の必要があること（積極的要件） 

執行停止の成立には、処分により生ずる重大な損害を避けるため緊急の

必要があることが必要である。本要件の疎明責任は申立人が負っている。 
  イ 損害概念の変遷と裁判例の傾向 
    本要件の「重大な損害」との文言について、戦後、執行停止制度が初

めて整備された行政事件訴訟特例法（以下「行特法」という。）では「償

うことのできない損害」と規定していた。その後、昭和 37 年に創設さ

れた行訴法では「回復の困難な損害」に、そして、平成 16 年には現在

の「重大な損害」に順次改正されており、これらの見直しはいずれも損

害要件を緩和したものとされている。 
   ① 「償うことのできない損害」（行特法 10 条 2 項（昭和 23 年施行））  
     「償うことのできない損害」とは、原状回復不能の損害または金銭

賠償不能の損害を意味する（最大決昭 27・10・15 民集 6・9・82 頁）。 
   ② 「回復の困難な損害」（旧行訴法（昭和 37 年施行）） 
     「回復の困難な損害」とは、原状回復不能の損害または金銭賠償不

能の損害に加え、金銭賠償が可能でも、社会通念上それだけでは填補
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要 約 

１ 研究の目的（問題の所在） 

  近年、取消訴訟係属中の課税処分等に係る差押財産の換価により、滞納者

が「重大な損害」を受けるおそれがあるとして、裁判所が公売処分の執行停

止を命じる事例が発生している。 
滞納処分に対する執行停止申立ては、その大部分が公売処分の停止を求め

るものであり、公売処分が停止すると、高額・悪質な滞納事案の処理が停滞

するなどその影響は小さなものではない。 
  執行停止の申立てがあると、裁判所から短期間で意見書の提出が求められ

る。この場合、「重大な損害」等に関する申立人の主張に対し、迅速・的確に

処分庁としての意見を述べる必要があるが、平成 16 年に損害に関する要件

が緩和されたことや適法な滞納処分により発生する損害が「重大な損害」に

該当する場合があるなど、何が「重大な損害」に該当するかについて、十分

な整理がされていない状況にある。 
そこで、本研究では、執行停止に関する裁判例等を検証し、その内容を明

らかにすることで、滞納処分における「重大な損害」等の具体的な適用関係

を明確化したいと考えている。 
  
２ 研究の概要 

（１）執行停止の意義等 
  イ 執行停止の意義（目的） 

わが国では、行政処分の取消訴訟が提起されても、当該処分の執行を

停止しない「執行不停止原則」を採用している（行政事件訴訟法（以下

「行訴法」という。）25 条 1 項）。しかし、この執行不停止原則の下で

は、取消訴訟に勝訴しても、既に自己の財産に回復困難な事実が発生し、

実効的な権利救済が図られない場合が生じ得る。 
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① 行政目的〔Ａ〕 
     滞納処分の行政目的（公益性）は、「国民の納税義務の適正な実現を

通じて国税収入を確保すること」とされており、一般的な概念で、個

別性はない。 
     滞納処分の内容及び性質については、「高度の公益性を有する」（大

阪高決平 24・3・12 税資徴収関係判決順号 24-16）ものの、差押えに

より国税債権を確保している場合、処分を急ぐ必要性は高くないとさ

れている。 
   ② 申立人の損害〔Ｂ〕 
     滞納処分による損害の性質は、財産的損害（事後的な金銭賠償によ

る救済が可能な損害）とされ、原則として、執行停止の対象とならな

いが、その損害の程度が著しく大きい場合（申立人の資産・事業規模

等と相対的に比較）は、重大な損害が認定され易くなる。 
     損害回復の困難の程度とは、「重大な損害」の前に「回復の困難な損

害」として損害判定の基準とされていたものであり、これまでの裁判

例では「事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害」が認定された

場合に、執行停止の損害に関する要件が認定されている。 
   ③ 重大な損害の判定〔Ｃ〕 
     滞納処分に関する裁判例では、行政目的〔Ａ〕と申立人の損害〔Ｂ〕

を比較衡量し、申立人の損害に「事後的な金銭賠償だけでは償いきれ

ない損害」が認められる場合に重大な損害の発生（救済の必要性）を

認定している。 
  ハ 滞納処分に関する認容裁判例（38 件）における損害等の態様 
    本研究のために収集した滞納処分に関する裁判例は 130 件（公租公課

全般を対象）であり、うち認容決定をした 38 件の損害等の態様は次の

とおりである。 
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されないと認められる著しい損害も含む（東京高決昭 41・5・6 行裁

例集 17・5・463 頁）とされている。「回復の困難な損害」への改正は、

損害範囲の拡大により要件を緩和したものである。 
   ③ 「重大な損害」（新行訴法（平成 17 年施行）） 
     「重大な損害」は、損害の回復の困難の程度を考慮し、損害の性質

及び程度並びに処分の内容及び性質をも勘案して判断する（新行訴法

25 条 3 項）との解釈指針となる規定が新設されている。「重大な損害」

への改正は、損害や処分全般を総合的に考慮すべきことを明記し、柔

軟な解釈を可能とすることで、執行停止を認められ易くしたものであ

る。 
   ④ 裁判例の傾向 
     現在では、執行停止の損害要件を認定する事例であっても、行特法

時代の裁判例では、より厳格に解釈し、損害要件を認定しない場合が

ある。 
  ロ 滞納処分に関する重大な損害の意義 

滞納処分に関する重大な損害の認定は、滞納処分の行政目的と申立人

の損害を比較衡量し、行政目的を一時的に犠牲にしても救済する必要性

の有無で判定する（大阪高決平 24・3・12税資徴収関係判決順号 24-16）。 
     
         〔Ａ〕            〔Ｃ〕           〔Ｂ〕 
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   ③ 申立人等が多額の資産を有し、滞納税額の完納（滞納処分の回避）

が格別難事ではないこと。 
   ④ 公売財産（田）以外に田地を有し、他に収入もあるため生活に支障

が生じないこと。 
  （その他財産） 
   ① 預金債権の差押えにより弁済を受けられない債権者の損害（申立人

以外の第三者の損害が執行停止の損害の対象となることを否定）。 
   ② 滞納会社が事実上事業を停止していること。 
   ③ 申立人は倒産に瀕しており、執行停止をしても申立人の運命を左右

しないこと（倒産に瀕している経営状況が回復しないこと）。 
   ④ 愛着があり再取得困難な美術品、高級外車等のぜいたく品を失うこ

と。 
  ホ 緊急の必要があること 
    重大な損害があれば緊急の必要性もあるとして、裁判例では一体とし

て判断されている。 
（３）執行停止申立てが一般的訴訟要件を具備すること（積極的要件） 

執行停止の成立には、その申立てが当事者適格や申立ての利益など一般

的訴訟要件を具備することが必要である。本要件の疎明責任は申立人が

負っている。 
   特に、申立ての利益は、①滞納処分が終了している場合、②拒否処分の

場合又は③執行停止をしても損害を避けられない場合は存在せず、不適法

な申立てとなる。 
  ※ 課税処分と滞納処分は行政目的が異なり違法性は承継しないが、課税

処分の取消訴訟を本案とし、滞納処分を続行処分として執行停止を求め

ることは適法とされる。 

（４）本案が適法に提起され係属していること（積極的要件） 
執行停止の成立には、①執行停止決定時までに本案訴訟が提起され係属

していること及び②本案訴訟が当事者適格や不服申立て前置等の一般的訴

6 

 

損害等の態様 件数 備   考 

① 自宅を失う損害 8 自宅の喪失自体に損害を認定 

② 生活困難 2 農地公売により主要な収入を失うもの 

③ 事業継続困難 7 工場、生産設備の重要な機械等の公売 

④ 生命・身体に対す 

る損害 
1 

 病院の医療設備の公売による重症患者

等の損害 

⑤ 本案理由あり 12 
本案訴訟で処分取消し等となる可能性

が高いとみられるもの 
⑥ 僅少な滞納額に

比べ高額な財産の

公売 
3 

3 件とも昭和 28 年～31 年の発生で、超

過差押えの禁止規定のない旧国税徴収法

時代のもの 
⑦ その他 5  特殊事情があるもの、内容不明等 

合  計 38  

      
    滞納処分により生ずる損害について、上記のうち、①自宅を失う損害、

②生活困難、③事業継続困難、④生命・身体に対する損害が認められる

場合は、「事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害」に該当し、「重

大な損害」が認定されることになる。なお、本案に理由がある場合（本

案訴訟で処分取消し等となる可能性が高い場合）は、損害が認定される

可能性が高くなると考えられる。 
  ニ 損害要件を否定した主な裁判例 
 （不動産関係） 

   ① 居住用不動産の公売について、申立人が居住していない（申立人の

従業員が居住している）こと又は申立人の生活の本拠でないこと。 
   ② 本社事務所を失うこと（事務所の移転は滞納処分に限らず生じ得る

との理由）。 
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② 生活困難 
③ 事業継続困難 
④ 生命・身体に対する損害 
※ 申立人の資産・事業規模等と比較し、損害の程度が著しく大きい場合

は、上記の損害が認定されやすくなる。 
（２）重大な損害を否定する事実 

Ａ 申立人が事業を停止（事実上停止を含む。）している場合 
Ｂ 執行停止をしても申立人の事業停止を回避できない場合 
Ｃ 申立人が滞納税額を完納できる十分な資産等を有するなど、滞納処分

を回避することができる場合（申立人が滞納者以外の第三者である場合

を除く。） 
Ｄ 公売財産以外に資産や収入等があり、生活（事業の継続）に大きな支

障が生じない場合 
Ｅ 申立人以外の損害である場合 

 
 
 

8 

訟要件を具備することが必要である。本要件の疎明責任は申立人が負って

いる。 
（５）公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること（消極的要件） 

執行停止により、公共の福祉（公益性）に重大な影響を及ぼすおそれが

ある場合は、執行停止は認められない。執行停止による公益性への影響は、

重大な損害判定時に申立人の損害と比較衡量されるため、本要件の適用は、

処分により生ずる損害との比較衡量の余地がないような極めて重大な影響

を及ぼす場合に限られる。滞納処分の場合、公益性（国税収入の確保）へ

の影響は限定的であり、本要件を適用する場面は基本的にないと考えられ

る。本要件の疎明責任は、相手方行政庁が負っている。 
（６）本案について理由がないとみえること（消極的要件） 

本案訴訟について理由がないとみえるときは、執行停止は認められない。

具体的には、①申立人の主張に明らかに理由がないとき又は②行政庁にお

いて係争処分が適法要件を具備し、瑕疵のないことを疎明した場合が該当

する。本要件の疎明責任は、相手方行政庁が負っている。 
 

３ 結論 

  滞納処分による損害が「重大な損害」に当たるか否かの判定は、次のとお

り⑴の「重大な損害となる可能性が高い損害」に該当し、⑵の「重大な損害

を否定する事実」に該当しない場合に「重大な損害」として認定することに

なる。 
  なお、「重大な損害」に当たらないとした場合も、本案に理由がある場合（処

分取消し等となる可能性が高い場合）は、重大な損害が認定される可能性が

高くなる。 
（１）重大な損害となる可能性が高い損害 

① 自宅として使用する居住用不動産を失うこと（申立人が居住していな

い、生活の本拠ではない等実質的に申立人の自宅と認められない場合を

除く。） 
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はじめに 

行政事件訴訟法 25 条は、取消訴訟が提起されても当該行政処分の執行を継

続する執行不停止を原則としている。しかし、この執行不停止原則の下では、

取消訴訟に勝訴しても、処分の継続により損害が発生し、実効的な権利救済が

図られない可能性がある。そこで、同法では、例外的に、処分により生ずる重

大な損害を避けるため緊急の必要があるなど一定の要件を満たす場合に、当該

処分の執行停止を認めている。 
近年、取消訴訟係属中の課税処分等に係る差押財産の公売について、その執

行により受ける損害が「重大な損害」に当たるとする執行停止の申立てが提起

され、裁判所が当該公売処分の執行停止を命じる事例が発生している。 
執行停止が申立てられると、裁判所から短期間で疎明資料を付した意見書の

提出が求められる。この場合、執行停止の要件である「重大な損害」等に関す
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第一章 執行停止制度の意義と沿革 

第一節 執行停止の意義 

１ 執行不停止原則 

  行政処分の取消訴訟が提起された場合に、当該処分の執行を原則として停

止する方式を「執行停止原則」といい、原則として停止しない方式を「執行

不停止原則」という。わが国では、後者の執行不停止原則を採用しており、

行政事件訴訟法（昭和 37 年法律 139 号）（以下「行訴法」という。）25 条 1
項は、「処分の取消しの訴えの提起は、処分の効力、処分の執行又は手続の続

行を妨げない。」と規定する。この執行不停止原則を租税関係の事例で見ると、

納税者は税務署長が行った課税処分に不服があり、その取消訴訟を提起して

も、処分の効力、処分の執行又は手続の続行（以下「処分の執行等」という。）

は停止されることはなく、当該処分に係る納付義務（納付すべき税額）が発

生する。この納付すべき税額が、所定の期限までに完納されない場合、確定

した納税義務の強制的な実現を図るため、滞納処分が執行されることになる。 
わが国が執行不停止原則を採用する理由は、かつては、行政処分に公定力、

自力執行力があることに由来するとされていた(1)。しかし、ドイツが執行停

止原則を採用し、アメリカやフランスでは執行不停止原則を採用しているな

ど、今日では、行政処分の公定力等から理論的に定まるものではなく、執行

停止原則と執行不停止原則のいずれを採用するかは、立法政策上の問題であ

ることが一般に認められている。こうした考えの下、行訴法が執行不停止原

則を採用した理由は、執行停止原則を採用した場合、訴えの提起により行政

の円滑な運営が阻害され、それに加えて濫訴の弊が生ずるおそれがあること

から、執行不停止原則がより合理的であると考えられることによる(2)。 
                                                        
(1) 田中二郎『行政法総論 法律学全集６』276～277 頁（有斐閣、1957）、美濃部達吉

『行政裁判法』232 頁（千倉書房、1929） 
(2) 杉本良吉『行政事件訴訟法の解説』86～87 頁（法曹会、1963）は、執行不停止原則

14 

そこで、本稿では、執行停止制度の意義や成立要件、平成 16 年の執行停止

要件の緩和に関する改正等について整理した上で、滞納処分に関するこれまで

の裁判例等を整理・分析し、執行停止に関する「重大な損害」等の各要件につ

いて、滞納処分の具体的な事例における適用関係を明らかにすることを目的と

している。 
なお、文中意見に当たる部分は、筆者個人の見解であり、所属組織の見解で

はないことを申し添える。 
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れるので、これをそのまま行政事件訴訟に適用することは妥当ではないこと

を配慮したものである(5)。このため、行訴法は、代替的な措置として執行停

止制度をはじめとする仮の救済制度(6)を設けている。 

３ 執行不停止原則の例外規定 

わが国において、数は少ないものの、個別法により取消訴訟や行政手続に

おける不服申立てが提起された場合に執行停止を原則とする規定があり、次

のとおり国税の滞納処分関係でも制度の特殊性や利害関係人の保護等を重視

し、差押財産の換価を制限しているものがある。 
（１）国税徴収法（昭和 34 年法律 147 号）90 条 3 項 

第二次納税義務又は保証債務は、いずれも本来の納税義務を第二次的に

担保する債務であることから、第二次納税義務者又は保証人を保護すると

ともに手続の慎重を期するため、これらの者が、その第二次納税義務又は

保証債務に係る告知、督促又は滞納処分について訴訟の提起をした場合に、

これらの者に対する換価が制限される。 
また、差押財産上にある担保のための仮登記は、当該財産の換価により

消滅する（国税徴収法 124 条 1 項）ことから、差押財産上の仮登記が担保

目的であるか否かについて訴訟が提起された場合に、取引の安全を保護す

るとともに、手続の慎重を期するため、その差押財産の換価が制限され

る (7)。 
（２）国税通則法（昭和 37 年法律 66 号）105 条 1 項ただし書 

国税に関する処分に対する不服申立ては、処分の執行等を妨げないとさ

れているが、差し押さえた財産の滞納処分による換価については、その財

                                                        
(5) 南博方＝高橋滋編『条解行政事件訴訟法〔第 3 版補正版〕』〔金子正史〕481 頁（弘

文堂、2009） 
(6) 行訴法が定める仮の救済制度としては、執行停止（行訴法 25 条）のほか、仮の義務

付け・仮の差止め（行訴法 37 条の 5）がある。 
(7) 吉国二郎＝荒井勇＝志場喜徳郎共編『国税徴収法精解 平成 27 年改訂〔第 18 版〕』

701 頁～702 頁（大蔵財務協会、2015） 

16 

２ 執行停止制度の目的 

  上記のような執行不停止原則の下では、取消訴訟の提起により処分の執行

等は停止しないため、本案事件の判決が出る前に、処分の執行等により回復

困難な事実が発生し、本案事件に勝訴し処分が取り消されても、実効的な権

利救済に結びつかない場合が生じ得る。 
  そこで、行訴法 25 条 2 項は、処分の取消訴訟が提起された場合において、

当該処分により生ずる重大な損害を避けるため緊急の必要があるなど、一定

の要件を満たす場合に、裁判所は処分の執行等の停止をすることができる旨

規定し、本案事件の判決が出るまでの暫定的な救済措置として、申立人の権

利利益を仮に保護する執行停止制度が設けられている(3)。執行停止制度の目

的（意義）は、このように本案事件の勝訴判決の価値及び効果を失わせない

ことにある(4)。 
  ところで、行訴法 44 条は、行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行

為については、民事保全法に規定する仮処分をすることができない旨定め、

その適用を排除している。これは、民事保全法に定める仮処分は、対等当事

者間の私法上の権利利益の調整を図りつつなされ、また比較的容易に認めら

                                                                                                                        
（行訴法 25 条 1 項）について、「行政事件訴訟特例法第 10 条第 1 項と同様、訴えの

提起は、行政庁の処分の執行を妨げないとするいわゆる執行不停止の原則を宣言して

いる。執行不停止の原則の採用は、行政処分に公定力のあることの当然の結果という

よりはむしろ立法政策の問題であり、現に西独の行政裁判所法のごとき、出訴があれ

ば当然処分の執行は停止されることを原則とする建前をとるものも存する。しかし、

かかる執行停止の原則の採用は、執行すべき緊急の必要がある場合には、行政庁が執

行命令を発することを前提とするものであり、かような建前に改めることは、わが国

の実情に則したものとはいいがたいので、執行不停止の原則を維持するのを相当とし

たのである。」と述べられている。 
(3) 芝池義一『行政救済法講義〔第 3 版〕』106 頁（有斐閣、2006）は、仮の救済制度に

ついて、「わが国では、本案判決が確定するまでには長い年月を要することが少なくな

いから、この仮の救済の制度はそれだけ一層重要である。場合によっては、本案判決

の結果如何よりも、仮の救済措置の方が原告にとっては重要であることもあるほどで

ある。」と述べられている。 
(4) 杉本・前掲注(2)86 頁は、執行停止の目的について、「この制度は、訴訟による事件

の終局的解決に至るまでの間の当事者間の法的状態の暫時的な安全を保持し、かつ、

訴訟の結果の価値および効果を失わせないことを目的とするものである。」と述べられ

ている。 
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16 

２ 執行停止制度の目的 
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の取消訴訟を含むすべての法律上の争訟は、司法裁判所が一元的に管轄する

こととなったが、行政訴訟に関する法律は整備されず、応急措置として制定

された民訴応急措置法(9)には、執行停止について何ら規定が置かれなかった。

このため、裁判所は行政訴訟にも民事訴訟法の仮処分の規定が準用されると

解し、その適用がしばしばみられていた(10)。 
  そうした中、昭和 23 年に、衆議院議員平野力三に対する公職追放処分の

効力の発生停止を求める仮処分申請に対し、東京地裁は「行政訴訟について

は、他の法律に別段の規定がないかぎり、民事訴訟法に基いた審判させる法

意であると解するのが適当であり従つて本件のごとき行政処分の執行の停止

については、できるだけ同法における仮の地位を定める仮処分の規定を準用

するのが相当である」(11)として、申請を認容した。これに対し、連合国総司

令部から、裁判所は、公職追放処分につき仮処分決定をなす権限を有しない

との指摘があり、裁判所はその仮処分決定を取り消した。この事件を契機と

して、連合国側は、わが国に対し行政訴訟の民事訴訟に対する特殊性を考慮

した行政訴訟制度を制定することを要請した。そして、昭和 23 年に行政事

件訴訟特例法（昭和 23 年法律 81 号）（以下「行特法」という。）が制定され

た。行特法は、行政事件について民事訴訟法に対する特例を定めたもので、

執行停止に関しては、行政裁判法に引き続き執行不停止原則を採用し、裁判

所は、職権又は申立てにより処分の執行停止ができることを定めていた。そ

して、戦前の行政裁判法における執行停止の規定には、処分等の執行停止が

できる旨を定めるのみで、何ら具体的な要件を置いていなかったが、行特法

における執行停止の規定では、具体的な各種要件が定められることとなった。 

３ 行政事件訴訟法の制定 

昭和 37 年には、新たに行政事件訴訟法（昭和 37 年法律 139 号）が制定さ

                                                        
(9)  正式名称は「日本国憲法の施行に伴う民事訴訟法の応急的措置に関する法律」（昭

和 22 年法律 75 号）。 
(10) 南博方ほか・前掲注(5)481 頁 
(11) 東京地決昭 23・2・2 行月 2・83 頁 
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産の価額が著しく減少するおそれがあるとき、又は不服申立人から申出が

ある場合を除き、その不服申立てについての決定又は裁決があるまで、す

ることができない。 
（３）その他の例外規定 

上記⑴及び⑵のほか、執行不停止原則の例外となる規定として、地方税

法（昭和 25 年法律 226 号）19 条の 7（地方団体の徴収金の不服申立てに

際し、決定又は裁決があるまで差押財産の換価を制限するもの）、地方自

治法（昭和 22 年法律 120 号）231 条の 3 第 10 項（地方団体の分担金、使

用料等の歳入の未納者に対する滞納処分等の不服申立てに際し、その処分

が確定するまで差押財産の換価を制限するもの）、国家公務員法（昭和 22
年法律 120 号）108 条の 3 第 8 項（人事院が職員団体の登録取消処分を行

う場合に、当該処分の取消訴訟が提起された場合等には、当該訴訟が係属

する間はその効力を生じないとするもの）等がある。 

第二節 執行停止の沿革 

１ 明治憲法下の執行停止規定 

  明治憲法下において、行政処分の取消訴訟は、司法裁判所とは別の組織で

ある行政裁判所が管轄しており、その訴訟手続等を定める行政裁判法（明治

23 年法律 48 号）は、執行不停止原則を採用するとともに、行政庁及び行政

裁判所は、職権又は申立てにより行政処分等の執行停止ができる旨を規定し

ていた(8)。 

２ 行政事件訴訟特例法の制定 

第二次大戦後、日本国憲法の施行により行政裁判法は廃止され、行政処分

                                                        
(8) 行政裁判法第二十三條は、執行停止について「行政訴訟ハ法律勅令ニ特別ノ規程ア

ルモノヲ除ク外行政廳ノ處分又ハ裁決ノ執行ヲ停止セス但行政廳及行政裁判所ハ其職

權ニ依リ又ハ原告ノ願ニ依リ必要ト認ムルトキハ其處分又ハ裁決ノ執行ヲ停止スルコ

トヲ得」と規定していた。 
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役割が一層重要となることを踏まえると、司法の行政に対するチェック機能

を強化する方向で行政訴訟制度を見直すことは不可欠である。」として、「政

府においては、行政事件訴訟法の見直しを含めた行政に対する司法審査の在

り方に関して本格的な検討を早急に開始すべきである。」と提言した。 
  これを受けて、平成 13年12月、内閣に司法制度改革推進本部が設置され、

その検討会の一つとして、行政訴訟検討会が設置された。同検討会は、平成

14 年 2 月から 27 回にわたり審議を重ね、平成 16 年 1 月 6 日に「行政訴訟

制度の見直しのための考え方」を取りまとめ公表した。 
  この検討会が公表した考え方に基づき、改正法案の作成が行われ、「行政事

件訴訟法の一部を改正する法律案」が平成16年の第159回国会に提出され、

同年６月に成立した。同法は、平成 17 年 4 月 1 日から施行されている。 

２ 平成16年改正の概要（仮の救済関係） 

  行訴法の平成 16 年改正は、行政訴訟制度について、国民の権利利益のよ

り実効的な救済手続を整備する観点から行われ、その内容は大別すると次の

４つに分けられる。第一に、「救済範囲の拡大」（取消訴訟の原告適格の拡大

や義務付け訴訟・差止訴訟の法定等）、第二に、「審理の充実・促進」（釈明処

分の特則規定（裁判所が行政庁に対し、裁決の記録や処分理由を明らかにす

る資料の提出を求めることができる制度）の新設）、第三に、「行政訴訟をよ

り利用しやすく分かりやすくするための仕組み」（出訴期間等の教示制度の新

設、出訴期間の延長等）、そして第四が、「本案判決前における仮の救済制度

の整備」となっている。この第四の仮の救済制度の整備に関する概要は次の

とおりである。 
（１）執行停止の要件の緩和 
   執行停止の要件が厳格にすぎるとの意見や回復困難という表現が絶対要

件との誤解を生ずるとの意見等を受けて、行訴法 25 条 2 項の執行停止の

要件（「処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる回復の困難な損害を

避けるため緊急の必要があるとき」）について、要件の緩和を明確にする観
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れた。同法では、執行停止について、それ以前の行特法の考え方を基本的に

継承し、執行不停止原則を採用しつつ、一定の要件を満たす場合に、行政処

分の執行停止を認めるものとなっている。そして、行訴法の制定に際し、そ

の基本的構造について幾つかの法的整備を行っており、その主なものは次の

とおりである。第一に、裁判所の職権による執行停止又はその取消しを廃止

し、行特法では認められていなかった不服申立てについて、即時抗告の制度

を設けるとともに、事情変更を理由とする執行停止取消しの申立手続を設け

たこと、第二に、行特法において、裁判例及び学説とも様々な解釈があり不

明確であった執行停止を命じる処分の内容について、「処分の効力、処分の執

行又は手続の続行の全部又は一部の停止」であると明確にしたこと、第三に、

行特法において、執行停止の消極要件として規定していた内閣総理大臣の異

議を別条において規定したこと等があり、このほか執行停止の要件等につい

ても改正があったが、詳細は後述する。   

第三節 平成 16 年改正の経緯と内容 

１ 平成16年改正の経緯 

  行政事件訴訟法は昭和 37 年に制定されたが、近年における行政需要の増

大と行政作用の多様化に伴い、行政による国民の利益調整が一層複雑化する

などの変化が生じており、このような状況の下で、国民の権利利益の実効的

な救済手続の整備を図る必要性が喫緊の課題となっていた(12)。 
こうした中、司法の機能を充実強化し、国民が身近に利用することができ、

社会の法的ニーズに的確にこたえることができる司法制度を構築するとの見

地から、平成 11 年 7 月に内閣に「司法制度改革審議会」が設置され、平成

13 年 6 月に司法制度改革審議会意見書が取りまとめられた。この意見書では、

行政事件訴訟について、「21 世紀の我が国社会においては司法の果たすべき

                                                        
(12) 南博方＝高橋滋編『条解行政事件訴訟法〔第 3 版補正版〕』〔南博方〕9 頁（弘文堂、

2009） 
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の検討結果を公表した。  
（１）平成 16 年改正行訴法の施行状況の検証を踏まえた検討の結果 
   検証研究会の検討結果では、平成16年改正行訴法の改正事項について、

現状において直ちに改正の趣旨が実現されていないとされた論点はなかっ

たものの、他方で、重要な論点について、最高裁判例が出揃い、裁判所の

解釈・運用が固まったといえる状況にないことから、現段階で改正の趣旨

が実現されていると判断するのも適切とはいい難いとされている。 
以上を踏まえ、法務省は、平成 16 年改正行訴法附則 50 条に基づく施行

後 5 年を経過した後における施行状況の検討の結果を、次のとおり整理し

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）検証研究会報告書（執行停止・仮の差止めの施行状況についての分析） 
   執行停止については、「回復の困難な損害」から「重大な損害」への要件

の見直しについて、財産的な損害や社会的信用といった損害についても執

行停止が認容される可能性を高めたものとして評価する意見が大勢を占め

現時点において直ちに行訴法の見直しを実施する必要があると

判断することはできないが、最高裁判例の動向を中心に施行状況

をなお継続的に見守ることが適切であるといえることも踏まえ、 
 ・ 研究会報告書を公表し、研究会における多くの裁判例に対す

る評価、訴訟審理の在り方についての提言等を明らかにし、もっ

て、より一層の平成 16 年改正行訴法の趣旨の周知及びその実現

を図るとともに、 
・ 研究会報告書の評価を世に問うた上で、平成 16 年改正行訴法

について政府として講ずべき措置がなお存在しないかどうかに

ついては、引き続き関係機関・団体と連携しつつ注視する 
こととする。 
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点から、「回復の困難な損害」を「重大な損害」に改めた。また、裁判所が

この「重大な損害」を判断するに当たって、損害の回復の困難の程度を考

慮するものとし、損害の性質及び程度並びに処分の内容及び性質をも勘案

することとされた（行訴法 25 条 3 項）(13)。 
（２）仮の義務付け・仮の差止め制度の新設 
   義務付け訴訟及び差止め訴訟が法定されたことに伴い、本案判決を待っ

ていたのでは、償うことのできない損害を生ずるおそれがある場合などに、

それぞれの訴訟形態の仮の救済制度として、仮の義務付け・仮の差止め制

度が創設された（行訴法 37 条の 5 第 1 項・第 2 項）(14)。 

３ 平成16年改正行訴法の施行５年後の検討結果 

  平成 16 年改正行訴法の附則 50 条には、「政府は、この法律の施行後 5 年

を経過した場合において、新法の施行の状況について検討を加え、必要があ

ると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」と

の規定が置かれている。 
  この規定を受けて、法務省は「改正行政事件訴訟法施行状況検証研究会」

（以下「検証研究会」という。）を設置し、改正行訴法施行後 5 年間の運用

等の状況について、平成 22 年 12 月から検討を開始し、平成 24 年 11 月にそ

                                                        
(13) 司法制度改革推進本部行政訴訟検討会が平成 16 年 1 月 6 日に公表した「行政訴訟

制度の見直しのための考え方」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sihou/kentoukai/ 
gyouseisosyou/siryou/040106kangaekata.html）第 2 の 4⑴では、「執行停止の要件の

整備」に関する見直しの考え方について、「行政活動や社会の多様化に対応し、個別

事情に即してより適切な権利利益の救済に資する執行停止決定をすることができる

ようにするため、執行停止の要件につき、損害の性質のみならず、損害の程度や処

分の内容及び性質が適切に考慮されるような規定に改める。」と説明されている。 
(14) 司法制度改革推進本部行政訴訟検討会が平成 16 年 1 月 6 日に公表した「行政訴訟

制度の見直しのための考え方」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sihou/kentoukai/ 
gyouseisosyou/siryou/040106kangaekata.html）第 2 の 4⑵では、「仮の義務付け・仮

の差止めの制度の新設」に関する見直しの考え方について、「義務付け訴訟又は差止

訴訟の本案判決を待っていたのでは償うことのできない損害を生ずるおそれがある

場合に迅速かつ実効的な権利救済を可能にするため、一定の要件の下で、裁判所が、

行政に対し、処分をすべきことを仮に義務付け、又は処分をすることを仮に差し止

める裁判をする新たな仮の救済の制度を設ける。」と説明されている。 
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第二章 執行停止の要件 

第一節 執行停止の要件（概説） 

裁判所に執行停止が申し立てられ、その申立てが成立する（裁判所に認容さ

れる）ためには、次のとおりその手続的要件と実体的要件を満たす必要がある。

これらの要件を満たす事実等が存在するか否かを判断する時期は、例えば管轄

（行訴法 28 条）のように特別の定め（行訴法 7 条、民事訴訟法 15 条）がある

場合を除き、裁判所において執行停止の申立てに対する決定を行う時点である

とされている(17)。 

１ 手続的要件 

（１）執行停止申立てが一般的訴訟要件を具備していること 
執行停止の申立てには、行政庁の行った処分が存在すること、当事者適

格を満たすこと、申立ての利益があることなど、一般的な訴訟提起の要件

を具備していることが必要である。 
（２）本案が適法に提起され係属していること 
   執行停止は、係争中の取消訴訟等に勝訴した場合に、当該勝訴判決の価

値及び効果を失わせないことを目的として設けられた制度であることから、

本案が適法に提起され係属していることが要件とされている（行訴法 25
条 2 項）。 

２ 実体的要件 

（１）処分の執行等により生ずる重大な損害を避けるため緊急の必要があるこ

と（積極的要件） 

                                                        
(17) 南博方原編集、高橋滋＝市村陽典＝山本隆司編『条解行政事件訴訟法〔第 4 版〕』

〔八木一洋〕506 頁（弘文堂、2014） 
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たとする一方(15)、仮の差止めについては、認容事例がある一方で、「償う

ことのできない損害を避けるため緊急の必要がある」との要件を欠くとさ

れた事例もあり、報告書では、当該要件の緩和をすべきか等について議論

が行われた(16)との表現に止まっている。 
   なお、執行停止及び仮の差止めとも、改正行訴法施行後５年間に最高裁

判所が具体的判断を示した事案は見当たらないとしている。 

 

                                                        
(15) 法務省ホームページで公表された改正行政事件訴訟法施行状況検証研究会報告書

（平成 24 年 11 月）（http://www.moj.go.jp/content/000104296.pdf）43 頁 
(16) 法務省ホームページで公表された改正行政事件訴訟法施行状況検証研究会報告書

（平成 24 年 11 月）（http://www.moj.go.jp/content/000104296.pdf）65～66 頁 
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(17) 南博方原編集、高橋滋＝市村陽典＝山本隆司編『条解行政事件訴訟法〔第 4 版〕』

〔八木一洋〕506 頁（弘文堂、2014） 
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たとする一方(15)、仮の差止めについては、認容事例がある一方で、「償う

ことのできない損害を避けるため緊急の必要がある」との要件を欠くとさ

れた事例もあり、報告書では、当該要件の緩和をすべきか等について議論

が行われた(16)との表現に止まっている。 
   なお、執行停止及び仮の差止めとも、改正行訴法施行後５年間に最高裁

判所が具体的判断を示した事案は見当たらないとしている。 

 

                                                        
(15) 法務省ホームページで公表された改正行政事件訴訟法施行状況検証研究会報告書

（平成 24 年 11 月）（http://www.moj.go.jp/content/000104296.pdf）43 頁 
(16) 法務省ホームページで公表された改正行政事件訴訟法施行状況検証研究会報告書

（平成 24 年 11 月）（http://www.moj.go.jp/content/000104296.pdf）65～66 頁 
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として、ここでいう処分に当たるものとなる。 
  ロ 処分の内容 
    執行停止の対象となる処分の内容は、「処分の効力」、「処分の執行」及

び「手続の続行」に区分されている。行訴法の前身である行特法 10 条 2
項では、このような区分はなく、単に「処分の執行」(18)と規定していた

ことから、その具体的な意義等について様々な意見があり、裁判例の見

解も必ずしも一致していなかった。 
そこで、行訴法の制定に際し、その解決を図るため、上記のような執

行停止の内容を区分する規定が置かれることとなった。行訴法の立法関

係者は、執行停止の内容を分けて規定した理由について、一つは、行特

法の下において、執行停止の内容に処分の効力の停止を含むのか、また、

後続処分のみの差止めが許されるのか、さらに、処分の一部についての

み停止できるのかなどといった執行停止の具体的な内容について論議

があり、裁判例の見解も一致していなかったことから、これらの点を明

らかにするためであると説明し、いま一つは、裁判所がこれらの諸形態

から適宜選択採用することにより、執行停止の内容をできるだけ明確に

し、かつ各事件の具体的状況に応じて、その保全の目的に必要な限度に

止めようとする点にあると説明されている(19)。 
                                                        
(18) 行政事件訴訟特例法第 10 条第 2 項本文は、「第二条の訴の提起があつた場合にお

いて、処分の執行に因り生ずべき償うことのできない損害を避けるため緊急の必要

があると認めるときは、裁判所は、申立に因り又は職権で、決定を以て、処分の執

行を停止すべきことを命ずることができる。」と規定している。 
(19) 杉本・前掲注(2)90 頁は、執行停止決定の内容を分けて規定した理由について、「か

ように停止決定の内容を分けたのは、一つには、特例法の下においては、いわゆる

執行停止は文字どおり処分の執行の停止のみをさすものかあるいは広く処分の効力

自体の停止をも含むものかどうか、また、甲処分の取消訴訟における執行停止とし

て同処分に基づいて後続してなされる乙丙等の処分のみの差し止めが許されるもの

かどうか、さらに、また、処分の効果の一部についてのみの停止が可能かどうかな

どの点について論議があり、裁判例の見解も必ずしも一致していなかったのにかん

がみ、これを明らかにするためであり、いま一つには、裁判所がこれら諸形態のい

ずれかを適宜選択採用することによって執行停止をできるだけ明確に、かつ、それ

ぞれの具体的場合に応じ、その保全の目的に必要な限度にとどめようとする点に存

する。」と説明されている。 
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   執行停止の成立には、処分の執行等により生ずる重大な損害を避けるた

め緊急の必要があることを要する（行訴法 25 条 2 項）。本要件は、執行停

止の要件の中で最も重要な要件とされている。 
（２）公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること（消極的要件） 
   執行停止は、公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるときは、す

ることができないと規定されている（行訴法 25 条 4 項）。 
（３）本案について理由がないとみえること（消極的要件） 
   執行停止は、本案（取消訴訟等）について理由がないとみえるときは、

することができないと規定されている（行訴法 25 条 4 項）。 

 

第二節 執行停止の手続的要件 

１ 執行停止申立てが一般的訴訟要件を具備していること 

（１）執行停止の対象となる処分 
 イ 処分の意義 

    行訴法 25 条 2 項本文は、執行停止の対象となる処分について、「処分

の効力、処分の執行又は手続の続行の全部又は一部の停止をすること」

と規定している。本規定の「処分」とは、同項本文の「処分の取消しの

訴えの提起があった場合において」との規定から取消訴訟の対象となる

処分とみることができ、この取消訴訟の対象となる「処分」とは、行訴

法 3 条 2 項で「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」と規定

されている。最高裁は、この「処分」について「行政庁の法令に基づく

行為のすべてを意味するものではなく、公権力の主体たる国または公共

団体が行う行為のうち、その行為によつて、直接国民の権利義務を形成

しまたはその範囲を確定することが法律上認められているものをいう」

（最判昭 39・10・29 民集 18・8・1809 頁）と判示している。滞納処分

は、確定した納税義務を強制的に実現することを目的としており、原則
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として、ここでいう処分に当たるものとなる。 
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行停止の内容を区分する規定が置かれることとなった。行訴法の立法関
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効力をいい、形成力、公定力のほか、行政庁、相手方その他の関係者を

処分の内容に応じて拘束する拘束力又は覊束力を含む。しかし係争中で

あるから形式的確定力は含まれない。」(21)とされており、行訴法の立法

関係者は、この「処分の効力の停止」について「処分の効力それ自体が

存続しない状態に置くこと」と説明されている(22)。 
    滞納処分においては、差押処分の効力の停止申立てが主な例となるが、

差押えの効力の停止を求める申立てが認容された場合、差押えの解除に

ついてはどのように考えるべきであろうか。執行停止の効果は、将来に

向かってのみ生ずるだけで、遡及して適用されることはない。このため、

差押処分の効力の停止決定は、執行停止決定前の差押えの効力には影響

しないと考えられるが、決定後の差押えの効力は存続しない状態となる

ため、執行停止決定の拘束力により、差押えは解除することになると考

えられる(23)。また、租税関係処分では、課税処分の効力の停止を申し立

てる場合もあり得るが、当該申立てが認容された場合、執行停止決定後

の課税処分の効力は存続しない状態となるため、課税処分に係る税額の

納付義務が消滅し、未納税額が無くなることから、当該滞納税額に係る

差押処分があれば解除することになると考えられる。このような差押処

分の効力の停止は、国税債権の確保を困難にするなど行政運営に与える

影響は非常に大きく、慎重に対処すべきものであり、この問題について

は第六章第二節において改めて考察する。 
  ニ 処分の執行の停止 
    執行停止の対象となる処分の一つとして「処分の執行の停止」がある

                                                        
(21) 南博方編『注釈行政事件訴訟法』〔仲江利政〕224 頁（有斐閣、1972） 
(22) 杉本・前掲注(2)90 頁 
(23) 藤田耕三＝井関正裕＝佐藤久夫『行政事件訴訟法に基づく執行停止をめぐる実務上

の諸問題』司法研究報告書第 34 輯第 1 号 248 頁（司法研修所、1983）では、「処分

の効力の停止は、将来に向かって処分の効力が存続しない状態に置くことであるか

ら、差押処分の効力停止がなされた以上、差押処分の有効を前提とする差押登記等

もまた、決定以後は、その根拠を失い、存続しえないと解さざるをえないと思われ

る。」と述べられている。 
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    また、行訴法 25 条 2 項ただし書では、「処分の効力の停止は、処分の

執行又は手続の続行の停止によつて目的を達することができる場合に

は、することができない」と規定しているが、このような規定を設けた

理由について、行訴法の立法関係者は、執行停止の対象となる処分の内

容を上記のように区分したことと同様の趣旨によると説明されてい

る (20)。 
わが国では、執行不停止が原則となっていることを踏まえ、執行停止

の内容をその目的を達成するために必要な範囲に止めることで、行政運

営への影響をできるだけ少なくしようとしたものと考えられる。東京地

決平 23・9・27 税資徴収関係判決順号 23-52 は、この執行停止の範囲に

ついて、「執行停止の内容を決定するについても、執行停止による行政

の停滞によって生ずる公共の福祉への影響を、申立人の救済に必要な範

囲で最小限にとどめるようにその内容を定めることが求められている

というべきである。」と判示している。 
    これを滞納処分の事例でみると、差押不動産の公売処分の執行停止は、

差押処分の効力停止又は公売各処分の手続の続行の停止のいずれの方

法でも可能である。しかし、差押不動産は原則使用収益が可能であり（国

税徴収法 69 条）、公売手続の続行を停止すれば、重大な損害を回避でき

る場合には、差押処分の効力の停止まで求めることは許されないことと

なる。 
    なお、処分の効力の停止を申し立てる場合は、処分の執行又は手続の

続行により目的を達することができないことについて、申立人が疎明責

任を負うものとされている。 
  ハ 処分の効力の停止 
    執行停止の対象となる処分の一つとして「処分の効力の停止」がある

（行訴法 25 条 2 項本文）。処分の効力とは、「処分の有する行政法上の

                                                        
(20) 杉本・前掲注(2)90～91 頁 
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(21) 南博方編『注釈行政事件訴訟法』〔仲江利政〕224 頁（有斐閣、1972） 
(22) 杉本・前掲注(2)90 頁 
(23) 藤田耕三＝井関正裕＝佐藤久夫『行政事件訴訟法に基づく執行停止をめぐる実務上

の諸問題』司法研究報告書第 34 輯第 1 号 248 頁（司法研修所、1983）では、「処分

の効力の停止は、将来に向かって処分の効力が存続しない状態に置くことであるか

ら、差押処分の効力停止がなされた以上、差押処分の有効を前提とする差押登記等

もまた、決定以後は、その根拠を失い、存続しえないと解さざるをえないと思われ

る。」と述べられている。 
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    また、行訴法 25 条 2 項ただし書では、「処分の効力の停止は、処分の

執行又は手続の続行の停止によつて目的を達することができる場合に

は、することができない」と規定しているが、このような規定を設けた

理由について、行訴法の立法関係者は、執行停止の対象となる処分の内

容を上記のように区分したことと同様の趣旨によると説明されてい

る (20)。 
わが国では、執行不停止が原則となっていることを踏まえ、執行停止

の内容をその目的を達成するために必要な範囲に止めることで、行政運

営への影響をできるだけ少なくしようとしたものと考えられる。東京地

決平 23・9・27 税資徴収関係判決順号 23-52 は、この執行停止の範囲に

ついて、「執行停止の内容を決定するについても、執行停止による行政

の停滞によって生ずる公共の福祉への影響を、申立人の救済に必要な範

囲で最小限にとどめるようにその内容を定めることが求められている

というべきである。」と判示している。 
    これを滞納処分の事例でみると、差押不動産の公売処分の執行停止は、

差押処分の効力停止又は公売各処分の手続の続行の停止のいずれの方

法でも可能である。しかし、差押不動産は原則使用収益が可能であり（国

税徴収法 69 条）、公売手続の続行を停止すれば、重大な損害を回避でき

る場合には、差押処分の効力の停止まで求めることは許されないことと

なる。 
    なお、処分の効力の停止を申し立てる場合は、処分の執行又は手続の

続行により目的を達することができないことについて、申立人が疎明責

任を負うものとされている。 
  ハ 処分の効力の停止 
    執行停止の対象となる処分の一つとして「処分の効力の停止」がある

（行訴法 25 条 2 項本文）。処分の効力とは、「処分の有する行政法上の

                                                        
(20) 杉本・前掲注(2)90～91 頁 
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     滞納処分においては、「手続の続行の停止」の主な例として、不動産

等の差押処分がされた場合において、これに続いて行われる公売処分

（換価のための各処分）の差止めを求めることが挙げられる。滞納処

分では、不動産の差押えがされても、滞納者は通常の使用収益は可能

であること（国税徴収法 69 条）から、その執行停止申立ては、換価

により使用収益ができなくなること等を避けるため、公売処分の差止

めを求めるものが大部分を占めており、滞納処分の多くが開始後僅か

の時間で終了する手続であることから、そのほとんどが手続の続行の

停止を求めるものとなっている。 
   ② 続行処分 
     連続する複数の行政処分が存在するとき、ある処分の取消訴訟を本

案として、それとは別の続行処分の執行停止を求めることができるか

が問題となる。行訴法 25 条 2 項は、「処分の効力、処分の執行又は手

続の続行」との規定を置き、この点に関し一応の立法的解決を図った

が、なお「手続の続行」の範囲をどのように解するかについて若干の

問題を残している。 
先行処分と続行処分に違法性の承継が認められる場合は、続行処分

を「手続の続行」に含まれるとみて、先行処分の取消訴訟を本案とし

て続行処分の執行停止を求めることができる(28)。しかし、必ずしも違

法性の承継が認められる同一の手続の場合に限られるわけではなく、

二つの処分が厳密な意味で同一の手続内のものとはいえず、目的を異

にする別個独立の処分であっても、両者が一連の手続をなし、あるい

はその間に極めて密接な関係がある場合には、「手続の続行」に含まれ

るものとして、先行処分の取消訴訟を本案として、続行処分の執行停

止を求めることができると解されている(29)。 
なお、先行処分と続行処分の行政目的が異なり、両者に密接な関係

                                                        
(28) 南ほか・前掲注(5)486 頁 
(29) 藤田ほか・前掲注(23)15～16 頁 
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（行訴法 25 条 2 項本文）。処分の執行とは、「処分の内容の実現を強制

する執行力の行使」(24)をいうとされており、行訴法の立法関係者は、こ

の「処分の執行の停止」について「いわゆる処分の執行力、すなわち、

下命処分などの内容の実現を強制しうる効力を奪い、その内容を実現す

る行為を差し止めること」(25)と説明されている。 
滞納処分においては、処分を実現するために必要な執行行為が該当し、

例えば、動産の差押えを行った場合に差し押さえた動産の使用収益を許

可し、後日換価のため当該動産を引き上げる場合や売掛金の差押えを行

い、履行期日に第三債務者から取立てを行う場合などが考えられるが、

滞納処分は開始とほぼ同時に終了する手続が多いことから、該当するケ

ースはそれほど多くはない。ちなみに、公売処分の執行の停止を求める

場合でも、公売処分は公売公告から売却決定までの一連の処分が連続的

に発生するものであり、個々の処分はその都度開始後僅かの時間で終了

することから、その実質はいまだ開始されていない処分の停止（手続の

続行の停止）を求めるものとなる。 
  ホ 手続の続行の停止等 
   ① 手続の続行の停止 
     執行停止の対象となる処分の一つとして「手続の続行の停止」があ

る（行訴法 25 条 2 項本文）。手続の続行とは、「処分の有効なことを

前提として、法律関係を進展させ、後続処分を行なうこと」(26)とされ

ており、行訴法の立法関係者は、この「手続の続行の停止」について

「処分の有効を基礎、前提としてその法律関係を進展させる他の行為

が行われる場合において、その基礎となる処分の効力を奪って行為の

後続、法律関係の発展を差し止めることをさすもの」(27)と説明されて

いる。 
                                                        
(24) 南・前掲注(21)224 頁 
(25) 杉本・前掲注(2)90 頁 
(26) 南・前掲注(21)224 頁 
(27) 杉本・前掲注(2)90 頁 

30



31 

     滞納処分においては、「手続の続行の停止」の主な例として、不動産

等の差押処分がされた場合において、これに続いて行われる公売処分
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であること（国税徴収法 69 条）から、その執行停止申立ては、換価

により使用収益ができなくなること等を避けるため、公売処分の差止

めを求めるものが大部分を占めており、滞納処分の多くが開始後僅か

の時間で終了する手続であることから、そのほとんどが手続の続行の

停止を求めるものとなっている。 
   ② 続行処分 
     連続する複数の行政処分が存在するとき、ある処分の取消訴訟を本

案として、それとは別の続行処分の執行停止を求めることができるか

が問題となる。行訴法 25 条 2 項は、「処分の効力、処分の執行又は手

続の続行」との規定を置き、この点に関し一応の立法的解決を図った

が、なお「手続の続行」の範囲をどのように解するかについて若干の

問題を残している。 
先行処分と続行処分に違法性の承継が認められる場合は、続行処分

を「手続の続行」に含まれるとみて、先行処分の取消訴訟を本案とし

て続行処分の執行停止を求めることができる(28)。しかし、必ずしも違

法性の承継が認められる同一の手続の場合に限られるわけではなく、

二つの処分が厳密な意味で同一の手続内のものとはいえず、目的を異

にする別個独立の処分であっても、両者が一連の手続をなし、あるい

はその間に極めて密接な関係がある場合には、「手続の続行」に含まれ

るものとして、先行処分の取消訴訟を本案として、続行処分の執行停

止を求めることができると解されている(29)。 
なお、先行処分と続行処分の行政目的が異なり、両者に密接な関係

                                                        
(28) 南ほか・前掲注(5)486 頁 
(29) 藤田ほか・前掲注(23)15～16 頁 
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（行訴法 25 条 2 項本文）。処分の執行とは、「処分の内容の実現を強制

する執行力の行使」(24)をいうとされており、行訴法の立法関係者は、こ

の「処分の執行の停止」について「いわゆる処分の執行力、すなわち、

下命処分などの内容の実現を強制しうる効力を奪い、その内容を実現す

る行為を差し止めること」(25)と説明されている。 
滞納処分においては、処分を実現するために必要な執行行為が該当し、

例えば、動産の差押えを行った場合に差し押さえた動産の使用収益を許

可し、後日換価のため当該動産を引き上げる場合や売掛金の差押えを行

い、履行期日に第三債務者から取立てを行う場合などが考えられるが、

滞納処分は開始とほぼ同時に終了する手続が多いことから、該当するケ

ースはそれほど多くはない。ちなみに、公売処分の執行の停止を求める

場合でも、公売処分は公売公告から売却決定までの一連の処分が連続的

に発生するものであり、個々の処分はその都度開始後僅かの時間で終了

することから、その実質はいまだ開始されていない処分の停止（手続の

続行の停止）を求めるものとなる。 
  ホ 手続の続行の停止等 
   ① 手続の続行の停止 
     執行停止の対象となる処分の一つとして「手続の続行の停止」があ

る（行訴法 25 条 2 項本文）。手続の続行とは、「処分の有効なことを

前提として、法律関係を進展させ、後続処分を行なうこと」(26)とされ

ており、行訴法の立法関係者は、この「手続の続行の停止」について

「処分の有効を基礎、前提としてその法律関係を進展させる他の行為
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後続、法律関係の発展を差し止めることをさすもの」(27)と説明されて

いる。 
                                                        
(24) 南・前掲注(21)224 頁 
(25) 杉本・前掲注(2)90 頁 
(26) 南・前掲注(21)224 頁 
(27) 杉本・前掲注(2)90 頁 
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の（札幌地決平 18・8・24 公刊物未登載）(32)がある。 
（２）当事者適格 

  イ 申立人適格 

    執行停止の目的が、勝訴判決の価値及び効果を失わせないことにある

ため、執行停止の申立人適格を有する者は、本案訴訟における原告であ

り、それ以外の者からされた申立ては不適法なものとなる。このため、

執行停止の申立人適格の判断は、本案訴訟における原告適格の判断と同

一であり、原告適格の判断基準である行訴法 9 条の「法律上の利益を有

する者」に該当するか否かで判断することとなる。申立人が申立人適格

を有することについての疎明責任は申立人が負うものとされている(33)。 

    滞納処分の執行停止を求める場合の申立人適格を有する者は、滞納処

分の名宛人である滞納者のほか、公売財産の所有権を主張する第三者や

公売不動産の抵当権者などが該当する。 

    滞納処分に関する裁判例では、公売財産の仮差押債権者は公売処分に

おいてより高額に換価されれば多額の債権の弁済を期待できる立場に

あるとして申立人適格を有するとしたもの（東京地決平 9・12・5 行裁

例集 48・11-12・904 頁）(34)、第二次納税義務者に対する滞納処分の執

                                                        
(32) 札幌地決平 18・8・24 公刊物未登載は、「本件延納許可取消処分と本件公売処分は

別個の処分であり、本案事件は前者についての取消訴訟であって、申立人らは後者

についての取消訴訟を提起しているものではない。しかし、滞納処分は、納税者が

国税を納期限までに納付しない等の要件を充たす場合において、確定した納税義務

を強制的に履行させることを目的とする処分であるから（国税通則法 37 条、40 条、

国税徴収法 47 条以下等）、国税について延納許可処分がされているときは、その許

可に係る納期限が到来し、あるいは延納許可処分自体が取り消されるまでは滞納処

分を行うことは許されないことになる。したがって、滞納処分は延納許可取消処分

の続行処分であるということができ、この関係は、本件延納許可取消処分と本件公

売処分においても同様である。そうすると、本件公売処分の執行停止を求める本件

申立ては、行政事件訴訟法 25 条 2 項により認められ得るというべき」と判示した。 
(33) 高橋ほか・前掲注(17)515 頁 
(34) 東京地決平 9・12・5 行裁例集 48・11-12・904 頁は、「仮差押えの執行された不動

産が滞納処分により換価され、その売却代金について滞納者に交付すべき残余を生

じたときは、徴収職員等は、これをその不動産に対する強制執行について管轄権を

有する裁判所に交付しなければならないものとされ（滞納処分と強制執行等との手
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が認められない場合は、「手続の続行」とみることはできない。 
         これを滞納処分に関する裁判例でみると、課税処分と滞納処分は、

前者が納税義務を確定する処分であり、後者が確定した納税義務を強

制的に実現する処分である点で目的を異にする別個独立の処分である。

しかしながら、滞納処分は課税処分の続行手続としてなされるもので

あり、課税処分の有効な存在が滞納処分の適法要件をなしているとし

て、裁判例の大勢は、課税処分の取消訴訟を本案とする滞納処分の執

行停止申立てを適法としている(30)。このように裁判例の多くが積極説

をとる理由としては、消極説によると、申立人は、新たに滞納処分の

取消しを求める訴えを提起してその執行停止を求めるか、あるいは、

課税処分の効力自体の停止を求めるかのどちらかによらなければ、そ

の目的を達しえないことになるが、滞納処分の取消しは課税処分にお

ける所得認定の誤り等を理由として求めることはできないし、また、

単に当該滞納処分手続のみを停止すればその損害を免れ得るのに、課

税処分の効力停止を求めなければ救済されえないというのでは、保全

の影響を必要最少限度に止めようとする行訴法 25 条 2 項ただし書の

趣旨に反するという配慮が働いていると考えられる(31)。 
     なお、裁判例では、課税処分以外に相続税延納許可取消処分の取消

訴訟を本案として、滞納処分の執行停止を求めることを適法とするも

                                                        
(30) 課税処分の取消訴訟を本案として滞納処分の執行停止を求めることを適法とする

裁判例として、横浜地決平 19・4・25 裁判所ウェブサイト、札幌地決平 18・8・24
公刊物未登載、東京地決昭 46・2・22 行裁例集 22・1-2・90 頁、横浜地決昭 44・4・
9 公刊物未登載、岡山地決昭 43・12・17 行裁例集 19・12・1940 頁、大阪高決昭 43・
12・14 行裁例集 19・12・1917 頁、横浜地決昭 43・10・4 判時 537・34 頁、東京

地決昭 42・6・30 訟月 13・9・1136 頁、神戸地決昭 41・12・26 行裁例集 17・12・
1420 頁、大阪地決昭 41・3・11 訟月 12・5・766 頁があり、課税処分と滞納処分は

別個の処分であり不適法とする裁判例として、大阪高決昭 43・3・27 行裁例集 19・
3・476 頁、山口地決昭 28・7・30 行裁例集 4・7・1720 頁がある。 

(31) 藤田ほか・前掲注(23)240 頁、この点を明示した裁判例として岡山地決昭 43・12・
17 行裁例集 19・12・1940 頁 
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の（札幌地決平 18・8・24 公刊物未登載）(32)がある。 
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(32) 札幌地決平 18・8・24 公刊物未登載は、「本件延納許可取消処分と本件公売処分は

別個の処分であり、本案事件は前者についての取消訴訟であって、申立人らは後者

についての取消訴訟を提起しているものではない。しかし、滞納処分は、納税者が

国税を納期限までに納付しない等の要件を充たす場合において、確定した納税義務
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(33) 高橋ほか・前掲注(17)515 頁 
(34) 東京地決平 9・12・5 行裁例集 48・11-12・904 頁は、「仮差押えの執行された不動

産が滞納処分により換価され、その売却代金について滞納者に交付すべき残余を生

じたときは、徴収職員等は、これをその不動産に対する強制執行について管轄権を

有する裁判所に交付しなければならないものとされ（滞納処分と強制執行等との手
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が認められない場合は、「手続の続行」とみることはできない。 
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     なお、裁判例では、課税処分以外に相続税延納許可取消処分の取消

訴訟を本案として、滞納処分の執行停止を求めることを適法とするも

                                                        
(30) 課税処分の取消訴訟を本案として滞納処分の執行停止を求めることを適法とする

裁判例として、横浜地決平 19・4・25 裁判所ウェブサイト、札幌地決平 18・8・24
公刊物未登載、東京地決昭 46・2・22 行裁例集 22・1-2・90 頁、横浜地決昭 44・4・
9 公刊物未登載、岡山地決昭 43・12・17 行裁例集 19・12・1940 頁、大阪高決昭 43・
12・14 行裁例集 19・12・1917 頁、横浜地決昭 43・10・4 判時 537・34 頁、東京

地決昭 42・6・30 訟月 13・9・1136 頁、神戸地決昭 41・12・26 行裁例集 17・12・
1420 頁、大阪地決昭 41・3・11 訟月 12・5・766 頁があり、課税処分と滞納処分は

別個の処分であり不適法とする裁判例として、大阪高決昭 43・3・27 行裁例集 19・
3・476 頁、山口地決昭 28・7・30 行裁例集 4・7・1720 頁がある。 

(31) 藤田ほか・前掲注(23)240 頁、この点を明示した裁判例として岡山地決昭 43・12・
17 行裁例集 19・12・1940 頁 
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       国税の滞納処分に関する裁判例では、処分をした行政庁と執行停止の

対象となる処分を行う行政庁が同一の場合と異なる場合（例えば、税務

署長が本案訴訟の対象となる滞納国税を国税局長に徴収の引継を行っ

た場合（国税通則法 43 条 3 項））があるが、いずれの場合も該当する行

政庁は国に所属していることから、被申立人適格を有する者は国となる。 

    なお、執行停止申立ての相手方が被申立人適格を有することについて

の疎明責任は、申立人が負うものとされている(36)。 

（３）申立ての利益 
   執行停止の申立てを行うためには、申立ての利益が必要である。この申

立ての利益を認めるためには、当該申立てが認容された場合に、申立人に

法律上の利益が存在し、執行停止により申立人が現実に救済されること、

すなわち重大な損害を避け得ることが必要となる。この申立ての利益を判

定する際には、執行停止の効果が、発生した損害の原状回復を命じたり、

遡及的に処分を取消すものではなく、決定時から将来に向かってのみ生ず

ることに留意して、執行停止による現実的な利益の有無を判断することと

なる。 
   また、執行停止の目的は、本案勝訴の価値及び効果を失わせないことに

あるため、執行停止により、本案がその回復の目的となし得ないような利

益を実現することは許されない(37)。 
申立ての利益は、執行停止の決定がされる時点における事実関係を踏ま

えて判断されるべきものであり、申立ての利益が存在することについては、

申立人が疎明責任を負うものとされている(38)。 
  イ 拒否処分 
    執行停止は、全ての行政処分が対象となるわけではない。拒否処分と

は、法令に基づく申請を行政庁が却下又は棄却する処分であり、原則と

                                                        
(36) 高橋ほか・前掲注(17)516 頁 
(37) 南ほか・前掲注(5)488 頁 
(38) 高橋ほか・前掲注(17)517 頁 
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行停止申立てについて、当該第二次納税義務に係る主たる納税者は申立

人適格を有しないとしたもの（名古屋高決平 24・7・20 税資徴収関係判

決順号 24-42）がある。 

  ロ 被申立人適格 

    執行停止の申立ては、本案訴訟の係属が前提となることから、その被

申立人適格を有する者（申立ての相手方）は、原則として、本案訴訟に

おける被告と同一の者となる。この本案の取消訴訟の被告適格を有する

者は、行訴法 11 条（被告適格等）の規定により定まることとなるが、

処分をした行政庁が国又は公共団体に所属している場合は、当該国又は

公共団体が被告適格を有する者となる（行訴法 11 条 1 項）。 

    また、処分の後に当該行政庁の権限が他の行政庁に承継され、係争中

の処分をした行政庁と「処分の執行」又は「手続の続行」をする行政庁

が異なる場合がある。この場合においても、処分をした行政庁と権限を

承継した他の行政庁が、同一の国又は公共団体に所属しているときは、

本案訴訟の被告適格を有する者と執行停止の被申立人適格を有する者

は、同じ国又は公共団体となる(35)。 

                                                                                                                        
続の調整に関する法律（以下「滞調法」という。）18 条 2 項、34 条 1 項、国税徴収

法 129 条 1 項ないし 3 項）、これにより裁判所が交付を受けた金銭は、仮差押えの執

行がされている不動産を他の債権のための強制競売により売却した場合における売

却代金とみなされる（滞調法 18 条 3 項）。そして、仮差押債権者は、右売却代金に

ついて、執行裁判所が実施する配当等において、配当等を受けるべき債権者とされ、

執行裁判所の裁判所書記官は、その配当等の額に相当する金銭を供託しなければな

らないとされているのである（民事執行法 87 条 1 項 3 号、91 条 1 項 2 号）。滞納処

分における仮差押債権者の右のような法的地位にかんがみれば、仮差押債権者は、

目的不動産が滞納処分における換価手続においてより高額に換価されれば、執行裁

判所における配当を通じてその売却代金からより多額の債権の弁済を期待できる立

場にあることは明らかであり、仮差押債権者が滞納処分において、目的不動産がよ

り高額に換価されることを期待する利益は、単なる事実上の期待利益ではなく、法

において保護された利益と解するのが相当である。したがって、滞納処分がされた

不動産について仮差押えをした仮差押債権者は、当該滞納処分における換価手続に

瑕疵があるため、目的不動産が不当に低額な売却代金で換価された場合には、その

売却決定の取消しを求める法律上の利益を有するものというべきであり、申立人は、

本案事件について原告適格を有するものというべきである。」と判示した。 
(35) 高橋ほか・前掲注(17)515 頁 
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物未登載）がある(41)。 
  ロ 対象となる処分の終了 
    執行停止の対象となる処分が終了している場合は、申立ての利益は存

在せず、当該申立ては不適法となる。執行停止の効果は、将来に向かっ

てのみ生じるもので、発生した損害の原状回復を命じたり、遡及的に処

分を取消すものではない。このため、処分が終了している場合は、現実

に救済されることはあり得ず、申立ての利益を欠くこととなる。 
    滞納処分に関する裁判例では、不動産に係る公売手続は完了しており、

今後、本件各処分に基づく手続の続行がされる余地はなく申立ての利益

を欠くとしたもの（大阪地決平 24・8・10 税資徴収関係判決順号 24-47、
大阪地決昭 42・3・28 公刊物未登載）、差押債権について、債権の取立

て、充当等により手続が完了しているので申立ての利益を欠き不適法と

したもの（東京高決昭 61・11・12 公刊物未登載、東京地決昭 42・6・
30 訟月 13・9・1136 頁）がある。 

  ハ 執行停止をしても損害を避ける効果がないこと 
    申立ての利益を認めるためには、執行停止により現実に救済されるこ

と、すなわち重大な損害を避け得ることが必要であり、執行停止をして

も重大な損害を避けることができない場合は申立ての利益を欠くこと

となる。このことについて、松山地決昭 43・8・9 公刊物未登載では、「執

行停止をなしうるのは、これによりかかる損害を避けることができる場

合に限るとの趣旨を、当然の前提として包含していると解すべきである。

けだし行政事件訴訟法 25 条 2 項は、回復困難な損害を避けるという目

的のために役立つ手段として執行停止を認めているのであって、右目的

のために執行停止が役立たない場合にもこれを認める趣旨であるとは

                                                        
(41) 奈良地決平 6・7・18 公刊物未登載は、「本件処分の効力を停止したとしても、相

手方が本件各物件による物納を拒否した効力が仮に停止されるのみであって、物納

が許可されたのと同一の状態が仮に形成されるわけではないから、相続税の金銭で

の納税義務（国税通則法 34 条 1 項）が免除されたり、本件各物件が収納されて延滞

税の納付が免除されたりすることにはならない。」と判示している。 
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して、執行停止の対象にならないとされている。その理由は、行政庁が

拒否処分を行っても、拒否処分を行う前と同じ状況が続くだけであり、

国民の具体的な権利義務に変化はないことによる。行政処分に対する執

行停止は、当該処分の執行等を停止することが、申立人の権利の保全、

損害の発生・拡大の防止に直接役立つ場合において初めてこれを認める

実益がある。しかし、拒否処分はそれ自体何らの積極的な内容を有して

おらず、その執行等を停止してみても、単に当該拒否処分がなされな

かった状態を回復するだけで、申請が認められたのと同一の状態が形成

されることにはならないと考えられるからである(39)。 
    以上のように拒否処分に対する執行停止の申立ては、申立ての利益を

欠く不適法な申立てとされるのが一般的であり、このような場合に仮の

救済を図るためには、「仮の義務付け」（行訴法 37 条の 5 第 1 項）を求

めることが必要となる(40)。ただし、拒否処分であっても執行停止により

何らかの法律上の利益が認められるときは、例外的に適法な申立てとな

る。 
    滞納処分に関する拒否処分の例としては、納税の猶予申請（国税通則

法 46 条）の不許可処分などがある。租税関係の裁判例としては、相続

税の物納申請について、物納財産の変更要求処分の取消請求訴訟を本案

とし、巨額の相続税額に対する延滞税、利子税等の附帯税を課せられる

ことにより回復困難な損害が生ずるとして執行停止を求めた事案につ

いて、執行停止をしても物納を拒否した効力が仮に停止されるのみで、

物納が許可された状態が仮に形成されるわけではないから、相続税の納

税義務が免除されたり、延滞税の納付が免除されたりすることにはなら

ないとして執行停止申立てを却下したもの（奈良地決平 6・7・18 公刊

                                                        
(39) 藤田ほか・前掲注(23)9 頁 
(40) 宇賀克也『改正行政事件訴訟法－改正法の要点と逐条解説－【補訂版】』107 頁（青

林書院、2006） 
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(41) 奈良地決平 6・7・18 公刊物未登載は、「本件処分の効力を停止したとしても、相
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当事者適格や不服申立て前置などの一般的訴訟要件を具備していることが求

められる(44)。東京地決平 23・3・23 税資徴収関係判決順号 23-21 は、「処分

の執行等の停止は、申立人が、本案の訴えである『処分の取消しの訴え』に

勝訴した場合における原告の権利又は利益の保護を目的とするものであるか

ら、処分の執行等の停止の決定をする上での要件として提起されることが必

要となる『処分の取消しの訴え』は、適法なものでなければならないと解さ

れる。」と判示している。 

    執行停止の前提要件となる本案訴訟の類型は、行訴法 25 条 2 項で規定す

る取消訴訟のほか、無効等確認訴訟(45)、民衆訴訟や機関訴訟で処分または裁

決の取消・無効の確認を求めるもの(46)があるが、滞納処分の執行停止を求め

る本案としては、取消訴訟及び無効等確認訴訟が対象となる。 

  本案が適法に提起され係属していることについては、申立人が疎明責任を

負うものとされている(47)。  
  ところで、公売処分の原因となる滞納国税について、本案の対象となる滞

納国税と本案の対象となっていない（取消訴訟を提起していない）滞納国税

が混在する場合、執行停止申立てとの関係をどのように考えるべきであろう

か。 
横浜地決平 19・4・25 裁判所ウェブサイトは、「本件各物件の公売は、本

件各課税処分の続行手続であるとともに、訴外各国税に係る課税処分等の続

行手続ともいい得るから、本件各課税処分の取消訴訟が提起されていること

を根拠として本件各物件についての公売手続の続行を停止することは、訴外

各国税に係る課税処分等の手続の続行を根拠なく妨げることとなる。した

がって、本件申立てに基づいて訴外各国税に係る課税処分等の続行手続でも

                                                        
(44) 杉本・前掲注(2)87 頁では、「本案訴訟は、当事者適格その他訴訟要件を具備する適

法な訴えとして係属することを要するものであることはいうまでもない。けだし、

そうでなければ、原告の勝訴を予想しての被保全利益は認めがたいからである。」と

述べられている。 
(45) 行訴法 38 条 3 項 
(46) 行訴法 43 条 1 項・2 項 
(47) 高橋ほか・前掲注(17)524 頁 
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到底解しえないからである。」と判示している。 

さらに、この松山地裁の決定は滞納処分に関する裁判例でもあり、貸

付金債権の差押えについて、差押えられた資金が凍結状態で営業が不能

の状態に陥っているため、手続の続行の停止を求めるとの申立てに対し、

申立人の求める執行停止決定は、手続の続行が停止されたとしても、貸

付金の差押えが解除され、その凍結状態が無くならない限り解消せず、

回復困難な損害を避けるために役立つ手段とは全くいえないとして申

立てを却下している(42)。 

２ 本案が適法に提起され係属していること 

  行訴法 25 条 2 項は、執行停止の成立要件（積極的要件）として「処分の

取消しの訴えの提起があった場合において」と規定し、執行停止が認められ

るためには、本案である取消訴訟が提起され係属していることを求めている。 
  執行停止の申立ては、通常、本案訴訟の提起と同時に行われることが多い

が、申立ての時には本案訴訟が提起されていなくても、その決定時までに本

案訴訟が係属すれば、申立ては適法になると解されている(43)。 
    また、執行停止は、本案の勝訴判決の価値及び効果を失わせないことを目

的としていることから、明文の規定はないものの、本案である取消訴訟は、

                                                        
(42) 松山地決昭 43・8・9 公刊物未登載は、「申立人は、執行停止を求める理由として

本件差押処分により申立人会社の資金が現在いわば凍結状態になり営業が不能に

陥っており、右差押処分の手続が続行されるときは申立人は回復困難な損害を蒙る

旨を強調する。仮りに右主張が事実にそうものであり、かつ手続の続行が停止され

たとしても、右凍結状態が無くならないかぎり右損害の発生は避けられず、右凍結

状態は本件差押処分が取り消されて差押が解除されないかぎり解消しない。しかる

ところ、申立人の求める本件執行停止決定は、すでになされた右差押の状態を存続

せしめたままその決定以後の右差押処分の手続の続行をのみ停止する効果を有する

に過ぎないもので、すでになされた右差押処分の効力を取消し該差押を解除する効

果を有するものではないのであるから、本件執行停止の申立が認容されても、何ら

右凍結状態の解消には役立たない。これを要するに、本件においては、執行停止は、

申立人主張の回復困難な損害を避けるために役立つ手段とは全くいいえないのであ

る。」と判示している。 
(43) 行政事件訴訟実務研究会編『行政訴訟の実務』121 頁（ぎょうせい、2007） 
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なっていない滞納国税を完納できる見込みが明らかにない場合には、法的利

益を認めることはできないものと考えることができる。 

第三節 執行停止の実体的要件 

１ 処分の執行等により生ずる重大な損害を避けるため緊急の必要があること 

  執行停止が成立するためには、「処分、処分の執行又は手続の続行により生

ずる重大な損害を避けるため緊急の必要がある」ことが求められる（行訴法

25 条 2 項）が、この積極的要件は、執行停止制度の要件の中で最も重要なも

のであり、申立人が疎明責任を負うものとされている(48)。 
本要件の「重大な損害」については、過去において度々見直しが行われて

いる。先ず昭和 23 年制定の行特法では「償うことのできない損害」と規定

され、その後、昭和 37 年制定の行訴法（以下本節では「旧行訴法」という。）

では「回復の困難な損害」に、更に平成 16 年に改正した行訴法（以下本節

では「新行訴法」という。）において、現在の「重大な損害」に見直されてい

る。第五章では、これらの損害及びその他の実体的要件について、滞納処分

に関する執行停止の裁判例を整理・検討することとしており、ここでは一般

的な各損害の意義や裁判例の傾向その他本要件に関する諸問題について考察

する。 
（１）償うことのできない損害 
   戦後、執行停止制度が初めて整備されたのは、昭和 23 年に制定された

行特法においてであり、同法 10 条 2 項では、執行停止の損害に関する要

件について「処分の執行に因り生ずべき償うことのできない損害を避ける

ため緊急の必要があると認めるとき」と規定していた。 
この「償うことのできない損害」の意義については、原状回復不能の損

害のみを指すものではなく、金銭賠償不能の損害を意味する場合もある（最

                                                        
(48) 南ほか・前掲注(5)489 頁 
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ある本件各物件についての公売手続の続行を停止することができないことは

明らかである。」と判示し、本案の対象となっていない滞納国税がある場合、

当該滞納国税について公売処分の停止はできない旨を示しつつ、「滞納処分は、

滞納国税があることを原因として実施されるものであり、複数の滞納国税を

原因として一つの手続としての滞納処分が行われているとしても、その租税

債権間に特別の関連性が必要とされているわけではなく、もともと各滞納国

税ごとに滞納処分を実施することが可能であることからすれば、このような

滞納処分は各滞納国税を原因とする手続が重畳的に実施されており、各滞納

国税ごとに可分なものと考えることができる。（中略）手続が一体として進め

られているからといって、これらを一体、不可分なものとして問題のない滞

納国税に係る滞納処分まで解除したり、換価を控える必要もないと考えられ

ることからすると、上記のように手続が重畳的に行われており、各滞納国税

ごとに可分なものとみるのが相当というべきである。（中略）そして、特定の

滞納国税に対応する部分の滞納処分手続の続行を停止するとした場合の処理

については、当該滞納国税を除いた他の滞納国税を原因とする滞納処分とし

て手続を続行すれば足り、それによって格別の支障が生じるとも解されない。」

と判示し、本案の対象となる滞納国税と本案の対象となっていない滞納国税

が混在していても、それらは可分なものであり、前者に対応した公売手続の

続行の停止は理論的に可能との判断を示している。 
  ところで、本件については、執行停止をしても、本案の対象となっていな

い滞納国税の公売処分を続行することは可能であり、執行停止をしても損害

を避ける効果がない（法的利益がない）とみることもできる。この点につい

て、同決定は、「申立人としては本件各物件が公売されることを防止すべく訴

外各国税を完納しようと努力しており、上記のような決定を得ておけば、公

売手続が完了するまでに訴外各国税を完納することによって当面の目的を達

し得るのであるから、このことからしても申立人には上記のような申立てを

する法的利益があるものと認められる。」と判示し、申立ての利益を認めた上

で執行停止を認容しているが、この理由からすると、申立人に本案の対象と
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なっていない滞納国税を完納できる見込みが明らかにない場合には、法的利
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可能であっても、社会通念上、そのことだけでは填補されないと認められ

るような著しい損害をこうむることが予想される場合をも包含する（東京

高決昭 41・5・6 行裁例集 17・5・463 頁）と解されていた(52)。 
   金子正史教授は、「回復の困難な損害」であるかを判断するには、諸々の

要素を考慮する必要があるが、判例をみると次のイ～ホのような傾向がみ

られるとされている(53)。 
  イ 本案判決による申立人（原告）に対する救済の可能性がどの程度であ

るかが考慮されていなければならない。期間の経過等により本案訴訟の

訴えの利益が消滅する可能性がある場合は、執行停止が認容される可能

性が大きい。また、本案判決まで長期間を要すると見込まれる場合は、

執行停止は認められる可能性は大きいといえる。 
  ロ 国家賠償訴訟と執行停止申請は相補充する関係にあり、国家賠償訴訟

で申立人が容易に損害を回復し得るのであれば、執行停止の必要性は低

くなると解されている(54)。 
  ハ 「損害」には、大別すると財産的損害と非財産的（人格的）損害とが

ある。表現、集会、結社の自由に対する損害、強制送還による損害、教

育を受けられない損害、参政権に対する損害等が非財産的損害であるが、

これらはその本質からして金銭的補償により申立人が満足を得ること

が困難なので、それが極めて軽微である場合以外は執行停止は認められ

やすい。これに対し、土地収用裁決、換地処分、課税処分等によって生

ずる財産的損害は、原則として代替性があり、金銭補償、還付金等によ

る損害補填が可能であることが多いので、非財産的損害と比較すると

                                                        
(52) 渡部吉隆＝園部逸夫編『行政事件訴訟法体系』〔藤田耕三〕431 頁（西神田編集室、

1985）では、「回復の困難な損害」について、「原状回復不能又は金銭賠償不能な場

合はもちろん、たとえ金銭賠償が一応可能であるとしても、その損害の性質、態様

その他からいって、社会通念上金銭賠償だけで損害が填補されたとはいえず、その

損害を受忍させることが相当でないと認められる場合もまた、『回復の困難な損害』

が生ずる場合に当たるといえるであろう。」と述べられている。 
(53) 南ほか・前掲注(5)490 頁 
(54) 藤田ほか・前掲注(23)42 頁 
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大決昭 27・10・15 民集 6・9・827 頁）と解されていた。 
（２）回復の困難な損害 
   昭和 37 年に制定された旧行訴法 25 条 2 項は、執行停止の損害に関する

要件について「処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる回復の困難

な損害を避けるため緊急の必要があるとき」と規定していた。  
   旧行訴法の立法関係者は、行特法時代の「償うことのできない損害」か

ら「回復の困難な損害」に見直した理由について、「『償うことのできない

損害』の意義については、従来種々の解釈が行なわれ、これをあまり厳に

解するときは、制度の利用価値を減殺するおそれがあるので、緩和した表

現に変更したのである。すなわち、処分を受けることによって被る損害が

金銭賠償不能あるいは原状回復不能のもの、もしくは『著しい損害』でな

くても、社会通念上それを被ったときはその回復は容易でないとみられる

程度のものであれば足りるとする趣旨である。もっとも、この損害は、ひっ

きょう裁判所において執行停止の許否を判断するにあたって、停止によっ

て原告の受くべき利益（免れる損害）として、当該処分の不停止によって

維持される公共の福祉と比較衡量されるところのものと考えられるから、

具体的事情の下において、後者とにらみ合わせて、それを犠牲としてもな

お救済に値いする程度の損害かどうか相対的にきまる性格のものといえよ

う。」(49) と述べられている。本要件については、旧行訴法下では行特法下

に比して緩やかに解釈、適用されているとはいえないように思われるとの

意見がある(50)ものの、一般的には損害要件を緩和したものとされている(51)。 
   この「回復の困難な損害」の意義については、回復困難とは原状回復ま

たは金銭賠償が不能な場合ばかりでなく、たとえ、終局的には金銭賠償が

                                                        
(49) 杉本・前掲注(2)88 頁 
(50) 藤田ほか・前掲注(23)39 頁 
(51) 緒方節郎「行政処分執行停止」兼子博士還暦記念『裁判法の諸問題上』688 頁（有

斐閣、1969）では、「行政事件訴訟法 25 条は、執行停止の要件等について旧法の規

定を整備補充し『償うことのできない損害』に代えて『回復の困難な損害』という

語を用いたが、現行法が旧法の要件を緩和したものであることは、表現上からも明

らかである。」と述べられている。 
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行停止の要件に関する改正の趣旨は、次のようなものと考えられます。す

なわち、執行停止の要件について、個々の事案ごとの事情に即した適切な

判断が確保されるようにするためには、処分、処分の執行又は手続の続行

により生ずる損害の性質のみならず、損害の程度並びに処分の内容及び性

質が適切に考慮されることが必要と考えられます。そこで、執行停止の要

件について、『回復の困難な損害』の要件を『重大な損害』に改めるととも

に、重大な損害が生ずるか否かを判断するに当たっては、損害の回復の困

難の程度を考慮するのみならず、損害の性質及び程度並びに処分の内容及

び性質をも勘案するものとすると定めることにより、損害の性質のみなら

ず、損害の程度並びに処分の内容及び性質が適切に考慮されるようにして

いるものと考えられます。これにより、処分等により生ずる損害について、

その回復の困難の程度が著しいとまでは認められない場合であっても、具

体的な処分の内容及び性質をも勘案した上で、損害の程度を勘案して『重

大な損害』を生ずると認められるときは、執行停止を認めることができる

ことになるものと考えられます。」(58)と述べられている。 
また、新行訴法の制定に向けて設置された行政訴訟検討会の議論では、

従来、具体の判断において損害の性質が過度に重視され、基準が厳格すぎ

たという認識から、多数の委員が、「回復の困難な損害」という要件を存続

させることに反対し、その結果、同検討会が公表した「行政訴訟制度の見

直しのための考え方」においては、「損害の回復の困難性のみによって判断

するのではなく、損害の程度や処分の内容及び性質も考慮されるような規

定とするため、『回復の困難な損害』との文言を『重大な損害』のような文

言に改める」との提言がなされている(59)。 
このように平成 16 年の法改正は、「回復の困難」という文言にとらわれ

た過度に厳格な解釈を否定することを改めて確認したものとみることがで

                                                        
(58) 小林久起『行政事件訴訟法 司法制度改革概説 3』279 頁～280 頁（商事法務、2004） 
(59) 園部逸夫＝芝池義一編『改正行政事件訴訟法の理論と実務』〔野呂充〕250 頁（ぎょ

うせい、2006） 
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「回復の困難な損害」には当たらないとされる場合が多い。しかし、財

産的損害であっても非代替的損害である場合(55)は、執行停止が認められ

る場合があり得る。 
  ニ 「回復の困難な損害」は、申立人の個人的損害に限定される。申立人

以外の第三者の被る損害や公共的損害はここでいう損害に当たらない。 
  ホ 「回復の困難な損害」に当たるか否かの判断に際し、その判断要素と

して、「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること」あるいは

「本案について理由がないとみえること」という２つの消極的要件を考

慮に入れるべきか否かについて、「回復の困難な損害」と２つの消極的

要件が別条項において定められていることからすると、消極説が妥当で

あるように解されるが、旧行訴法の立法関係者の意思(56)や現実具体的に

事件を処理する実務家の法感覚(57)を考慮するならば、積極説は否定され

るべきではないと論じられている。 
（３）重大な損害 
   平成 16 年に全面的な改正を行った新行訴法では、執行停止の損害に関

する要件について「処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる重大な

損害を避けるため緊急の必要があるとき」（新行訴法 25条 2項）と規定し、

改正前の「回復の困難な損害」から「重大な損害」へ文言を見直している。 
さらに、「重大な損害」については、改正前の「回復の困難な損害」には

なかった解釈指針となる規定が置かれており、「重大な損害を生ずるか否か

を判断するに当たっては、損害の回復の困難の程度を考慮するものとし、

損害の性質及び程度並びに処分の内容及び性質をも勘案するものとする。」

（新行訴法 25 条 3 項）と規定されている。 
   このような平成 16年改正の趣旨について、新行訴法の立法関係者は、「執

                                                        
(55) この事例として、国立公園事業の用を供している文化的・宗教的価値を有する土地

の収用に関する裁判例（宇都宮地決昭 42・3・16 行裁例集 18・3・239 頁（日光太

郎杉事件判決））がある。 
(56) 杉本・前掲注(2)88 頁 
(57) 藤田ほか・前掲注(23)46～47 頁 
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行停止の要件に関する改正の趣旨は、次のようなものと考えられます。す

なわち、執行停止の要件について、個々の事案ごとの事情に即した適切な

判断が確保されるようにするためには、処分、処分の執行又は手続の続行

により生ずる損害の性質のみならず、損害の程度並びに処分の内容及び性

質が適切に考慮されることが必要と考えられます。そこで、執行停止の要

件について、『回復の困難な損害』の要件を『重大な損害』に改めるととも

に、重大な損害が生ずるか否かを判断するに当たっては、損害の回復の困

難の程度を考慮するのみならず、損害の性質及び程度並びに処分の内容及

び性質をも勘案するものとすると定めることにより、損害の性質のみなら

ず、損害の程度並びに処分の内容及び性質が適切に考慮されるようにして

いるものと考えられます。これにより、処分等により生ずる損害について、

その回復の困難の程度が著しいとまでは認められない場合であっても、具

体的な処分の内容及び性質をも勘案した上で、損害の程度を勘案して『重

大な損害』を生ずると認められるときは、執行停止を認めることができる

ことになるものと考えられます。」(58)と述べられている。 
また、新行訴法の制定に向けて設置された行政訴訟検討会の議論では、

従来、具体の判断において損害の性質が過度に重視され、基準が厳格すぎ

たという認識から、多数の委員が、「回復の困難な損害」という要件を存続

させることに反対し、その結果、同検討会が公表した「行政訴訟制度の見

直しのための考え方」においては、「損害の回復の困難性のみによって判断

するのではなく、損害の程度や処分の内容及び性質も考慮されるような規

定とするため、『回復の困難な損害』との文言を『重大な損害』のような文

言に改める」との提言がなされている(59)。 
このように平成 16 年の法改正は、「回復の困難」という文言にとらわれ

た過度に厳格な解釈を否定することを改めて確認したものとみることがで
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(59) 園部逸夫＝芝池義一編『改正行政事件訴訟法の理論と実務』〔野呂充〕250 頁（ぎょ

うせい、2006） 

44 

「回復の困難な損害」には当たらないとされる場合が多い。しかし、財

産的損害であっても非代替的損害である場合(55)は、執行停止が認められ

る場合があり得る。 
  ニ 「回復の困難な損害」は、申立人の個人的損害に限定される。申立人

以外の第三者の被る損害や公共的損害はここでいう損害に当たらない。 
  ホ 「回復の困難な損害」に当たるか否かの判断に際し、その判断要素と

して、「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること」あるいは

「本案について理由がないとみえること」という２つの消極的要件を考

慮に入れるべきか否かについて、「回復の困難な損害」と２つの消極的

要件が別条項において定められていることからすると、消極説が妥当で

あるように解されるが、旧行訴法の立法関係者の意思(56)や現実具体的に

事件を処理する実務家の法感覚(57)を考慮するならば、積極説は否定され

るべきではないと論じられている。 
（３）重大な損害 
   平成 16 年に全面的な改正を行った新行訴法では、執行停止の損害に関

する要件について「処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる重大な

損害を避けるため緊急の必要があるとき」（新行訴法 25条 2項）と規定し、

改正前の「回復の困難な損害」から「重大な損害」へ文言を見直している。 
さらに、「重大な損害」については、改正前の「回復の困難な損害」には

なかった解釈指針となる規定が置かれており、「重大な損害を生ずるか否か

を判断するに当たっては、損害の回復の困難の程度を考慮するものとし、

損害の性質及び程度並びに処分の内容及び性質をも勘案するものとする。」

（新行訴法 25 条 3 項）と規定されている。 
   このような平成 16年改正の趣旨について、新行訴法の立法関係者は、「執

                                                        
(55) この事例として、国立公園事業の用を供している文化的・宗教的価値を有する土地
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があるかといった取り返しのつかない損害の有無を見極めるための考

慮事項ではなく、「回復が容易でないとみられる程度」、あるいは、金銭

賠償の実効性の程度をみて、重大な損害の有無を判断するための考慮要

素の一つにするものである(64)。新行訴法の立法関係者は、法改正により

どのような場合に執行停止が認められやすくなるのかという点につい

て、「一般論としていえば、例えば、金銭賠償の可能性も考えると損害

の回復の困難の程度が必ずしも著しいとまでは認められない場合で

あっても、具体的な処分の内容及び性質をも勘案した上で、損害の程度

を勘案して『重大な損害』を生ずると認められるときは、執行停止を認

めることができることになるものと考えられます。（中略）例えば、営

業が完全に破綻するというような場合であるとまでは認められないと

しても、営業を悪化させる重大な影響が生ずるおそれがあり、通常の営

業に回復するまでに重大な損害が起こり得るという場合などにおいて

は、このような損害の回復の困難の程度や損害の程度をも考慮に入れ、

事案の実情に即して執行停止が認められるようになり、より適切な執行

停止の運用が担保されると考えられます。」(65)と述べられている。 
  ロ 損害の性質及び程度 
    新行訴法 25 条 3 項は、「重大な損害」を判断するに当たって、「損害

の性質及び程度」を勘案する旨規定している。この「損害の性質」を勘

案するとは、財産的損害（金銭的損害）か非財産的損害（人格的損害）

かなど、損害そのものの性質をみることである。これらの損害の性質の

違いによって、処分が執行された場合のその後の金銭賠償等の実効性も

それぞれ異なることとなるため、この損害の性質を考慮事項の一つとし

て勘案することとされている(66)。 
「損害の性質」（財産的損害）に関する最近の裁判例としては、「経済

                                                        
(64) 室井力＝芝池義一＝浜川清編『コンメンタール行政法Ⅱ［第 2 版］行政事件訴訟法・

国家賠償法』〔市橋克哉〕297 頁（日本評論社、2006） 
(65) 小林・前掲注(58)281 頁～282 頁 
(66) 室井ほか・前掲注(64)297 頁 
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き、損害の「性質」要件から、損害の「程度」ないし「量」に着目した要

件へ改正することにより、解釈の柔軟性を増そうとしたものとみることが

できる。重大な損害という新しい要件は、単に損害について定量的・絶対

的な評価を行うという趣旨ではなく、執行停止の必要性について、具体的

事案に応じて総合的・相対的な考慮をすべきことを定めるものである(60)。

塩野宏教授は、新行訴法 25 条 2 項及び 3 項について、「この規定は、従前、

『回復の困難な損害』という不可逆性までも想定させるような概念上硬い

要件であったものを柔軟にし、個々の事案ごとの事情に即した適切な判断

が確保されるように、配慮したものである。したがって、金銭的な損害は

そもそも要件に当てはまらないということにならないし、さらに、公益的

判断もこのレベルでの比較衡量の要素となる。」と述べられている(61)。 
     申立人の主張する損害が「重大な損害」に当たることについては、申立

人が疎明責任を負うものとされている(62)。 
イ 損害の回復の困難の程度  

    新行訴法 25 条 3 項は、「重大な損害」を判断するに当たって、「損害

の回復の困難の程度」を考慮する旨規定している。具体的には、処分の

執行等により生ずる損害について、本案勝訴により係争処分を取り消す

判決が確定した場合に、生じた損害について処分前の原状に回復するこ

とが可能か、そのことの全部または一部が困難であるとして金銭その他

の代替物をもってそれを填補することで社会通念に照らして足りると

いえるか等の事情が考慮の対象となり、その検討に当たっては、後述す

るロの「損害の性質及び程度」を併せて勘案することが必要と考えられ

る(63)。 
新行訴法の「損害の回復の困難の程度」は、旧行訴法の裁判例にみら

れた金銭的補償が不可能か、金銭賠償だけでは補填できない著しい損害

                                                        
(60) 橋本博之『解説 改正行政事件訴訟法』127 頁～128 頁（弘文堂、2004） 
(61) 塩野宏『行政法Ⅱ［第五版］行政救済法』206 頁（有斐閣、2010） 
(62) 高橋ほか・前掲注(17)532 頁 
(63) 高橋ほか・前掲注(17)534 頁 
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があるかといった取り返しのつかない損害の有無を見極めるための考

慮事項ではなく、「回復が容易でないとみられる程度」、あるいは、金銭

賠償の実効性の程度をみて、重大な損害の有無を判断するための考慮要

素の一つにするものである(64)。新行訴法の立法関係者は、法改正により

どのような場合に執行停止が認められやすくなるのかという点につい

て、「一般論としていえば、例えば、金銭賠償の可能性も考えると損害

の回復の困難の程度が必ずしも著しいとまでは認められない場合で

あっても、具体的な処分の内容及び性質をも勘案した上で、損害の程度

を勘案して『重大な損害』を生ずると認められるときは、執行停止を認

めることができることになるものと考えられます。（中略）例えば、営

業が完全に破綻するというような場合であるとまでは認められないと

しても、営業を悪化させる重大な影響が生ずるおそれがあり、通常の営

業に回復するまでに重大な損害が起こり得るという場合などにおいて

は、このような損害の回復の困難の程度や損害の程度をも考慮に入れ、

事案の実情に即して執行停止が認められるようになり、より適切な執行

停止の運用が担保されると考えられます。」(65)と述べられている。 
  ロ 損害の性質及び程度 
    新行訴法 25 条 3 項は、「重大な損害」を判断するに当たって、「損害

の性質及び程度」を勘案する旨規定している。この「損害の性質」を勘

案するとは、財産的損害（金銭的損害）か非財産的損害（人格的損害）

かなど、損害そのものの性質をみることである。これらの損害の性質の

違いによって、処分が執行された場合のその後の金銭賠償等の実効性も

それぞれ異なることとなるため、この損害の性質を考慮事項の一つとし

て勘案することとされている(66)。 
「損害の性質」（財産的損害）に関する最近の裁判例としては、「経済

                                                        
(64) 室井力＝芝池義一＝浜川清編『コンメンタール行政法Ⅱ［第 2 版］行政事件訴訟法・
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き、損害の「性質」要件から、損害の「程度」ないし「量」に着目した要

件へ改正することにより、解釈の柔軟性を増そうとしたものとみることが

できる。重大な損害という新しい要件は、単に損害について定量的・絶対

的な評価を行うという趣旨ではなく、執行停止の必要性について、具体的

事案に応じて総合的・相対的な考慮をすべきことを定めるものである(60)。

塩野宏教授は、新行訴法 25 条 2 項及び 3 項について、「この規定は、従前、

『回復の困難な損害』という不可逆性までも想定させるような概念上硬い

要件であったものを柔軟にし、個々の事案ごとの事情に即した適切な判断

が確保されるように、配慮したものである。したがって、金銭的な損害は

そもそも要件に当てはまらないということにならないし、さらに、公益的

判断もこのレベルでの比較衡量の要素となる。」と述べられている(61)。 
     申立人の主張する損害が「重大な損害」に当たることについては、申立

人が疎明責任を負うものとされている(62)。 
イ 損害の回復の困難の程度  

    新行訴法 25 条 3 項は、「重大な損害」を判断するに当たって、「損害

の回復の困難の程度」を考慮する旨規定している。具体的には、処分の

執行等により生ずる損害について、本案勝訴により係争処分を取り消す
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とが可能か、そのことの全部または一部が困難であるとして金銭その他

の代替物をもってそれを填補することで社会通念に照らして足りると

いえるか等の事情が考慮の対象となり、その検討に当たっては、後述す
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れた金銭的補償が不可能か、金銭賠償だけでは補填できない著しい損害

                                                        
(60) 橋本博之『解説 改正行政事件訴訟法』127 頁～128 頁（弘文堂、2004） 
(61) 塩野宏『行政法Ⅱ［第五版］行政救済法』206 頁（有斐閣、2010） 
(62) 高橋ほか・前掲注(17)532 頁 
(63) 高橋ほか・前掲注(17)534 頁 
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処分の遅延による効果の減退が大きければ大きいほど、また、多数の関

係者の重要な法益（生命、身体の安全、健康、財産、環境上の利益等）

の実現を妨げる程度が高ければ高いほど、重大な損害に該当しにくくな

る。 
したがって、新行訴法 25 条 3 項の「損害の性質及び程度並びに処分

の内容及び性質をも勘案する」とは、一方で、処分によって得られる公

益を考慮し、他方で、処分により失われる処分の名あて人の利益を考慮

するとともに、さらに、第三者の利益についてもみることを通して、重

大な損害の有無を総合的、かつ相対的に判断する利益衡量の枠組みを提

供しているといえる(69)。新行訴法の立法関係者の解説では、「損害の性

質及び程度」のみならず、「当該処分の内容及び性質」をも勘案するこ

ととした趣旨について、「当該処分がその内容及び性質において申立人

に与える影響のみならず、当該処分が広く多数の者の権利義務に対して

どのような影響を与えるものであるかどうかなどを含めて、当該処分の

執行を停止することによる影響が適切に考慮されることが担保される

ことになります。そして、このように処分の内容及び性質について適切

に考慮した上で、これとあいまって『損害の性質及び程度』を適切に勘

案することによって、申立人に生ずる具体的な損害の程度を個別の事案

に応じて適切に評価することが担保されることになります。このように、

『損害の性質及び程度』に加えて『処分の内容及び性質』をも総合的に

勘案し、評価されることを担保し、執行停止の要件について、個別具体

的な事案に応じて、より妥当な結論を導くようにする趣旨であると考え

られます。」(70)と述べられている。 
（４）申立人以外の者が受ける損害 
   執行停止の申立てについて「重大な損害」等を認定するためには、処分

の執行等により生ずる損害であること（新行訴法 25 条 2 項）を要するが、

                                                        
(69) 室井ほか・前掲注(64)298 頁 
(70) 小林・前掲注(58)280 頁～281 頁 
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的損失は、基本的には事後の金銭賠償によるてん補が可能であることに

かんがみれば、経済的損失が発生するおそれを理由として、上記緊急の

必要性があるといえるためには、当該経済的損失の発生につき事後の金

銭賠償によってはその回復が困難又は不相当であると認められるよう

な事情が存することが必要であるというべきである。」と判示したもの

がある(67)。 
    また、「損害の程度」とは、発生する損害の規模の大きさのことであり、

損害の回復の困難の程度が著しいとまでは認められないときであって

も、損害の程度（規模）が著しい場合、「重大な損害」を避けるため緊

急の必要があるとして、執行停止が認められることもあり得ることにな

る(68)。 
        このような「損害の性質及び程度」については、上記イの「損害の回

復の困難の程度」と密接に関連することから、併せて勘案することが必

要と考えられる。 
  ハ 処分の内容及び性質 
    新行訴法 25 条 3 項は、「重大な損害」を判断するに当たって、「処分

の内容及び性質」を勘案する旨規定している。この「処分の内容」とは、

処分を行うことによって得られる利益（公益、公共の秩序等）のことで

あり、それを勘案するとは、処分により得られる利益がどのようなもの

か、処分を行う緊急性・必要性がどの程度あるかなどをみて処分の内容

を検討することである。この利益の重要性が大きければ大きいほど、ま

た、この緊急性・必要性が高ければ高いほど、重大な損害に該当しにく

くなる。そして、「処分の性質」を勘案するとは、処分を即時に行わな

ければ事後的に同様の効果を得ることがどの程度困難になるか、処分が

地域住民等法律上の利益を有する第三者を含む多数の関係者に対して、

どのような性質を有する利益をどの程度及ぼすか等をみることである。

                                                        
(67) 東京地決平 22・6・1 裁判所ウェブサイト（滞納処分以外の裁判例である。） 
(68) 行政事件訴訟実務研究会・前掲注(43)123 頁 
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要件を認めた場合、ほぼすべての行政処分が執行停止の積極要件を具備す

ることとなり、執行不停止の原則を破壊する不合理な解釈といわざるをえ

ないというものである(76)。 
   これに反対するものとして、「誰彼なく生ずる」損害であっても、それが

常に「回復困難な」損害に当たるものではなく、処分の性格や申立人の事

情などによって異なるものであり、しかも、他に本案の理由と公共の福祉

の二実体的要件が存在するのであるから、誰彼なく生ずる損害を「損害」

に含めたとしても常に執行停止が与えられるわけではなく、したがって執

行不停止原則に反するものとの批難は当たらない(77)との意見があり、現在

の学説・裁判例は後者の立場で、処分により当然に生ずる損害も執行停止

の対象になり得るものとしている。 
      新行訴法 25 条 3 項では、重大な損害を判断するに当たって、「損害の性

質及び程度並びに処分の内容及び性質」を勘案するとしていることから、

処分により当然に生ずる損害についても「重大な損害」の対象になり得る

ことが明確となっている(78)。 
（６）緊急の必要があること 
   新行訴法 25 条 2 項は、重大な損害を避けるため「緊急の必要があると

き」と規定しており、執行停止が成立するためには、「緊急の必要」が求め

られている。しかし、「緊急の必要」とは、今すぐ緊急に執行停止しないと

回復が困難になるという意味(79)であり、裁判例では「重大な損害」が認め

られれば「緊急の必要」もあるとして一体として判断される場合が多くなっ

ている(80)。この「緊急の必要」の内容は、個別的に判断するしかないが、

                                                                                                                        
ことになるとすれば、そのような解釈は『処分の内容それ自体が回復困難な損害に

当る』という解釈と実質上変わらないこととなって不当である。」と述べられている。 
(76) 緒方・前掲注(51)692 頁 
(77) 藤田ほか・前掲注(23)49 頁 
(78) 小早川光郎＝高橋滋編『詳解 改正行政事件訴訟法』〔斎藤誠〕222 頁～223 頁（第

一法規、2004） 
(79) 南ほか・前掲注(5)493 頁 
(80) 行政事件訴訟実務研究会・前掲注(43)124 頁 
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申立人以外の者が処分の執行等により受ける損害は、原則として、新行訴

法 25 条 2 項の「損害」には当たらないとするのが学説及び裁判例の考え

方である(71)(72)。旧行訴法の立法関係者は、「損害は、それが同時に原告の

個人的利益になんらか関連するところがある場合は格別、そうでないかぎ

りは、これを本項にいう損害とみることは、この制度の本来の趣旨とする

ところではない。」と述べられている(73)。 
   もっとも、申立人以外の者の損害が全く認められない訳ではなく、申立

人とそれ以外の者に特殊な関係等がある場合には、後者の損害についても

申立人に生ずる損害と併せて判断される場合がある。これに当たる例とし

ては、滞納処分において、自宅を公売される場合の申立人と同居するその

家族の損害などが考えられる。また、特殊な例ではあるが、病院の医療設

備の公売処分が行われると、病院の重症患者等がその病院で医療を受けら

れないこととなり、生命又は身体に対する償うことのできない損害を生ず

る可能性があるとして、申立人ではない病院の患者に生ずべき損害を勘案

して損害を認定した裁判例がある(74)。 
（５）処分により当然に生ずる損害 
   処分により生ずる損害が、当該処分により誰彼なく当然に発生し得る範

囲内の損害である場合、執行停止要件における損害に当たらないとする学

説がある(75)。その理由とするところは、このような損害に執行停止の積極

                                                        
(71) 藤田ほか・前掲注(23)51 頁では、申立人以外の者が処分の執行等により受ける損害

が執行停止の損害に当たらない理由として、「抗告訴訟が民事訴訟と同様に原告自身

の権利救済を目的とする制度である以上、執行停止制度で救済されるべき利益も原

告個人の利益でなければならないのは当然のことであろう。したがって申立人の従

業員や顧客の受ける損害、申立人の経営する会社の損害、申立人と類似の立場にあ

る近隣住民の不利益は、申立人の『損害』とはいえない。」と述べられている。 
(72) 原田尚彦『行政法要論〔全訂第 7 版［補訂 2 版］〕』421～422 頁（学陽書房、2012）

は、この点について、「その損害は原告の蒙る私的なものでなければならず、第三者

の受ける損害や公共的損害であってはならない。」と述べられている。 
(73) 杉本・前掲注(2)88 頁 
(74) 大阪地決昭 37・3・10 国税例集 7・47 頁 
(75) 緒方・前掲注(51)692 頁では、「その損害が、（中略）誰れ彼れの例外なく当然に生

ずる範囲の損害である場合、そのような損害が直ちに回復困難な損害に当るという

50



51 

要件を認めた場合、ほぼすべての行政処分が執行停止の積極要件を具備す

ることとなり、執行不停止の原則を破壊する不合理な解釈といわざるをえ

ないというものである(76)。 
   これに反対するものとして、「誰彼なく生ずる」損害であっても、それが

常に「回復困難な」損害に当たるものではなく、処分の性格や申立人の事

情などによって異なるものであり、しかも、他に本案の理由と公共の福祉

の二実体的要件が存在するのであるから、誰彼なく生ずる損害を「損害」

に含めたとしても常に執行停止が与えられるわけではなく、したがって執

行不停止原則に反するものとの批難は当たらない(77)との意見があり、現在

の学説・裁判例は後者の立場で、処分により当然に生ずる損害も執行停止

の対象になり得るものとしている。 
      新行訴法 25 条 3 項では、重大な損害を判断するに当たって、「損害の性

質及び程度並びに処分の内容及び性質」を勘案するとしていることから、

処分により当然に生ずる損害についても「重大な損害」の対象になり得る

ことが明確となっている(78)。 
（６）緊急の必要があること 
   新行訴法 25 条 2 項は、重大な損害を避けるため「緊急の必要があると

き」と規定しており、執行停止が成立するためには、「緊急の必要」が求め

られている。しかし、「緊急の必要」とは、今すぐ緊急に執行停止しないと

回復が困難になるという意味(79)であり、裁判例では「重大な損害」が認め

られれば「緊急の必要」もあるとして一体として判断される場合が多くなっ

ている(80)。この「緊急の必要」の内容は、個別的に判断するしかないが、

                                                                                                                        
ことになるとすれば、そのような解釈は『処分の内容それ自体が回復困難な損害に

当る』という解釈と実質上変わらないこととなって不当である。」と述べられている。 
(76) 緒方・前掲注(51)692 頁 
(77) 藤田ほか・前掲注(23)49 頁 
(78) 小早川光郎＝高橋滋編『詳解 改正行政事件訴訟法』〔斎藤誠〕222 頁～223 頁（第

一法規、2004） 
(79) 南ほか・前掲注(5)493 頁 
(80) 行政事件訴訟実務研究会・前掲注(43)124 頁 

50 

申立人以外の者が処分の執行等により受ける損害は、原則として、新行訴

法 25 条 2 項の「損害」には当たらないとするのが学説及び裁判例の考え

方である(71)(72)。旧行訴法の立法関係者は、「損害は、それが同時に原告の

個人的利益になんらか関連するところがある場合は格別、そうでないかぎ

りは、これを本項にいう損害とみることは、この制度の本来の趣旨とする

ところではない。」と述べられている(73)。 
   もっとも、申立人以外の者の損害が全く認められない訳ではなく、申立

人とそれ以外の者に特殊な関係等がある場合には、後者の損害についても

申立人に生ずる損害と併せて判断される場合がある。これに当たる例とし

ては、滞納処分において、自宅を公売される場合の申立人と同居するその

家族の損害などが考えられる。また、特殊な例ではあるが、病院の医療設

備の公売処分が行われると、病院の重症患者等がその病院で医療を受けら

れないこととなり、生命又は身体に対する償うことのできない損害を生ず

る可能性があるとして、申立人ではない病院の患者に生ずべき損害を勘案

して損害を認定した裁判例がある(74)。 
（５）処分により当然に生ずる損害 
   処分により生ずる損害が、当該処分により誰彼なく当然に発生し得る範

囲内の損害である場合、執行停止要件における損害に当たらないとする学

説がある(75)。その理由とするところは、このような損害に執行停止の積極

                                                        
(71) 藤田ほか・前掲注(23)51 頁では、申立人以外の者が処分の執行等により受ける損害
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した納税義務を強制的に実現することにより国税収入を確保することにあり、

高度の公益性を有するものの、執行停止による公益性への影響は限定的（当

該事案のみ）であることから、本要件に該当する程度の公益性への重大な影

響は基本的に生じないものと考えられる。 
  本要件の疎明責任は相手方行政庁が負うものとされている(84)。 

３ 本案について理由がないとみえること 

  新行訴法 25 条 4 項は、「本案について理由がないとみえる」場合、執行停

止をすることができないと規定している。執行停止の目的は、本案の勝訴判

決の価値及び効果を失わせないことにあるため、本案の勝訴が見込まれない

場合にまで執行停止を認めるべきではない。この消極的要件は、行特法時代

には要件として規定されておらず、旧行訴法の制定に際し新設されたもので

ある。旧行訴法の立法関係者は、本要件が設けられた趣旨について、「『本案

について理由がないとみえる』ことは、本条によって新たに加えられた消極

的要件である。特例法の下においても解釈上、本案について一応理由がある

とみえることを執行停止の要件として必要とすると解されていたが、本項は、

この当然のことを明文で規定したにすぎないものである。けだし、本案につ

いてすでに理由がなく、勝訴の見込みが認められないような場合にまで、執

行停止をなすがごときは、執行停止制度の趣旨とするところではないからで

ある。」と述べられている(85)。 
  「本案について理由がないとみえる」ことの具体的な適用関係については、

①申立人の主張に明らかに理由がないとき又は②行政庁において係争処分が

適法要件を具備し、瑕疵のないことを疎明した場合が該当し、この場合執行

停止は認められないこととなる。行政庁が上記②の疎明ができない場合は、

申立人が疎明をしていない場合でも本消極的要件が適用されることはない。

また、行政庁が本消極要件について疎明した場合は、申立人もこれに対して

                                                        
(84) 高橋ほか・前掲注(17)559 頁 
(85) 杉本・前掲注(2)89 頁 
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申立人の権利・利益を直接侵害する形成効果を有する行政処分については、

通常緊急性があるとみてよく、他に救済手続・方法があるか否かは緊急性

の判断をする際には原則として考慮する必要はないとされる(81)。 

２ 公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること 

  新行訴法 25 条 4 項は、「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがある」

と認められる場合、執行停止をすることができないと規定している。このよ

うな消極的要件を規定した趣旨について、旧行訴法の立法関係者は、「執行停

止の消極的要件として、特例法と同様、執行停止が『公共の福祉に、重大な

影響を及ぼすおそれがある』を掲げている。この趣旨は、本案前の暫定的措

置としてなされる執行停止をなすべきか否かについては、単に申立人の処分

によって受けた損害のみならず、公共の福祉に及ぼす影響をも考慮してなさ

るべきことを明らかにしたものである。したがって、その影響が重大かどう

かは、絶対的基準によるべきではなく、処分の執行により申請人の受ける損

害との関係において、その損害を看過してまでもなお公共の福祉に対する影

響をより重大としてこれをまもるほどの必要があるかどうかという見地から

相対的に判断すべきものと解すべき」と述べられている(82)。 
  本要件の「公共の福祉」とは、行政処分が達成しようとする行政目的（公

益性）であり、他方、新行訴法 25 条 3 項では、重大な損害の判断に当たっ

て、処分の内容、すなわち処分の公益性を勘案することとしている。このよ

うに重大な損害の判断に際し公益性が勘案されていることからすると、本要

件を適用する場面は、極めて限定的であり、処分により発生する損害との比

較衡量の余地がないような重大な影響が公共の福祉に及ぶ場合に限られ

る (83)ものと考えられる。 
  これを滞納処分の場合でみると、滞納処分の行政目的（公益性）は、確定

                                                        
(81) 南・前掲注(21)232 頁 
(82) 杉本・前掲注(2)88 頁 
(83) 園部ほか・前掲注(59)252 頁 
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第三章 執行停止の審理手続及び効力等 

第一節 執行停止の審理手続 

１ 手続の開始 
  執行停止を決定するためには、申立てによることが必要である（行訴法 25
条 2 項本文）。行特法時代の執行停止の規定では、裁判所は申立て又は職権

により決定をすることができたが(90)、行訴法の制定時に、申立てによっての

み決定をすることができるとされた。行訴法の立法関係者は、その理由につ

いて、「特例法は、（中略）裁判所の職権による場合を認めたが、従来この職

権の行使された事例は全くなく、また事柄の性質上、原告が望まないのに、

あえて職権で執行停止を行う必要もないので、本法においてはこれを廃止し

て、申立てによる場合に限定したのである。」(91)と述べられている。 
  執行停止の申立てに当たり、当該申立てを管轄する裁判所は、本案の係属

する裁判所となる（行訴法 28 条）。 

２ 審理 

（１）審理の方法 

   執行停止の決定は、口頭弁論を経ないですることができるが（行訴法 25
条 6 項本文）、その場合は、あらかじめ、当事者の意見を聴かなければな

らない（行訴法 25 条 6 項ただし書）とされており、口頭弁論を開くか否

かは、裁判所が自由な裁量によって決することとなる(92)。 
   執行停止の実際の審理においては、急を要する場合が多く、口頭弁論を

行うことは例外的であり、ほとんどが書面審理で決定されている。書面審

                                                        
(90) 行特法第 10 条第 2 項は、「裁判所は、申立に因り又は職権で、決定を以て」と規

定していた。 
(91) 杉本・前掲注(2)89 頁 
(92) 藤田ほか・前掲注(23)99 頁 
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疎明する必要があるが、申立人は積極的に、処分が違法であり、取り消され

るべきであることまで疎明する必要はなく、処分の違法性の疑いが多少なり

とも存在する程度にまで疎明すればよいとされる(86)。旧行訴法の立法関係者

は、「これを消極的要件の形で規定したのは、申立人としては、この段階にお

いては、係争処分が違法であること（中略）までも疎明する必要がないこと

を示す趣旨である。したがって、申立人の主張どおりとしても、係争処分に

取消事由を認めがたいような明白な場合は論外として、相手方において係争

処分の適法要件の具備を疎明しなければ、本案訴訟について理由がないとは

みられないこととなろう。」(87)と述べられている(88)。 
   本消極要件は、本案訴訟が一般的訴訟要件を具備しているかとの手続的要

件とは別に判断すべきものとされており、その疎明責任は相手方行政庁が負

うものとされている(89)。 
 
 
 
 
 
 
 

                                                        
(86) 南ほか・前掲注(5)494 頁 
(87) 杉本・前掲注(2)89 頁 
(88) 藤田ほか・前掲注(23)59 頁では、本消極要件について、「『本案について理由がない

とみえるとき』とは、本案について原告が主張する事情が法律上理由がないとみえ、

又は事実上の点について疎明がないときをいい、必ずしも『勝訴の見込みがないと

き』あるいは『敗訴の見込みがあるとき』を意味するものではないと解されている。

執行停止は、通常、訴訟提起の段階で求められることが多く、また、それほどの時

間的余裕もないまま限られた疎明資料の下で判断しなければならない性質のもので

あることからすると、執行停止の段階で本案訴訟における勝敗の見込みをつけるこ

とは実際上極めて困難であるといわなければならず、執行停止の要件として、勝訴、

敗訴の見込みの有無などということまでを要求しなければならない合理性もないか

らである。」と述べられている。 
(89) 高橋ほか・前掲注(17)561 頁 
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(89) 高橋ほか・前掲注(17)561 頁 
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程度を考慮し、個別の事案の内容に応じて判断されることとなる。しかし、

執行停止の申立ては、急を要する場合が多く、求意見書送達後 3 週間程度

と定められることが少なくない。したがって、裁判所から相手方行政庁に

対し執行停止の申立てに対する求意見書が送達された場合は、求意見書に

記載された期限までに当該行政庁の意見書を提出することができるよう迅

速かつ適正な対応が必要となる(98)。 
（４）疎明 
   執行停止の決定は、疎明に基づいてすることとされている（行訴法 25

条 5 項）。疎明は即時に取り調べることのできる証拠によってしなければ

ならない（民事訴訟法 188 条）。疎明とは、証明に比較して一段低い蓋然

性の程度の証明度をいうが、事柄の性質によって個別的、具体的に必要と

される証明度は異なってくるものであるから、実務上は、執行停止によっ

て保護される申立人の利益が重大なものであるほど、また、停止によって

処分の公益性に与える影響が大きければ大きいほど、反対当事者に課され

る疎明責任の証明度は高くなるものと考えられている(99)。 
    

第二節 執行停止の効力 

１ 自縛力（羈束力） 

  執行停止の決定(100)がされた場合、その決定は裁判所を拘束し自縛力を有

することとなる。このため、裁判所は、決定後に自ら取り消したり、変更す

                                                        
(98) 行政事件訴訟実務研究会・前掲注(43)128～129 頁 
(99) 藤田ほか・前掲注(23)106 頁では、「実務上は、執行停止によって保護される申立

人の利益が重大なものであるほど、また、停止によって第三者あるいは公共の福祉

に与える影響が大きければ大きいほど、反対当事者に課される疎明責任の証明度は

高くならざるをえないものとして処理されていることに留意する必要があろう」と

述べられている。 
(100) 認容決定、却下・棄却決定のいずれにも自縛力が働くこととなる。 
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理を始めても、途中から口頭弁論に切り換えることは許されるし、その反

対に口頭弁論から書面審理に移すことも可能である(93)。 
   また、口頭弁論を経ないで書面審理により決定を行う場合は、当事者の

意見を聴かなければならないこととされており、この意見を聴かなければ

ならない当事者とは基本的に相手方行政庁となる。行訴法の立法関係者は、

その理由として、「相手方は停止の当否について意見を述べ、また停止を失

当とする事情の疎明の機会を与えるためのもの」(94)と述べられている。 
   しかし、執行停止の申立てが不適法な場合など、裁判所が相手方行政庁

の意見を聴くまでもなく却下を正当とする判断ができる場合は、意見を聴

くことを要しない(95)。 
   さらに、裁判所から執行停止申立てについて求意見がされた場合に、相

手方行政庁が意見を述べない場合は、そのまま執行停止決定をしてもなん

ら違法の問題は生じない。これは求意見の趣旨が意見陳述の機会の保障に

あることによる(96)。 
（２）求意見の方法 
   求意見の方法については、法律上の制限はなく、実務上は、書面（求意

見書）の送達による方法が多いが、急を要する場合は、電話を利用するこ

とも可能である。裁判所が求意見を行う場合は、どのような趣旨・原因の

申立てがなされ、どのような疎明方法が提出されているかを通知すべきで

あり、単に執行停止の申立てがあったことを告知するだけでは足りないと

されている(97)。 
（３）求意見に対する意見陳述の期間 
   求意見に対する意見陳述の期間をどのように定めるかは、裁判所の判断

に委ねられており、相手方行政庁における意見の取りまとめに通常必要な

                                                        
(93) 藤田ほか・前掲注(23)99 頁 
(94) 杉本・前掲注(2)90 頁 
(95) 杉本・前掲注(2)90 頁 
(96) 南ほか・前掲注(5)495 頁 
(97) 南ほか・前掲注(5)496 頁 
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されている(104)。最大決昭 27・10・15 民集 6・9・827 頁は、「裁判所は、特

例法 10 条 2 項による処分の執行停止の有無にかかわらず行政庁の違法な処

分の取消又は変更を求める訴の当否を審判するのであるから、前記特例法の

規定が憲法によって裁判所に与えられた行政事件審判権を侵犯する違憲の法

律であるとの論旨は理由がない。」と判示した。 
  さらに、執行停止の決定は、第三者に対しても効力を有する（行訴法 32
条 2 項の規定により準用される同条 1 項）とされている。執行停止決定が第

三者に対しても効力を有するとは、執行停止決定の効力が当事者以外の第三

者にも及び、当該第三者はその決定の効力を争うことができなくなることを

意味する(105)。たとえば、Ａに一定の権利を享受させる処分ＸについてＢが

取消訴訟を提起し、執行停止（特に、処分の効力の停止）の決定を得た場合、

この決定の効力は、申立人であるＢ、相手方である国・公共団体等及び関係

行政庁のほか、第三者Ａに対しても及ぶ(106)。 

３ 拘束力 

  執行停止の認容決定は、当該決定に関する処分をした行政庁その他の関係

行政庁を拘束する（行訴法 33 条 4 項の規定により準用される同条 1 項）。具

体的には、処分をした行政庁その他の関係行政庁は、当該決定の効果が生じ

た時点以後は、少なくとも、執行停止の決定内容に抵触する行為等をするこ

とはできなくなり、これと矛盾する状態があれば、これに沿う状態を生じさ

せるべく当該矛盾する状態を将来に向かって排除する措置を講ずる義務を負

う(107)。拘束力に関する規定は、行特法には存在せず、行訴法の制定に際し

新設されたが、行訴法の立法関係者は、その趣旨について、「執行停止決定は、

判決のように既判力を有するものではないが、それが行政庁の行動を拘束す

るのでなければ、その効果を維持しがたいものであるからである。ことに処

                                                        
(104) 高橋ほか・前掲注(17)576 頁～577 頁 
(105) 藤田ほか・前掲注(23)77 頁 
(106) 小早川光郎『行政法講義 下Ⅲ』283 頁（弘文堂、2007） 
(107) 高橋ほか・前掲注(17)579 頁 
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ることは許されない。なお、行特法の規定(101)では、裁判所は決定後であっ

ても職権により取消すことが可能となっていたが、現在の行訴法においては

裁判所の職権による取消しを認めていない。 

２ 形成力 

  執行停止の認容決定は、当該決定により、処分の効力、処分の執行又は手

続の続行を停止する効果をもたらすものであり、形成力を有するものといえ

る。 
  この執行停止による効果は、行政処分によって生じた法律関係を当該処分

がなされる前と同じ状態にすることを意味するが、決定時から将来に向かっ

てのみ生ずるもので、発生した損害の原状回復を命じたり、取消訴訟の勝訴

判決のように遡及的に処分を取消すものではないと解するのが一般的な見解

である(102)。なお、決定時より前の処分の効力（効果）については執行停止

の影響を受けない（否定されない）こととなる。 
  行訴法の立法関係者は、執行停止の効力について、「執行停止決定は、本案

判決確定に至るまでの暫定的措置としてなされる形成的裁判であり、その効

力は、将来に向かってのみ生ずる。すなわち、たとえば、処分の効力を停止

するとは、処分の効力を遡及的に取り消すことを意味するのではなく、また、

効力の停止以上に仮の地位を定めるものでもない。それは、単に将来に向っ

て、すなわち停止決定後は、処分の効力がない状態に置くことを意味するに

すぎない。したがって、申立人と相手方行政庁（国または公共団体）との間

においては、停止決定後判決確定に至るまでは、従前どおりの法律関係が継

承されることになるにすぎないのである。」(103)と述べられている。 
  また、執行停止の決定は、本案事件の判断に影響を及ぼすものではないと

                                                        
(101) 行政事件訴訟特例法第 10 条第 6 項は、「裁判所は、何時でも、第二項の決定を取

り消すことができる。」と規定していた（第二項の決定とは執行停止の決定である。）。 
(102) 藤田ほか・前掲注(23)76 頁 
(103) 杉本・前掲注(2)91 頁 
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第三節 執行停止決定に対する不服申立て 

１ 不服申立て制度創設の経緯 

  執行停止の決定に対しては、認容決定又は却下・棄却決定のいずれに対し

ても即時抗告をすることができる（行訴法 25 条 7 項）。行特法時代の規定(111)

では、執行停止決定に対し不服を申し立てることはできない旨を規定してい

たが、行訴法の制定に際し、新たに本規定が設けられたものである。行訴法

の立法関係者は、その趣旨について、「執行停止申立てに対する決定には、本

条は特例法と異なり、即時抗告による不服申立ての途を拓いた。すなわち、

認容、却下いずれの決定に対しても不服が許される。特例法においては、執

行停止の決定に対しては明文をもって不服を許さないものとし、却下決定に

対してなんら規定するところがなかったので、後者については、異論はあっ

たが、一般に裁判の実務上は民事訴訟法第 410 条により普通抗告を可能とす

る見解が採用されていた。しかし、それでは認容と却下との取扱いに均衡を

失するし、執行停止決定に対し不服のいえない相手方は、いきおい内閣総理

大臣の異議権の発動にたよることとなり、この異議が濫用されるおそれがな

しとしない。そこで上記のような改正が行われたわけである。」(112)と述べら

れている。 

２ 即時抗告等の概要 

  執行停止決定に対する即時抗告は、決定の告知を受けた日から１週間の不

変期間(113)内に提起しなければならず（民事訴訟法 332 条）、この即時抗告の

提起は、当該決定の執行を停止する効力を有しない（行訴法 25 条 8 項）。行

訴法の立法関係者は、その趣旨について、「この不服申立ては、即時抗告であ

り、迅速な解決が期せられるが、認容決定に対する即時抗告が民事訴訟法の

                                                        
(111) 行政事件訴訟特例法第 10 条第 5 項は、「第二項の決定に対しては、不服を申し立

てることができない。」と規定していた（第二項の決定とは執行停止の決定である。）。 
(112) 杉本・前掲注(2)91 頁 
(113) 不変期間とは、裁判所によってその期間の伸縮が自由にできないものをいう。 
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分の効力の停止決定のごときは、当然決定の相手方たる行政庁以外で、その

処分の執行あるいは後続行為を担当する行政庁の行動をも制限することにな

るから、これら関係行政庁にもその拘束力を及ぼす必要が存する。ただ、既

述のように、執行停止決定の効力は、将来に向かってのみ生じ、過去に遡る

ことがないと解するかぎり、その関係行政庁の範囲も、取消判決の場合に比

べて、狭いものということができよう。」(108)と述べられている。 
  ところで、執行停止の認容決定がされた場合、行政庁は当該決定の趣旨に

反する行動を行うことはできなくなるが、さらに決定の趣旨に沿うための具

体的措置を講ずべき行動義務を課すことができるかが問題となる。 
  滞納処分においては、差押えの効力の停止を求める申立てが認容された場

合、差押えの解除（不動産差押登記の抹消等）が必要になるかが問題となる。

この問題については、既述(109)しているところではあるが、執行停止の効果

は、将来に向かって処分の効力がない状態におくものであるから、行政庁と

しては、決定後なお当該処分自体についてその効力のある状態を存続させる

ことは許されないこととなり、もしもこれと矛盾する状態があれば、それが

たとえ決定前に生じたものであっても、これを将来に向かって排除し、処分

の効力がない状態をもたらすための措置を講ずべき義務があると解するのが

相当である(110)。差押えの効力停止決定があっても、差押登記等が引き続き

維持されるとすれば、申立人は差押財産の処分等を行うことはできず、執行

停止の認容決定は無意味となることからすると、行政庁は執行停止決定の拘

束力により、差押えを解除する（不動産差押登記の抹消、差押動産等の返還

等）必要があると考えられる。 

                                                        
(108) 杉本・前掲注(2)113 頁 
(109) 第二章第二節 1(1)ハ参照。 
(110) 藤田ほか・前掲注(23)82 頁 
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第三節 執行停止決定に対する不服申立て 
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第四章 その他の仮の救済制度 

第一節 国税に関する不服申立てと仮の救済（徴収関係） 

１ 国税に関する不服申立てと徴収との関係（概説） 

  国税通則法（以下「通則法」という。）105 条 1 項本文は、「国税に関する

法律に基づく処分に対する不服申立ては、その目的となった処分の効力、処

分の執行又は手続の続行を妨げない。」と規定している。このような規定が設

けられている趣旨は、行訴法が「執行不停止原則」を採用する理由と同様で

あり、「執行停止原則」を採用すると行政の運営を不当に阻害するおそれがあ

ることや濫訴の弊を生じ、不服申立て制度そのものが円滑に機能することを

困難にするおそれがあるためとされている(115)。 

  しかし、「執行不停止原則」により、不服申立てが提起されていても、当該

処分の執行が継続すると、不服申立人が取消裁決をかち得ても、既に自己の

財産に相当の損害が発生し、実効的な権利救済が図られない場合が生じ得る

のは、執行停止で述べたところと同様である。 

  そこで、このような場合、行訴法では、暫定的な救済措置として執行停止

制度を設けているが、国税に関する不服申立てが提起された場合は、係争処

分に係る滞納国税について、差押処分までは可能であるが、その後の換価処

分は、原則として、全て停止することとされている（通則法 105 条 1 項ただ

し書）。このほか通則法 105 条では、滞納者の仮の救済制度として徴収の猶

予、滞納処分の続行の停止、差押えの猶予について規定しているが、原則と

して差押財産の換価は停止することから、これらの制度の利用は必ずしも多

くはない。以下その内容を概観する。 

                                                        
(115) 志場喜徳郎＝山下元利＝荒井勇＝茂串俊共編『国税通則法精解 平成 25 年改訂［14

版］』1068 頁（大蔵財務協会、2013） 
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原則により決定の執行を停止するのでは、この執行停止の実効性を奪うこと

になるので、特にかような効力を生じないものとする旨の明文を置いてい

る。」 (114)と述べられている。即時抗告に関して行訴法に定めのない事項は、

民事訴訟の例によることとなる（行訴法 7 条）。 

  なお、抗告審の決定に対しては特別抗告ができるが、単に執行停止の諸要

件の可否を争うだけでは、適法な特別抗告の理由とならないことは当然であ

る。 

 

 

 

                                                        
(114) 杉本・前掲注(2)91 頁～92 頁 
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不服申立てがされた場合は、売却決定以後の手続を留保することも可能であ

る(118)。 

  また、「財産の価額が著しく減少するおそれがあるとき」とは、例えば、生

鮮食料品等速やかに換価しなければ価額が著しく減少する場合のことであり、

「不服申立人から別段の申出があるとき」とは、例えば、株式等についてそ

の価格が急に下落するおそれがある場合や保管のための倉庫料が異常にかさ

むような場合等にされることが考えられる(119)とされている。 

  上記の換価を停止する期間は、「その不服申立てについての決定又は裁決が

あるまで」と規定されており、異議申立てがされてから決定があるまで及び

審査請求がされてから裁決があるまでの期間となる。この通則法の規定から

すると、異議申立ての決定があってから審査請求を提起するまでの期間は、

換価は停止されないこととなるが、実務上は、権利救済の実効性を確保する

ため、この期間についても換価を停止する取扱いとしている(120)。 

３ 徴収の猶予等 

  異議審理庁又は国税不服審判所長は、必要があると認めるときは、不服申

立人の申立て又は職権により、不服申立ての目的となった処分に係る国税に

ついて、徴収の猶予又は滞納処分の続行の停止（以下「徴収の猶予等」とい

う。）をすることができる（通則法 105 条 2 項・4 項）。 

  行訴法における執行停止がその実体的要件等を規定しているのに対し、徴

収の猶予等の場合は、その要件について「必要があると認めるとき」と規定

しているのみで、実体的要件について明文の規定は置いていない。 

  実務上の取扱い(121)としては、この「必要があると認めるとき」について、

                                                        
(118) 志場喜徳郎ほか・前掲注(115)1070 頁 
(119) 武田昌輔監修『DHC コンメンタール国税通則法 § §56～129』4881 頁（第一法規、

2014） 
(120) 国税徴収法基本通達第 90 条関係 11 では、異議申立ての決定から審査請求がされ

るまでの間（審査請求をすることができる間に限る。）は、原則として、換価を制限

する旨規定している。 
(121) 不服審査基本通達（異議申立関係）第 105 条関係の 2 
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２ 換価の停止 

  通則法 105 条 1 項ただし書は、同項本文で、国税に関する処分について不

服申立てが提起されても、当該処分の執行等を停止しないことを規定しつつ、

「ただし、その国税の徴収のため差し押えた財産の滞納処分（その例による

処分を含む。以下この条において同じ。）による換価は、その財産の価額が著

しく減少するおそれがあるとき、又は不服申立人（不服申立人が処分の相手

方でないときは、不服申立人及び処分の相手方）から別段の申出があるとき

を除き、その不服申立てについての決定又は裁決があるまで、することがで

きない。」と規定している(116)(117)。 

  「換価」とは公売、随意契約又は国による買入れにより差押財産を金銭化

することであり、この「換価をすることができない」とは、一般的には、公

売公告以下の換価手続をしない趣旨である。しかし、公売公告がされた後に

                                                        
(116) 税制調査会昭和 36 年 7 月「国税通則法の制定に関する答申（税制調査会第二次答

申）及びその説明」の答申別冊「国税通則法の制定に関する答申の説明」129 頁では、

換価の停止規定を置くこととした趣旨について、「争訟の提起があつた場合には、執

行不停止の原則によることとするが、それは財産の差押えにとどめることとし、換

価又は配当は、目的財産の価額の急激な低下が見込まれる等緊急の必要があるとき

を除き、することができないものとする。なお、これに関連して、現行の青色申告

書に係る所得税又は法人税の更正決定につき争訟が提起された場合における滞納処

分停止の制度は、これを廃止する。けだし、滞納処分のあらゆる段階でその手続を

停止することは、白色申告者との権衡及び租税債権保全の見地から適当でないし、

換価処分を原則として行なわないという合理的制度が一般的にとられることとなっ

たからである。」と説明している。 
(117) 昭和 44 年 6 月 25 日衆議院大蔵委員会において吉国政府委員は、昭和 37 年の国税

通則法制定時に換価の停止規定が設けられた経緯について、「一般的に他の行政行為

等と比べて特色のある点は、異議申し立て等がございました場合には、差し押えを

しても最終の公売処分はやらない、やってはならないという押えがつけてございま

す。（中略）青色申告の問題につきましては、実はこれは青色申告の育成という立場

から、シャウプ勧告以来、青色申告者が異議申し立てをいたしました場合には、自

動的に執行停止をするという規定があったわけでございますが、昭和 37 年の国税通

則法の制定の際に、税制調査会でいろいろ検討いたしました結果、そのときに、い

ま申し上げました最終公売は許さないという規定を入れたことと関連いたしまして、

白色と青色との違いは、課税標準の決定ということについては差をつける問題があ

るだろう。しかし、徴収を執行停止するかしないかという基準としては理由がない

のではないか、この際はむしろ一般的に最終処分である公売処分の禁止を規定する

ことによって一般論に戻るべきではないかということがございましたので、その制

度をやめてしまったという経緯がございます。」と答弁している。 
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不服申立てがされた場合は、売却決定以後の手続を留保することも可能であ
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(118) 志場喜徳郎ほか・前掲注(115)1070 頁 
(119) 武田昌輔監修『DHC コンメンタール国税通則法 § §56～129』4881 頁（第一法規、

2014） 
(120) 国税徴収法基本通達第 90 条関係 11 では、異議申立ての決定から審査請求がされ
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(121) 不服審査基本通達（異議申立関係）第 105 条関係の 2 
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２ 換価の停止 
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(116) 税制調査会昭和 36 年 7 月「国税通則法の制定に関する答申（税制調査会第二次答
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提起されても、当該処分の執行等は停止しないこと、すなわち執行不停止原

則の採用を明らかにしている。その理由としては、行訴法と同じく、審査請

求によって直ちに執行停止の効果を生じさせることは、行政の円滑な運営を

阻害するおそれがあること、審査請求の濫用を招く懸念があることを挙げて

いる(123)。 

２ 裁量的執行停止 

  処分庁の上級行政庁又は処分庁である審査庁は、必要があると認める場合、

審査請求人の申立て又は職権により執行停止(124)を行うことができるとされ

ている（行審法 25 条 2 項）。この裁量的執行停止は、前節でみた国税通則法

の徴収の猶予等の規定と同じく、「必要があると認める場合」と規定するのみ

で、実体的要件について明文の規定は置いていない。 
  なお、処分庁の上級行政庁又は処分庁のいずれでもない審査庁（法律に特

別の定めがある場合に限る。）も、必要があると認める場合は、審査請求人の

申立てにより、処分庁の意見を聴取した上で、執行停止(125)をすることがで

きる（行審法 25 条 3 項）。 

３ 義務的執行停止 

  行審法 25 条 4 項本文は、審査請求人の申立てにより、「処分、処分の執行

又は手続の続行により生ずる重大な損害を避けるため緊急の必要があると認

                                                        
(123) 宇賀克也『行政不服審査法の逐条解説』119 頁（有斐閣、2015） 
(124) 行審法第 25 条 2 項では、執行停止の内容について、「処分の効力、処分の執行又

は手続の続行の全部又は一部の停止その他の措置」と規定している。この規定の「そ

の他の措置」とは、宇賀・前掲注(123)120 頁によれば、「原処分を変更して暫定的な

処分をすることによって、『処分の効力、処分の執行又は手続の続行の全部又は一部

の停止』と同様の効果が発生するような措置であり、懲戒免職処分についての審査

請求において、暫定的に停職処分に変更するような措置である。」と説明されている。 
(125) 行審法第 25 条 3 項による執行停止には、同条 2 項の「その他の措置」は含まれな

い（行審法 25 条 3 項ただし書）。その理由は、処分庁の上級行政庁及び処分庁のい

ずれでもない審査庁に、暫定的とはいえ、原処分を変更するような措置を認めるこ

とは適切ではないためと説明されている（宇賀・前掲注(123)121 頁）。 
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例えば次の①～③に当たるときをいうとされている。なお、審査請求時にも

この取扱いに準じて処理が行われることとなる。 

  ① 異議申立ての対象となった処分の全部又は一部につき取消しが見込ま

れるとき。 
  ② 徴収の猶予をしても異議申立ての対象となった処分に係る国税の徴収

に不足を生ずるおそれがないと認められるとき（異議申立てに理由がな

いと認められるときを除く。）。 
  ③ 異議申立てにある程度理由があり、かつ、滞納処分を執行することに

より納税者の事業の継続または生活の維持を困難にするおそれがある

と認められるとき。 

４ 差押えの猶予 

  不服申立人は、徴収の猶予等がされない場合でも、担保を提供して、差押

処分をしないこと又は既にされている差押処分を解除することを異議審理庁

又は国税不服審判所長に求めることができる。この場合、提供した担保が相

当と認められるとき(122)は、異議審理庁又は国税不服審判所長はその求めに

応じなければならないこととされている（通則法施行令 37 条）。 

第二節 行政不服審査法における不服申立てと仮の救済 

１ 執行不停止原則の採用 

  行政不服審査法（以下「行審法」という。）は、行政処分の不服申立てに関

する一般法である。この行審法 25 条 1 項は、「審査請求は、処分の効力、処

分の執行又は手続の続行を妨げない。」と規定し、行政処分に対し審査請求が

                                                        
(122) 不服審査基本通達（異議申立関係）第 105 条関係の 3 では、「法第 105 条 3 項の『相

当と認めるとき』とは、異議申立ての対象となった処分に係る国税の徴収が確実で

あると見込まれる担保の提供があったときをいうものとする。」と規定する。なお、

不服審査基本通達（審査請求関係）第 105 条関係の 2 では、審査請求の場合につい

て同様の規定を置いている。 
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ていたのでは償うことのできない損害を生ずるおそれがある場合に迅速かつ

実効的な権利救済を可能にするため、一定の要件の下で、裁判所が、行政に

対し、処分をすることを仮に差し止める裁判をする新たな仮の救済の制度を

設けることとされている。これを受けて、平成 16 年の改正行訴法では「仮

の差止め」制度が新設されたところである。 
  この仮の差止めが必要と考えられる場合について、平成 16 年改正行訴法

の立法関係者は、「本案判決が確定するまでの間に、営業停止などの制裁処分

がされ、その公表が行われて名誉や信用が害される場合などには、生活や事

業活動に償うことができない損害が生ずる可能性が考えられます。このよう

な場合、既にされた処分の執行を停止する執行停止の制度では、処分がされ

ないことによって生ずる損害が生じないようにしたり、あるいは処分が将来

されることによって生ずべき損害を事前に防ぐというようなことはできない

からです。」(126)と述べられている。 
  滞納処分に対する仮の差止めの申立ては、公売処分の仮の差止めを求める

ものが数件発生している状況であり、滞納処分の停止を求めるという点で執

行停止と類似する「仮の差止め」制度について以下概観する。 

２ 仮の差止めの要件 

  仮の差止めは、行訴法 37 条の 5 第 2 項及び第 3 項でその要件について規

定しており、執行停止と同じく申立てによってのみ認められるものである。 
（１）仮の差止めの手続的要件 
  イ 適法な差止めの訴えが提起され係属していること 
    行訴法 37 条の 5 第 2 項は、仮の差止めの積極的要件として「差止め

の訴えの提起があった場合」と規定し、仮の差止めが認められるために

は、本案である差止め訴訟が適法に提起され（本案訴訟が一般的訴訟要

件を具備しており）、係属していることが必要である。 

                                                        
(126) 小林・前掲注(58)283 頁 
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めるときは、審査庁は、執行停止をしなければならない。」と規定している。

この義務的執行停止の場合は、審査庁が処分庁の上級行政庁または処分庁で

ある場合でも、審査請求人の申立てが必要となる。 
  また、行審法 25 条 4 項ただし書は、「公共の福祉に重大な影響を及ぼすお

それがあるとき」又は「本案について理由がないとみえるとき」は執行停止

を認めないことができると規定している。 
  さらに、行審法 25 条 5 項は、同条 4 項に規定する「重大な損害」を判断

する際の解釈指針となる規定であり、「重大な損害を生ずるか否かを判断する

に当たっては、損害の回復の困難の程度を考慮するものとし、損害の性質及

び程度並びに処分の内容及び性質をも勘案するものとする。」と規定し、同条

6 項では、「処分の効力の停止は、処分の効力の停止以外の措置によって目的

を達することができるときは、することができない。」と規定している。 
  このように、行審法における義務的執行停止の要件等は、行訴法の執行停

止の要件等と基本的に同じ内容となっている。 

第三節 仮の差止め制度 

１ 仮の差止め制度の趣旨 

  行訴法の平成 16 年改正により、国民の権利利益の救済範囲の拡大を図る

観点から、抗告訴訟の新たな類型の一つとして、差止めの訴えが新設された。

差止めの訴えとは、行政庁が一定の処分又は裁決をすべきでないにもかかわ

らずこれがされようとしている場合において、行政庁がその処分又は裁決を

してはならない旨を命ずることを求める訴訟（行訴法 3 条 7 項）のことであ

り、この差止めの訴え（差止訴訟）を本案訴訟とする仮の救済制度として「仮

の差止め」制度が創設されている。 
  平成 16 年の行訴法改正の検討を行った司法制度改革推進本部行政訴訟検

討会が公表した「行政訴訟制度の見直しのための考え方」（平成 16 年 1 月 6
日）第 2 の 4⑵では、仮の差止め制度について、差止訴訟の本案判決を待っ
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(126) 小林・前掲注(58)283 頁 
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行訴法の立法関係者は、「本案判決前における仮の救済である仮の義務

付け又は仮の差止めについては、『償うことのできない損害』が要件と

され、本案訴訟である義務付けの訴え又は差止めの訴えについては、『重

大な損害』を要件としているという違いがあります。（中略）仮の義務

付け及び仮の差止めについては、本案訴訟である義務付けの訴えや差止

めの訴えの要件である『重大な損害を生ずるおそれ』よりも厳格な要件

として、本案判決を待っていたのでは『償うことのできない損害』を生

ずるおそれがあり、これを避けるために緊急の必要がある場合であるこ

とを要件としていると考えられます。したがって、『償うことのできな

い損害』とは、『重大な損害』よりも、損害の回復の困難の程度が比較

的著しい場合をいうものと考えられます。（中略）「償うことのできない

損害」といっても、およそ金銭賠償が可能なものがすべて除かれると解

されるものではありません。むしろ、社会通念に照らして金銭賠償のみ

によることが著しく不相当と認められるような場合を含むものと考え

られます。」と説明されている(129)。 
裁判例では、「償うことのできない損害を避けるため緊急の必要」があ

るか否かの判定方法（考慮する事項）について、「当該処分がされるこ

とにより生ずる損害の回復の困難の程度を考慮し、当該損害の性質及び

程度並びに当該処分の内容及び性質をも勘案する必要があると解すべ

きである。」(130)と判示している。 
なお、緊急の必要については、「償うことのできない損害」の要件が認

められる場合には、通常、「緊急の必要」があるということができ、両

者は一体として、判断されるのが通常である(131)。 
本要件の疎明責任は申立人が負うものとされている。 

  ロ 本案について理由があるとみえること 

                                                        
(129) 小林・前掲注(58)290 頁 
(130) 東京地決平 25・8・14 税資徴収関係判決順号 25-39 
(131) 南ほか・前掲注(127)676 頁 
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本要件の疎明責任は申立人が負うものとされている。 
  ロ 仮の差止めの申立てが一般的訴訟要件を具備すること 
    仮の差止めが認められるためには、その申立てが一般的訴訟要件を具

備する適法なものであることが必要である。特に、当事者適格について

は、仮の差止めの申立人適格を有するのは、本案訴訟の原告であり、被

申立人適格を有するのは、本案訴訟の被告となる。これ以外の者が申立

人又は被申立人となった場合、その申立ては不適法なものとなる(127)。 
    本要件の疎明責任は申立人が負うものとされている。 
（２）仮の差止めの実体的要件 
   仮の差止めの実体的要件のうち、次のイ及びロの２つの積極的要件は、

執行停止の規定と比較し、より厳格とみられる規定が置かれており、ハの

消極的要件については、執行停止と同様の規定が置かれていることから、

仮の差止めの実体的要件は、執行停止に比べ、より厳格なものとみること

ができる。 
  イ 償うことのできない損害を避けるため緊急の必要があること 
    行訴法 37 条の 5 第 2 項は、仮の差止めの成立要件（積極的要件）と

して、「差止めの訴えに係る処分又は裁決がされることにより生ずる償

うことのできない損害を避けるため緊急の必要」があることを求めてい

る。 
この規定の「償うことのできない損害」との文言は、行特法時代に執

行停止の損害要件で使われていたものと同じ表現を用いている。裁判例

は、執行停止の「償うことのできない損害」の意義について、原状回復

不能の損害又は金銭賠償不能の損害を意味する(128)としていたが、本要

件はそこまで厳格なものではない。仮の差止めの「償うことのできない

損害を避けるため緊急の必要」がある場合について、平成 16 年の改正

                                                        
(127) 南博方＝高橋滋編『条解行政事件訴訟法〔第３版補正版〕』〔永谷典雄〕674 頁～675

頁（弘文堂、2009） 
(128) 最大決昭 27・10・15 民集 6・9・827 頁 
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害要件との比較衡量の余地がないような重大な影響が公共の福祉に及

ぶ場合に限られると考えられる。 
    これを滞納処分の場合でみると、執行停止で既述したとおり(134)、滞

納処分の執行を停止した場合の公共の福祉（公益性）への影響は限定的

であり、本消極要件に該当する程度の公共の福祉への重大な影響は基本

的に生じないものと考えられる。 
    本要件の疎明責任は相手方行政庁が負うものとされている。 

３ 執行停止と仮の差止めとの関係 

執行停止の処分の執行又は手続の続行の停止を求める申立ては、特定の行

政処分に基づく執行や後続する処分の一時的な停止を求めるものである。他

方、仮の差止めの申立ては、将来行われる処分の一時的な差止めを求めるも

のであることから、その機能は重なり合う部分がある。 
上記 2⑵のとおり、仮の差止めの要件は、執行停止の要件よりも厳格であ

り、先行処分の取消訴訟を適法に提起して執行停止を申し立てることができ

る場合、仮の差止めを申し立てる実質的なメリットはない。また、仮の差止

めの本案訴訟となる差止訴訟の要件である補充性(135)を満たすことができず、

仮の差止めの申立てが不適法と判断されるおそれもある。ただし、後続の処

分の固有の違法性を主張できるようなときには仮の差止めが意味を持つ可能

性がある(136)。 
滞納処分に関する裁判例では、平成 16 年の仮の差止め制度創設時から現

在（平成 25 年末）までに 2 件(137)の申立てが提起されているにすぎず、いず

                                                                                                                        
がある」ために、仮の義務付け又は仮の差止めの裁判を差し控えるべき場合をいう

ことになると考えられます。」と述べられている。 
(134) 第二章第三節 2 を参照。 
(135) 差止訴訟が適法となるためには、差止訴訟以外に損害を避ける適当な方法がない場

合に限られる（行訴法 37 条の 4 第 1 項ただし書）。 
(136) 園部ほか・前掲注(59)270～271 頁 
(137) 東京地決平 17・11・25 公刊物未登載、東京地決平 25・8・14 税資徴収関係判決順

号 25-39（両事件とも公売の仮の差止めを求める裁判例である。） 
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    行訴法 37 条の 5 第 2 項は、仮の差止めの成立要件（積極的要件）と

して、「本案について理由があるとみえる」ことを求めている。このよ

うな規定が設けられた趣旨は、本案勝訴の結果と同じ内容を仮の裁判

（救済手続）で実現することから、本案訴訟について勝訴する見込みが

ある場合を対象とすべきと考えられたからである(132)。平成 16 年の改正

行訴法の立法関係者によれば、本要件がどのような場合をいうのかにつ

いて、「本案訴訟である（中略）差止めの訴えに関して主張する事実が、

法律上、（中略）差止めの判決をする理由となる事情に該当すると一応

認められ、かつ、その主張する事実が一応認められることをいうものと

考えられます。」と述べられている。 
    執行停止の場合は、消極的要件として「本案について理由がないとみ

えるとき」と規定されていることと比較すると、仮の差止めの要件はよ

り厳格なものとなっており、その疎明責任も、執行停止では相手方行政

庁が負っていたが、仮の差止めの本要件では、申立人が負うものとされ

ている。 
  ハ 公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること 
    行訴法 37 条の 5 第 3 項は、仮の差止めの消極的要件として、「公共の

福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるとき」は仮の差止めをすること

ができないと規定している。本要件は、執行停止の公共の福祉に関する

要件（行訴法 25 条 4 項）と同じ文言であり、その趣旨も基本的に同じ

とされている(133)ことからすると、その適用場面は、極めて限られ、損

                                                        
(132) 南ほか・前掲注(127)677 頁 
(133) 小林・前掲注(58)292 頁～293 頁では、本要件の趣旨について、「仮の義務付け及

び仮の差止めは、『公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるときは、すること

ができない』こととされています（第 37 条の 5 第 3 項）。この点は、執行停止の場

合（第 25 条第 4 項）と同様であり、その趣旨も基本的には同じであると考えられま

す。ただし、仮の義務付け又は仮の差止めは、その必要性に関する要件として「償

うことができない損害を避けるため緊急の必要」がある場合であることを要件とし

ていますから（第 37 条の 5 第 1 項、第 2 項）、「公共の福祉に重大な影響を及ぼすお

それがあるとき」とは、申立人において「償うことができない損害を避けるため緊

急の必要」がある場合であっても、なお、「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれ
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害要件との比較衡量の余地がないような重大な影響が公共の福祉に及
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第五章 滞納処分における執行停止の裁判例 

第一節 滞納処分における執行停止裁判例の概況 

 収集した滞納処分に関する執行停止の裁判例は、昭和 23 年(138)から平成 25
年までの間で確認できた 130 件であり、国税の徴収に関する滞納処分だけでは

なく、滞納処分の例により徴収することができる公租公課全般を対象としてい

る。 
なお、以下で説明する内容は収集できた裁判例に関するものであることをご

承知置き願いたい。 

１ 発生・決定状況 

  収集した 130 件の発生状況は、昭和 23 年施行の行特法時代（約 14 年間）

には 72 件と多かったが、昭和 37 年施行の行政事件訴訟法（以下本章では「旧

行訴法」という。）時代（約 43 年間）には 36 件と減少し、平成 16 年の改正

行政事件訴訟法（以下本章では「新行訴法」という。新行訴法の施行は平成

17 年 4 月 1 日。）施行後（約８年間）は 22 件とやや増加している状況にあ

る。 
  また、収集した 130 件の裁判例のうち、認容決定（執行停止決定）をした

ものは 38 件であり、却下・棄却決定は 92 件となっている。この認容決定

38 件については、行特法時代に 25 件、旧行訴法時代に 11 件、新行訴法施

行後は 2 件という状況である。 
  近年における申立て件数の増加は、執行停止をはじめ権利救済手続の整備

が進められたことや、バブル崩壊等による滞納額の著しい増加やその後の減

少過程において、滞納処分を行う対象が大幅に増加したことが影響している

ものと考えられる。 
                                                        
(138) 戦後、執行停止制度が初めて整備されたのは、昭和 23 年に施行された「行政事件

訴訟特例法」においてであり、それ以降の裁判例を収集している。 
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れも申立て却下となっている。滞納処分の場合に仮の差止めを利用しなけれ

ば、損害を避けられないケースは限られており、今後も、仮の差止めについ

て、その申立て件数が大きく増加する可能性は低いものと考えられる。 
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  ⑤ 執行停止申立てが一般的訴訟要件を具備していないもの 16 件 
  ※ 上記のほか却下等理由不明が１件ある。また、一つの裁判例で複数の

却下等理由が存在する場合があるため、上記件数の合計は 92 件となら

ない。 
 という状況であり、①の「重大な損害等を避けるため緊急の必要があると認

められないもの」を理由とするものが 62 件と圧倒的に多い状況である。執

行停止の要件では、重大な損害に関する要件が最も重要(141)とされており、

これを反映したものとなっている。 
  次節以降では、執行停止の実体的要件である「重大な損害を避けるため緊

急の必要があること」（積極的要件）並びに「公共の福祉に重大な影響を及ぼ

すおそれがあること」（消極的要件）及び「本案について理由がないとみえる

こと」（消極的要件）について、滞納処分に関する裁判例の状況を概観する。 

第二節 重大な損害等に関する裁判例 

１ 損害概念の変遷と裁判例の傾向 

  執行停止の損害に関する要件は、戦後、執行停止制度が初めて整備された

行特法時代の「償うことのできない損害」から旧行訴法時代の「回復の困難

な損害」へ、そして、「回復の困難な損害」から新行訴法の「重大な損害」へ

順次改正されており、その内容はいずれも損害要件を緩和したものとされて

いる。 

  そこで、執行停止の要件の中で最も重要とされる「重大な損害を避けるた

め緊急の必要があること」に関する具体的な裁判例を概観する前に、滞納処

分に関する執行停止の裁判例等から、損害概念の変遷や裁判例の傾向につい

て考察する。 
（１）償うことのできない損害の意義 

                                                        
(141) 南ほか・前掲注(5)489 頁 
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２ 執行停止事件の特徴 

  滞納処分に関する執行停止申立ては、そのほとんどが公売処分の停止を求

めるものであり、執行停止の内容としては、手続の続行の停止を求めるもの

が多数となっている。公売処分の停止を求めることが多い理由は、差押処分

が行われても、通常、当該財産の使用収益は可能である(139)ことから、所有

権を失い、使用収益ができなくなる差押財産の換価の場面で問題となること

が多いためと考えられる。 
  また、本案訴訟（取消訴訟等）については、収集した 130 件のうち、滞納

処分そのものを争うものが 67 件、課税処分その他を争うものが 63 件となっ

ている。 
  執行停止の申立人については、収集した 130 件のうち、滞納処分を受ける

者（滞納者）となっているものが 97 件、滞納処分を受ける者以外の第三者

となっているものが 33 件と比較的多く、第三者についてはそのうち 17 件が

認容されている(140)。 
  申立てを却下・棄却した 92 件について、その理由別の件数は、  
  ① 重大な損害等を避けるため緊急の必要があると認められないもの 

62 件 
  ② 公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるもの 1 件 
  ③ 本案について理由がないとみえるもの 12 件 
  ④ 本案が適法に提起され係属していないもの 8 件   
                                                        
(139) 国税徴収法第 69 条（差押財産の使用収益）等 
(140) 藤田ほか・前掲注(23)244 頁は、第三者申立ての執行停止申請の認容率が高いこと

について、「滞納処分は租税等の回収のために行われるものであって、滞納者は租税

を納付することにより滞納処分を回避することができ、後に課税処分が取り消され

れば、納付した税額に還付加算金を付加して返還される。したがって、課税処分の

違法を主張して滞納処分につき執行停止を求める滞納者は、滞納処分自体によって

損害を受ける場合でも、その税額を納付するための資金調達に著しい不利益を受け

ないときは、その必要性がないものとして執行停止を得ることができない。しかし、

滞納者以外の者の申立てのときは、その者が租税を納付することを期待できないし、

その者が本案で勝訴したときでも代位納付した税を国などから還付を受けることも

できないから、滞納者についての右の理論を適用することができない。」こととも関

係があると思われると述べられている。 
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（３）重大な損害の解釈と改正理由 
   新行訴法では、旧行訴法時代の「回復の困難な損害」との文言を「重大

な損害」に改正するとともに、この「重大な損害」について、新たに解釈

指針となる規定が設けられ、新行訴法 25 条 3 項は、「重大な損害を生ずる

か否かを判断するに当たっては、損害の回復の困難の程度を考慮するもの

とし、損害の性質及び程度並びに処分の内容及び性質をも勘案する」と規

定している。 
   この「重大な損害」に改正し、解釈指針となる規定を新設した趣旨につ

いて、新行訴法の立法関係者は、執行停止の要件について、事案に即した

適切な判断が確保されるためには、処分の執行等により生ずる損害の性質

のみならず、損害の程度並びに処分の内容及び性質が適切に考慮されるこ

とが必要であるとし、そこで、執行停止の損害要件を「重大な損害」に改

めるとともに、新たに解釈指針を設け、適切に考慮されるようにしたと説

明されている(145)。また、塩野宏教授は、「重大な損害」への見直しについ

て、「この規定は、従前、『回復の困難な損害』という不可逆性までも想定

させるような概念上硬い要件であったものを柔軟にし、個々の事案ごとの

事情に即した適切な判断が確保されるように、配慮したものである。」と述

べられている(146)。 
滞納処分に関する裁判例では、「当該行政処分の効力又は手続の続行に

よって執行停止の申立人に生ずるおそれのある損害が、当該行政処分の行

政目的の実現を一時的に犠牲にしてもなお、救済しなければならない程度

に重大なものかどうかによって判断すべきもの」（大阪高決平 24・3・12
税資徴収関係判決順号 24-16）と判示したものがある。 

（４）各損害要件における滞納処分に関する裁判例の比較 
   上記⑴から⑶のとおり、損害概念は時代（行特法時代、旧行訴法時代及

び新行訴法時代）により変わってきているが、滞納処分の具体的な裁判例

                                                        
(145) 小林・前掲注(58)279 頁 
(146) 塩野・前掲注(61)206 頁 
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   行特法時代の「償うことのできない損害」の意義については、「原状回復

不能の損害のみを指すものではなく、金銭賠償不能の損害を意味する場合

もある」（最大決昭 27・10・15 民集 6・9・827 頁）(142)とされており、滞

納処分に関する裁判例では、「原状回復が不能でしかも金銭賠償では償い得

ない損害を意味するものと解すべき」（徳島地決昭 36・12・4 国税例集 6・
301 頁）と判示したものがある。 

（２）回復の困難な損害の意義と改正理由 
   行特法時代の「償うことのできない損害」を旧行訴法時代の「回復の困

難な損害」に改正した理由は、立法関係者によれば、「償うことのできない

損害」について、従来種々の解釈が行われ、これをあまりに厳に解すると

きは制度の利用価値を減殺するおそれがあることから、緩和した表現に変

更したとの説明がされている(143)。  
   旧行訴法時代の「回復の困難な損害」の意義については、「原状回復また

は金銭賠償が不能な場合ばかりでなく、たとえ、終局的には金銭賠償が可

能であっても、社会通念上、そのことだけでは填補されないと認められる

ような著しい損害をこうむることが予想される場合をも包含する」（東京高

決昭 41・5・6 行裁例集 17・5・463 頁）(144)とされており、滞納処分に関

する裁判例では、「原状回復若しくは金銭賠償の不能な損害、又はその損害

の性質、態様等からして、社会通念上、その回復が容易でないものをいう

ものと解される」（名古屋地決平 4・10・26 公刊物未登載）と判示したも

のや「社会通念上手続の続行等の不停止によつて維持される行政目的の達

成とその停止によつて申立人の免れる損害とを比較衡量して前者を犠牲に

してもなお後者を救済しなければならないと考えられる程度の損害を指称

すると解すべき」（岡山地決昭 43・12・17 行裁例集 19・12・1940 頁）と

判示したものがある。 

                                                        
(142) 滞納処分以外の裁判例である。 
(143) 杉本・前掲注(2)88 頁 
(144) 滞納処分以外の裁判例である。 
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第三者の所有に帰することによつて、右第三者が本件建物の現状に変更

を加えることも必ずしも予期できないことではないが、これもまた申請

人が受ける金銭的賠償によつて、それを旧態に復させることはそれ程困

難を伴うものとも考えられない。」と判示している。 
  ロ 回復の困難な損害（旧行訴法）に関する裁判例 
   ① 大阪高決昭 48・11・13 訟月 20・5・175 頁は、「本件物件に対する

差押、公売処分を取消す旨の判決が確定したときは、抗告人は本件物

件に対する所有権を回復できその登記を得られないわけではないけれ

ども、公売買受人において他に転売などしたときは、その回復には可

成りの困難、多くの時間、費用を要することが予測されることからす

ると、矢張り抗告人は本件公売によつて回復し難い損害を被ると認め

るのが相当である。」と判示している。 
   ② 東京地決平 9・12・5 行裁例集 48・11-12・904 頁は、「不動産の売

却決定の取消し後に、買受人から、当該不動産を譲り受けた転得者と

売却決定の取消しにより所有権を回復した原所有者とは、民法 177 条

の対抗関係に立つものと解されるから、売却決定取消し後、その所有

名義が原所有者に回復される前に、右転得者が所有権移転登記を経由

してしまった場合には、原所有者の登記名義を回復することは法律上

不可能になり、また、原所有者の登記名義を回復することが法律上可

能な場合であっても、不動産の売却後には、当該不動産について一定

の事実状態が形成されるのが通常であるから、当該不動産の原状を回

復することは現実問題として困難な場合が多いことは否定できないと

ころである。」と判示している。 
  ハ 重大な損害（新行訴法）に関する裁判例 
    東京地決平 23・9・27 税資徴収関係判決順号 23-52 は、「不動産の公

売処分や売却決定の取消し後、その所有名義が滞納者に回復される前に、

買受人から当該不動産を譲り受けた転得者が所有権移転登記を経由し

た場合には、当該転得者と滞納者とは民法 177 条の対抗関係に立つと解

80 

では、どのような判断をしているであろうか。事例としては、不動産が公

売された場合の損害の考え方（公売により売却された財産の回復に関する

考え方）について、各時代ごとの判示内容をみることとする。 
損害要件が異なる各時代別に裁判例を比較すると、次のイからハのとお

り、「償うことのできない損害（行特法時代）」では、不動産の回復は、法

的に十分可能で、その手続はそれ程困難なものではないとし、また、第三

者である買受人が当該不動産に現状変更を加えても、金銭賠償によって回

復させることはそれ程困難を伴うものではないと判示している。 
同様の事例について、「回復の困難な損害（旧行訴法時代）」では、所有

権を回復できないわけではないが、買受人が転売した場合等には、かなり

の困難、時間、費用を要すると判示したものや公売不動産を買受人から譲

り受けた転得者と売却決定取消しにより所有権を回復した原所有者とは、

民法 177 条の対抗関係に立つものと解され、転得者が先に登記を具備した

場合、原所有者が登記名義を回復することは法律上不可能になり、不動産

の原状回復も困難な場合が多いことは否定できないと判示したものがある。 
さらに、「重大な損害（新行訴法時代）」では、公売処分等の取消し後、

滞納者が所有名義を回復する前に、買受人から公売不動産を譲り受けた転

得者が所有権の移転登記を経由した場合は、当該転得者と滞納者は民法

177 条の対抗関係に立つと解され、滞納者の登記名義の回復は法律上不可

能となる可能性があると判示している。 
これらを比較すると、滞納処分に関する執行停止の裁判例において、行

特法時代の損害要件に関する考え方が旧行訴法時代や新行訴法時代と比べ、

より厳格なものとなっているとみることができる。 
  イ 償うことのできない損害（行特法時代）に関する裁判例 
    広島地決昭 30・10・28 税資 21・199 頁は、「本件建物が公売処分に

よつて買受人である第三者の所有に帰した後に、本件差押えが無効と判

断されたとしても、本件建物所有権の申請人えの復帰は、法的に十分可

能であつて、かつその手続がそれ程困難なものとも考えられないし、又
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程度に重大なものかどうかによって判断すべきもの」と判示している。 
  これを概念図で示すと、次のとおりとなる。 
       〔Ａ〕            〔Ｃ〕            〔Ｂ〕 

 
 
 
 
 
 
 
（１）行政目的〔概念図Ａ〕 
   概念図Ａの行政目的を判断するに当たっては、行政目的自体の内容や当

該行政目的を実現するために行う滞納処分の内容及び性質を考慮する必要

がある。 
   滞納処分の行政目的（公益性）は、「滞納処分の執行により維持される国

民の納税義務の適正な実現を通じて国税収入を確保すること」（東京高決

平 22・3・8 税資徴収関係判決順号 22-35）(147)とされている。この概念は

滞納処分に関する裁判例に共通する一般的、抽象的概念であり、原則とし

て個々の事案により異なることはない。 
   なお、滞納者が納付不履行を繰り返すなど納税に不誠実であること及び

滞納税額が高額（3 億円以上）であることから、滞納税金が円滑に支払わ

れない蓋然性があるとし、公売処分の必要性は高いとした裁判例(148)があ

るが、例えば、公売財産の価格が下落局面にあり、当該財産の評価額が滞

納税額に満たないような場合には、納税に不誠実である（事後の納税が円

滑に行われない可能性が高い）ことや高額の滞納という事実が、国税収入

                                                        
(147) 滞納処分の行政目的について類似の解釈をするものとして、大阪高決平 24・3・12

税資徴収関係判決順号 24-16 がある。 
(148) 札幌地決平 18・8・24 公刊物未登載 
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されるため、滞納者の登記名義を回復することが法律上不可能となる可

能性がある」と判示している。 
（５）小括 
   執行停止の損害に関する要件について、「償うことのできない損害」から

「回復の困難な損害」への改正は、従来種々の解釈があった損害範囲につ

いて、その拡大を規定上明確化することにより損害要件の緩和を図ったも

のである。また、「回復の困難な損害」から「重大な損害」への改正は、損

害や処分全般を総合的・相対的に考慮することを明確化し、個々の事情に

即した柔軟な解釈を可能にしたという意味で損害要件の緩和を図ったとみ

ることができる。  
   滞納処分に関する裁判例をみても、上記⑷のとおり行特法時代の裁判例

と新・旧行訴法時代の裁判例とでは、明らかに異なる解釈により損害を判

断しており、前者は、公売処分取消しにより財産の回復は十分可能である

としているのに対し、後者は、公売処分の取消し時において、財産の回復

が法律上不可能となる場合があると判示するなど、よりきめ細かく具体的

な状況に即した判断を行っているとみることができる。 
このような事例をはじめ、現在（重大な損害）の解釈では損害要件を認

定する事例であっても、行特法時代の裁判例では、より厳格に解釈し、損

害要件を認定しない場合があることに留意する必要がある。 

２ 滞納処分に関する重大な損害の意義 

  新行訴法 25 条 3 項は、「重大な損害」の解釈指針となる規定であり、「重

大な損害を生ずるか否かを判断するに当たっては、損害の回復の困難の程度

を考慮するものとし、損害の性質及び程度並びに処分の内容及び性質をも勘

案するものとする。」と規定している。この規定の意義について、大阪高決平

24・3・12 税資徴収関係判決順号 24-16 は、「当該行政処分の効力又は手続

の続行によって執行停止の申立人に生ずるおそれのある損害が、当該行政処

分の行政目的の実現を一時的に犠牲にしてもなお、救済しなければならない
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滞納処分による損害の程度については、申立人の資産や事業規模等と比

較して著しく損害の規模が大きい場合、「重大な損害」が認定され易くなる

ものと考えられる。滞納処分に関する裁判例では、旧行訴法時代のもので

あるが、「本件売却決定を前提とする換価手続が続行されると、申立人には

7 億円以上の損害が発生するというのであり、その損害額は極めて高額に

上り」（東京地決平 9・12・5 行政例集 48・11-12・904 頁）と判示し、損

害を認定し易くする事情の一つとして損害の程度を勘案したとみられるも

のがある。 
滞納処分による損害の回復の困難の程度とは、現在の「重大な損害」と

なる前に「回復の困難な損害」として損害認定の要件とされていたもので

あるが、滞納処分に関するこれまでの裁判例では、「事後的な金銭賠償だけ

では償いきれない損害」の発生が認められる場合に損害要件が認定されて

おり、現在においても当該損害が認定されれば、「重大な損害」を認定する

可能性が高くなるものと考えられる。 
（３）重大な損害の判定〔概念図Ｃ〕   
   概念図Ｃの重大な損害の判断は、滞納処分の行政目的（概念図Ａ）と申

立人の損害（概念図Ｂ）を比較衡量して行うこととなる。 
前者（滞納処分の行政目的）は、高度の公益性を有するものの、差押え

により国税債権が確保されていれば処分を急ぐ必要性は高くはないとされ

ており、各裁判例に共通する一般的、抽象的な概念である。他方、後者（滞

納処分による申立人の損害）は、通常、事後的な金銭賠償による救済が可

能な財産的損害であるとされ、原則として、重大な損害の対象とはならな

いとされている。しかし、損害の程度が相対的に著しく大きい場合には、

重大な損害が認定され易くなっている。また、損害回復の困難の程度につ

いては、滞納処分により「事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害」

が発生すると認められる場合に、執行停止の損害要件を認定しているとこ

ろである。 
   この両者を全体として比較衡量した場合、裁判例では、滞納処分の行政
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の確保等という行政目的に照らし、重大な損害（公売処分の緊急性）を認

定し易くする理由になるものと考えられる。 
また、滞納処分の内容及び性質については、「高度の公益性を有する」（大

阪高決平 24・3・12 税資徴収関係判決順号 24-16）とされているところで

あるが、差押処分により国税債権を確保できている場合は、公売処分等を

急ぐ必要性は高くはないとされている(149)。加えて、執行停止により行政

目的（国税収入の確保等）の実現を一時的に停止する第三者等への影響は、

限定的なもの（当該事案に関するもののみ）であり、原則として、社会一

般にその影響が広がる性質のものではないと考えられる。 
（２）申立人の損害〔概念図Ｂ〕 
   概念図Ｂの申立人の損害を判断するに当たっては、申立人の被る損害の

性質及び程度やその損害回復の困難の程度を考慮する必要がある。 
   行政処分一般の執行停止の裁判例では、財産的損害の場合、代替性があ

り金銭賠償による補填が可能であるとして、原則として、重大な損害を認

定していない。滞納処分による損害の性質はこの財産的損害に当たること

から、裁判例では、事後的な金銭賠償による救済が可能な損害(150)とされ、

原則として、重大な損害に当たらないものとされている。司法関係の実務

者は、滞納処分による損害は、その取消しの判決があれば、納付した税額

に年 7.3 パーセントの還付加算金まで加えて還付されるから、原則として

執行停止の必要性はないとしている(151)。 

                                                        
(149) 藤田ほか・前掲注(23)244 頁では、「滞納処分については、処分を速やかに執行す

べき要請が他の行政分野に比して低く、また、差押えが維持され、差押物の価格が

充分であれば、公売をさして急がなくともよい性格がある。」と述べられている。 
(150) 東京地決平 9・12・5 行裁例集 48・11-12・904 頁は、「当該行政処分の続行により

生ずる損害が財産的な損害で、金銭賠償によって事後的な損害の回復が可能な場合

には、通常の場合には、行政事件訴訟法 25 条 2 項にいう『回復の困難な損害』には

当たらないと解すべきである。」と判示している。また、大阪地決平 24・3・5 税資

徴収関係判決順号 24-13 は、事務所の公売により発生する移転費用について「事務

所の移転に要する費用は、その性質上金銭的賠償による事後的な救済が可能な損害

というべきである」と判示し、重大な損害の発生を否定している。 
(151) 藤田ほか・前掲注(23)44 頁 
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(149) 藤田ほか・前掲注(23)244 頁では、「滞納処分については、処分を速やかに執行す

べき要請が他の行政分野に比して低く、また、差押えが維持され、差押物の価格が
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(150) 東京地決平 9・12・5 行裁例集 48・11-12・904 頁は、「当該行政処分の続行により

生ずる損害が財産的な損害で、金銭賠償によって事後的な損害の回復が可能な場合

には、通常の場合には、行政事件訴訟法 25 条 2 項にいう『回復の困難な損害』には

当たらないと解すべきである。」と判示している。また、大阪地決平 24・3・5 税資

徴収関係判決順号 24-13 は、事務所の公売により発生する移転費用について「事務

所の移転に要する費用は、その性質上金銭的賠償による事後的な救済が可能な損害

というべきである」と判示し、重大な損害の発生を否定している。 
(151) 藤田ほか・前掲注(23)44 頁 

85



87 

気により歩くのにも人手を借りる必要があること、そして、裁判例⑦は、

住むべき家を失い経済的並びに精神的に著しい損害を被ることがそれ

ぞれ理由とされており、その他決定理由の記載がない行特法時代の裁判

例(152)が１件ある。 
次に、損害を否定した裁判例をみると、裁判例⑧は、居住用財産につ

いて、申立人が居住していない（申立人が経営する会社の従業員とその

家族が居住している）こと、裁判例⑨は、居住用財産が申立人の生活の

本拠ではないことを理由とするものであり、いずれも申立人が実質的に

自宅として使用していない場合、重大な損害は否定されている。 
また、裁判例⑩は、自宅が公売されても、公売財産である家屋が直ち

に引き渡されるものではなく、買受人が家屋の明渡し等を求めるには、

民事訴訟の提起が必要であることから緊急性はないとして損害を認定

しなかったものである。当該事例は行特法時代のもので比較的厳格な解

釈をしたとみられるものであり、損害要件を緩和した旧行訴法施行以降

において、このような理由により損害を認定しなかった裁判例はなく、

現在では、重大な損害を認定しない理由とされることはないと考えられ

るものである(153)。 
    以上の裁判例からすると、自宅として使用する居住用不動産の公売の

事例では、自宅というもの自体に非代替的な独自の利益(154)を認めてお

                                                        
(152) 大阪地決昭 24・2・9 税資 11・6 頁 
(153) 酒井克彦『行政事件訴訟法と租税訴訟』585 頁（大蔵財務協会、2010）は、居住

用家屋の公売により償うことのできない損害は生じないとした本裁判例を例示し、

回復困難な損害について、「居住用というだけで判断することは難しいというべきで

あろう。」と述べられている。 
(154) 自宅に関する非代替利益を説明したものとして、東京地決平 15・10・3 判時 1835・

34 頁は、土地収用に関する裁判例であるが、「居住の利益は、自己の居住する場所を

自ら決定するという憲法上保障された居住の自由（憲法 22 条１項）に由来して発生

するものであって、人格権の基盤をなす重要な利益であり、特に上記申立人らのよ

うに一時的な仮住まいではなく、定住の意思をもって、いわば終の栖として居住し

ている者の利益は、その立場に置かれた者には共通して極めて重要なものとなるの

であって、単なる主観的利益として切り捨てることのできる性質のものではないし、

また、財産的な損害と異なり、自己の生活に密着した個別的な利益であるがゆえに、
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目的が常に変わらない一般的、抽象的概念であることから、結果として申

立人の損害に「事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害」が認定でき

た場合に「重大な損害」が認定されているとみることができる。この「事

後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害」についての詳細は、次に述べ

る「３ 具体的な事例における重大な損害等の判断（裁判例概観）」以降に

おいて明らかにしていきたい。 

３ 具体的な事例における重大な損害等の判断（裁判例概観） 

  滞納処分の執行停止に関する具体的な裁判例では、重大な損害等について

どのような判断をしているのであろうか。以下では、認容決定 38 件のうち

内容不明の２件を除く 36 件の裁判例と損害を否定した主な裁判例を概観す

ることにより重大な損害等について考察してみたい。 
（１）不動産に関する裁判例 
  イ 自宅として使用する居住用不動産の公売  

滞納処分に関する裁判例では、自宅として使用する居住用不動産の公

売について損害を認定し、申立てを認容したものが 8 件あり、その損害

を認定した理由は、以下のとおりとなっている。 
裁判例①は、相当長期間居住する自宅から転居を余議なくされ、本案

勝訴により公売処分が取り消されても、公売により売却された自宅の登

記名義の回復が法律上不可能になる場合があること、裁判例②は、長年

自宅として使用し強い愛着のある自宅から転居を余儀なくされること、

裁判例③は、公売された自宅の回復は容易でないことが理由とされてい

る。また、裁判例④は、公売された自宅を買い戻すことは困難であり、

公売による売価は通常の価格を下回ることが多いため、代替不動産の取

得には多額の経済的負担が必要で、資力がない場合は回復し難い打撃を

被ること、裁判例⑤は、公売処分によって住居を失うおそれがあること、

裁判例⑥は、公売された自宅の回復は容易ではなく、その自宅は 30 年

間貯えた貯金を全部つぎ込んで建築したものであり、さらに申立人は病
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提事実によれば、本件不動産は、申立人及びその家族が自宅として使

用しているものであって、少なくとも申立人、妻及び娘は相当長期間

にわたって住所として居住していることに照らすと、これが公売され、

申立人らにおいて転居を余儀なくされるということになれば、事後的

な金銭賠償だけでは償い切れない損害が発生するものと一応認める

ことができる。そうであるとすれば、本件滞納国税の徴収という行政

目的の達成の必要性と比較しても、本件公売処分を前提とする公売手

続の続行により申立人が被る不利益は、回復の困難の程度が著しく大

きいものということができる。 
  ② 横浜地決平 19・4・25 裁判所ウェブサイト 

本件各物件は、申立人及びその家族が長年自宅として使用している

ものであり、申立人にとって強い愛着のある物件であることが認めら

れ、これが公売され、その留守家族において転居を余儀なくされる（申

立人本人は刑務所に収容中）ということになれば、事後的な金銭賠償

だけでは償い切れない損害が発生するものと一応認められるから、行

政事件訴訟法 25 条 2 項にいう「重大な損害」が生じるものと解され

る。 
   ③ 横浜地決昭 44・4・9 公刊物未登載 

本件物件について公売処分が続行され、これが公売されるにいたっ

ても必ずしも原状回復が全く不能になるとか、或は金銭賠償による救

済のみちが全く閉ざされるというわけではないけれども、その回復が

容易でないことが推察できる（中略）から、申立人は右損害を避ける

ため右手続の続行停止を求める緊急の必要性があるというべきである。 
   ④ 神戸地決昭 41・12・26 行裁例集 17・12・1420 頁 

一般的にみて、近時の住宅事情からすれば一旦公売により第三者の

所有に帰属した物件を買い戻すことは甚だ困難であるといえること、

公売処分による売価は通常の取引価格を下廻ることが多く、これに代

わる不動産を取得するためにはさらに多額の経済的負担を余儀なくさ
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り、「事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害」すなわち重大な損

害が認定される可能性が高いとみることができる(155)。 
ところで、自宅であれば一律にこの重大な損害を認めるべきであろう

か。最近の認容裁判例（裁判例①及び②）では、重大な損害の判断に際

し、相当長期間自宅として使用していることを損害認定の理由としてい

るようにみえる。これは長年申立人やその家族が住み慣れた自宅を自己

の意思に反して失うことについて、たとえ事後的に金銭賠償を得ること

ができても、申立人等にとって受忍し難い損害が生ずるとみているもの

と考えられる。しかし、居住を開始してそれほど期間が経過していない

場合や同じ生活圏に他に自宅として使用できる不動産を有する場合は、

自宅についての非代替的な利益は軽度であると考えられ、転居を困難と

する特段の事情が無い限り、自宅として使用する居住用不動産であって

も、損害が認定されない可能性があると考えるべきであろう。 
    
  〔損害を認定した裁判例〕 
   ① 東京地決平 23・9・27 税資徴収関係判決順号 23-52 

不動産の公売処分や売却決定の取消し後、その所有名義が滞納者に

回復される前に、買受人から当該不動産を譲り受けた転得者が所有権

移転登記を経由した場合には、当該転得者と滞納者とは民法 177 条の

対抗関係に立つと解されるため、滞納者の登記名義を回復することが

法律上不可能となる可能性があるから、本件公売処分を前提とする本

件不動産の公売手続が続行された場合においても、申立人の登記名義

を回復することが法律上不可能となる可能性があるし、また、前記前

                                                                                                                        
いったん失ってしまうと容易に他のもので置き換えることができない非代替的な性

質を有するというべきであって、これを単なる財産的損害にすぎないとする相手方

知事の主張は失当である。」と判示した。 
(155) 藤田ほか・前掲注(23)45 頁では、財産的損害について、執行停止の必要性が認め

られる場合の一つとして「行政処分が非代替的な利益を侵害するとき」を挙げ、裁

判例では、自分の居宅を滞納処分により失う不利益は「回復の困難な損害」とされ

て来ていると述べられている。 
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り、「事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害」すなわち重大な損
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損害）を被るに至るべきことが明らかであるというべきである。そし

て、このような損害は行政事件訴訟特例法第 10 条第 2 項本文にいわ

ゆる償うことのできない損害に該当するものと解するのを相当とする。 
    
  〔損害を否定した裁判例〕 
   ⑧ 東京地決平 19・7・18 公刊物未登載 

本件不動産 1 は、申立人の所有に係る土地及びその土地上にある昭

和 59 年に築造された木造瓦葺 2 階建家屋であり、本件不動産 2 は、

本件不動産 1 に隣接する土地の共有部分である。本件不動産 1 の土地

のうち、建物敷地部分以外の土地と本件不動産 2 の土地は、テニスコ

ートとして一体利用されている。本件不動産 1 の建物には、Ａ社の従

業員Ｂ及びその家族が居住しているが、申立人とＢとの間に賃貸借契

約は締結されていない。以上によれば、本件不動産 1 の土地、建物及

び本件不動産 2はいずれも申立人の居住に用いるための財産ではなく、

公売に付されても、申立人の生活に直ちに重大な影響を生じさせるも

のとは認められない。そして、本件不動産 1 の建物には、Ａ社の従業

員であるＢが家族と共に居住しているが、この建物が公売に付されて

も、Ｂらの居住用住宅は、必要に応じてＡ社が調達すれば足りるので

あって、申立人が、Ｂらの居住用住宅を調達しなければならない理由

は見い出し難い。 
    ※ 申立人はＡ社の代表取締役 
   ⑨ 札幌地決平 18・8・24 公刊物未登載 

申立人らが本件公売処分の執行により受ける不利益は、公売対象物

件の喪失による経済的損失にすぎず、その損失は、金銭賠償により事

後的に償うことができ、容易に回復することができるから、申立人ら

に重大な損害が生ずるということはできない。申立人らは、別紙「陳

述書」において、Ｐ区物件が申立人 1 の自宅であると主張するが、上

記認定の事実によれば、同人の日常生活の本拠は同物件にはない（本
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れることから、その資力のない場合には回復しがたい打撃を蒙るべき

こと等の諸事情を併せ考察すると、右物件に対する公売処分の執行に

より申立人は回復の困難な損害を受けるものというを妨げないと解す

る。 
   ⑤ 大阪地決昭 41・3・11 訟月 12・5・766 頁 

本件差押処分の目的たる物件が申請人らにおいて現に居住する建物

とその敷地であつて、右滞納処分が続行せられると申請人らがその住

居を失うにいたるおそれがあることは、本件疎明資料によつてこれを

窺うに難くないから、右処分の続行によつて申請人は回復することの

困難な損害を蒙ることとなり、かつこれを避けるため緊急の必要があ

るといわなければならない。 
   ⑥ 大阪地決昭 39・3・30 行裁例集 15・3・401 頁 

本件滞納処分手続が続行され、本件物件が公売されたからといつて、

必ずしも、これが原状回復が全く不能になるとか、或は金銭賠償によ

る救済のみちが全然閉ざされるというわけではないけれども、その回

復が容易なものでないことはたやすく推察でき、しかも（中略）、申

立人は 30 年間真珠工業にたずさわつてたくわえた貯金を全部つぎこ

んで右物件を建築したのであるが、現在病気のため歩くのにも人手を

借りなければならない状態にあること、及び申立人の子供が道楽者で

働かないため、右の仕事を続けていけなくなつたことを一応認めるこ

とができるのであつて、これらの点を社会通念に照らしてかれこれ考

え合せると、本件の場合、右手続が続行され、右物件が公売されるこ

とによつて申立人の被むる損害は回復困難なものと認めるのが相当

である。 
   ⑦ 京都地決昭 29・9・24 行裁例集 5・12・2968 頁 

申立人がその家族とともに現に本件建物に居住していること（中略）

から、将来本訴が申立人の勝訴に確定すれば、申立人及びその家族が

前段認定のような損害（住むべき家を失い経済的並に精神的に著しい
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次に、損害を否定した事例をみると、裁判例③は、農地の公売につい

て、申立人は公売財産のほかに農地を保有しており、他に収入もあるた

め、生活に支障を来すことはないと判示したものである。本事例は、執

行停止の損害を否定する理由として一般的に当てはまるものであり、重

大な損害の発生の有無については、損害そのもののみならず生活や事業

の全体を見て、申立人に生活困難や事業継続困難等が生ずるか否かを判

断する必要がある。 
 

〔損害を認定した裁判例〕 
   ① 水戸地決昭 36・1・8 行裁例集 12・12・2500 頁 

本件差押にかかる目的物はいずれも農地であり、申請人らの如き農

業を営む者の農地に対する経済的社会的関係が申請人ら主張のような

関係にあることは十分推測されるところであるから本件滞納処分の執

行により償うことのできない損害を生ずること明らかである。 
    ※ 申請人らの主張 

申請人等は農業を正業として（副業をしない）生計を立てている

ことから差押にかかる右農地を公売に附し第三者に移耕することは

とりも直さず申請人等の生活の実体を奪うものであつて彼等の生活

が重大な脅威に直面するだけでなく農地不足の実情から見て農地が

一たび失われるや後日本案訴訟で勝訴判決を得るも、右農地の現状

回復は不可能か亦は著るしい困難となり、これは農民である申請人

等にとつては勿論社会通念上も金銭賠償を受けることによつては忍

び得ない損害を蒙るものと云わねばならない。 
   ② 青森地決昭 35・7・11 行裁例集 11・7・2026 頁 

申立人は、別紙申立の理由二項の 3 のロ記載の農地の所有者ではな

く、被申立改良区の組合員でないのにかかわらず被申立改良区は、昭

和 35年 1月 19日申立人が当時申立外Ａ所有の前記農地について水利

費を滞納したことを理由に申立人所有の別紙目録記載農地に対し、滞
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案事件の訴状においても、申立人らは、送達場所を「Ｑ区Ｒ町‥ 申

立人 1」と記載している。）ことが認められ、同物件の公売により、申

立人らが重大な損害を受けるということもできない。 
   ⑩ 大阪高決昭 30・8・2 行裁例集 6・8・1965 頁 

本件家屋について公売の手続が執行せられ、買受人が代金を納付し

て所有権を取得したとしても、本件家屋が直ちに買受人に引き渡され

るものではなく、買受人が抗告人に対し右家屋の明渡を求め、あるい

は取りこわすためその退去を求めるには、抗告人に対し通常の民事訴

訟を提起しなければならないものである。従って本件公売手続が執行

せられても、これによって抗告人に直ちに償うことのできない損害が

生ずるものではなく、その損害を避けるため執行を停止すべき緊急の

必要があるものということはできない。 
 
  ロ 農地の公売 

滞納処分に関する裁判例では、農地として使用する土地の公売につい

て損害を認定し、申立てを認容したものが 4 件ある。 
その内容をみると、以下の裁判例①は、申立人は農業で生計を立てて

おり、その農地を公売されることにより生活の維持が困難になること及

び農地不足の状況から公売により売却された農地の原状回復は著しく

困難であることを理由とするものである（その他に決定理由の記載がな

い行特法時代の裁判例で、農地の公売で生活困難を理由とするとみられ

るもの(156)が 1 件ある。）。裁判例②は、本案に理由がある事例で、本案

訴訟（滞納処分無効確認訴訟）で係争中の処分を無効と判断したもので

あり、その他に決定理由の記載がない行特法時代の裁判例で、公売財産

の所有権を主張する第三者である申立人がその所有権の存在を疎明し

たとみられるもの(157)が 1 件ある。 
                                                        
(156) 千葉地決昭 34・9・7 行裁例集 10・9・1797 頁 
(157) 名古屋地決昭 31・6・12 税資 23・357 頁 
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(156) 千葉地決昭 34・9・7 行裁例集 10・9・1797 頁 
(157) 名古屋地決昭 31・6・12 税資 23・357 頁 
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件は少額の滞納税金に対し高額の不動産の公売であることを考慮した

とみられるもの(158)であり、もう 1 件は公売財産の所有権を主張する第

三者である申立人が、その所有権の存在を疎明したとみられるもの(159)

である。 
次に、損害を否定した事例として、裁判例②は、工場の公売で、公売

の執行により、建物が直ちに引き渡されるものではなく、買受人が建物

の明渡し等を求めるには、民事訴訟の提起が必要であることから緊急性

はないとして損害を認定しなかったものであるが、本節３⑴イで既述し

たとおり、当該事例は行特法時代のもので比較的厳格な解釈をしたとみ

られるものであり、損害要件を緩和した旧行訴法施行以降において、こ

のような理由により損害を認定しなかった裁判例はなく、現在では、重

大な損害を認定しない理由とされることはないと考えられるものであ

る。 
 
  〔損害を認定した裁判例〕 
   ① 名古屋地決昭 39・2・28 公刊物未登載 

本件差押財産は、現在申立人が工場敷地及び作業場として使用して

いる。（中略）右差押にかかる不動産が競売されるときは事業の存立基

礎を失うに至ることが必至であるので、かかる回復の困難な損害を避

けるため緊急の必要があるというべく、（中略）本申立てに及んだもの

である。申立人提出の疏明資料によれば、申立人主張の事実が疏明せ

られる。その事実によると本件更正処分に基く手続を続行するときは

申立人に回復の困難な損害を生ぜしめるおそれがあり、これを避ける

べき手続の続行を停止する緊急の必要があるものというべく、且つそ

の停止をなすも公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあるものと

                                                        
(158) 大阪地決 28・5・11 税資 12・63 頁。なお、本裁判例は、超過差押えの禁止規定（国

税徴収法 48 条 1 項）のない旧国税徴収法時代の裁判例である。 
(159) 東京地決昭 28・8・28 税資 12・217 頁 
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納処分をしたこと及び右滞納処分は目下進行中であることについて疏

明がある。そうだとすれば、被申立人のした本件滞納処分は、申立人

その余の主張につき判断するまでもなく、無効であるというべきであ

つて、申立人の本件申立は、理由がある。 
 

〔損害を否定した裁判例〕 
   ③ 高松地決昭 31・2・27 税資 23・67 頁 

申請人は前示Ａより前記不動産の贈与を受け昭和 30年 12月 6日に

所轄県知事の譲受許可を受けた上昭和 31 年 1 月 5 日これが所有権移

転登記を終え他方被申請人は昭和 30 年 12 月 27 日に該不動産に対し

前示Ａの滞納税額金 84,470 円の滞納処分としてこれを差押えた上昭

和 31年 2月 28日にこれが公売処分を予定していることが一応認めら

れる。そして一方被申請人が現在右不動産の他に田地約 7 畝を耕作し

しかも本年米作の収穫は終つており他に月額約 8千円の収入があるこ

とはその主張自体に徴し明らかである。してみると本件公売処分が終

局的に適法であるか否かは暫らく措き右処分がこのまま続行されるこ

とによつて申請人の蒙る損害はせいぜい本件不動産の所有権の喪失だ

けでそれ以上に直ちに申請人の生活に支障をきたすというような特別

の事情があるとは考えられずさような損害は行政事件訴訟特例法第

10 条にいう「償うことのできない損害」といえないから本件申請はそ

の理由がない。 
 

ハ 工場の公売 
滞納処分に関する裁判例では、工場として使用する建物やその敷地等

の公売について損害を認定し、申立てを認容したものが 3 件ある。 
その内容をみると、以下の裁判例①は、工場の公売により、事業の存

立基礎を失ってしまうこと、すなわち事業継続困難を理由とするもので

あり、その他の 2 件は決定理由の記載がない行特法時代の裁判例で、1
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生ずるおそれがあるとしたもの、裁判例④は、行特法時代の裁判例で僅

少なる滞納金額のため高価な不動産を処分することを考慮したとみら

れるもの、その他として、1 件は行政庁が執行停止を許容したもの(160)、

2 件は決定理由の記載がない行特法時代の裁判例で、公売財産の所有権

を主張する第三者の申立人が、その所有権の存在を疎明したとみられる

もの(161)となっている。 
次に、損害を否定した事例として、裁判例⑤は、本社事務所の公売に

ついて、その移転は滞納処分に限らず生じ得るものであり、それ自体が

申立人の取引先に対する信用を低下させるものとはいい難いとしたも

の、裁判例⑥は、賃貸不動産の公売について、住居や生業のための施設

の敷地といった申立人の生活の基盤を成しているものであるとは認め

られず、申立人が受ける損害は、事後の損害賠償等の方法によって優に

回復し得る程度の経済的損失にとどまるとしたもの、裁判例⑦は、20 年

以上にわたり所有する愛着のある不動産を失うことにより精神的苦痛

を被るとしても、これによる損害は、社会通念上金銭賠償による回復を

もって満足すべきものであるとしたもの、裁判例⑧は、不動産業を営む

申立人の営業用の土地の差押えにより不相当な負担をかけたり、あるい

はその公売により特段の損害を与えたりするとは考えられないとした

もの、裁判例⑨は、商売の資本を作るため売却予定の不動産について、

公売処分で高価に売れないことによる経済上の不利益があっても申立

人の生活を著しく困難にするとは認められないとしたもの、裁判例⑩は、

申立人及び差押物件の実権者である申立人の夫は巨額の資産を有して

おり、本件滞納税額を完納することは格別の難事ではないとしたもの、

裁判例⑪は、抵当権は金銭によって完全に満足される権利であり、公売

財産に抵当権を有する者の損害は「償うことのできない損害」に当たら

                                                        
(160) 名古屋地決平 4・10・26 公刊物未登載 
(161) 大阪高決昭 25・7・4 行裁例集 1 追録・1880 頁、大阪地決昭 23・9・18 税資 10・

1 頁 
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は認められず、また本案について理由がないともみえないので、右更

正処分に基く手続の続行停止をなすを相当とする。 
 
  〔損害を否定した裁判例〕 
   ② 神戸地決昭 31・3・5 行裁例集 7・3・507 頁 

本件建物が落札者たる前記Ａの所有に帰したとしても、右建物が直

ちに同人に引渡されるものではないし、同人が申立人に対し右建物の

明渡を求めるには通常の民事訴訟手続によらなければならないのであ

るから、本件公売処分の執行により直ちに申立人の主張するように工

場操業が不可能に陥り、償うことのできない損害が生ずるものではな

く、その損害を避けるため執行を停止すべき緊急の必要があるものと

いうことはできない。その他本件公売手続の執行を停止すべき事由に

ついては主張も疎明もないから、本件申立は理由がないものとして却

下すべきものとする。 

 

  ニ その他の不動産の公売 

滞納処分に関する裁判例では、上記イ～ハ以外のその他の不動産の公

売について損害を認定し、申立てを認容したものが 7 件ある。 
その内容をみると、以下の裁判例①は、公売により極めて高額な損害

の発生が見込まれるとともに、申立人が住専処理会社で、その債権の回

収率が下がれば、さらに国民の税負担が必要になるとの特殊事情などを

理由とするもの、裁判例②は、申立人は公売財産の所有権を主張する第

三者であり、公売の実施により、即決和解調書の執行力のある正本に基

づく家屋（公売財産）明渡しの強制執行が妨害され、所有権の行使を妨

げられるとともに、買受人が転売した場合、その回復にはかなりの困難

等を要するとしたもの、裁判例③は、不動産の価額の変動の激しい状況

（不動産の値上がり局面）から、本件不動産（宅地造成事業を行う申立

人が分譲する土地）が公売された場合には、申立人に回復し難い損害の

96



97 

生ずるおそれがあるとしたもの、裁判例④は、行特法時代の裁判例で僅

少なる滞納金額のため高価な不動産を処分することを考慮したとみら

れるもの、その他として、1 件は行政庁が執行停止を許容したもの(160)、

2 件は決定理由の記載がない行特法時代の裁判例で、公売財産の所有権

を主張する第三者の申立人が、その所有権の存在を疎明したとみられる

もの(161)となっている。 
次に、損害を否定した事例として、裁判例⑤は、本社事務所の公売に

ついて、その移転は滞納処分に限らず生じ得るものであり、それ自体が

申立人の取引先に対する信用を低下させるものとはいい難いとしたも

の、裁判例⑥は、賃貸不動産の公売について、住居や生業のための施設

の敷地といった申立人の生活の基盤を成しているものであるとは認め

られず、申立人が受ける損害は、事後の損害賠償等の方法によって優に

回復し得る程度の経済的損失にとどまるとしたもの、裁判例⑦は、20 年

以上にわたり所有する愛着のある不動産を失うことにより精神的苦痛

を被るとしても、これによる損害は、社会通念上金銭賠償による回復を

もって満足すべきものであるとしたもの、裁判例⑧は、不動産業を営む

申立人の営業用の土地の差押えにより不相当な負担をかけたり、あるい

はその公売により特段の損害を与えたりするとは考えられないとした

もの、裁判例⑨は、商売の資本を作るため売却予定の不動産について、

公売処分で高価に売れないことによる経済上の不利益があっても申立

人の生活を著しく困難にするとは認められないとしたもの、裁判例⑩は、

申立人及び差押物件の実権者である申立人の夫は巨額の資産を有して

おり、本件滞納税額を完納することは格別の難事ではないとしたもの、

裁判例⑪は、抵当権は金銭によって完全に満足される権利であり、公売

財産に抵当権を有する者の損害は「償うことのできない損害」に当たら

                                                        
(160) 名古屋地決平 4・10・26 公刊物未登載 
(161) 大阪高決昭 25・7・4 行裁例集 1 追録・1880 頁、大阪地決昭 23・9・18 税資 10・

1 頁 

96 

は認められず、また本案について理由がないともみえないので、右更

正処分に基く手続の続行停止をなすを相当とする。 
 
  〔損害を否定した裁判例〕 
   ② 神戸地決昭 31・3・5 行裁例集 7・3・507 頁 

本件建物が落札者たる前記Ａの所有に帰したとしても、右建物が直

ちに同人に引渡されるものではないし、同人が申立人に対し右建物の

明渡を求めるには通常の民事訴訟手続によらなければならないのであ

るから、本件公売処分の執行により直ちに申立人の主張するように工

場操業が不可能に陥り、償うことのできない損害が生ずるものではな

く、その損害を避けるため執行を停止すべき緊急の必要があるものと

いうことはできない。その他本件公売手続の執行を停止すべき事由に

ついては主張も疎明もないから、本件申立は理由がないものとして却

下すべきものとする。 

 

  ニ その他の不動産の公売 

滞納処分に関する裁判例では、上記イ～ハ以外のその他の不動産の公

売について損害を認定し、申立てを認容したものが 7 件ある。 
その内容をみると、以下の裁判例①は、公売により極めて高額な損害

の発生が見込まれるとともに、申立人が住専処理会社で、その債権の回

収率が下がれば、さらに国民の税負担が必要になるとの特殊事情などを

理由とするもの、裁判例②は、申立人は公売財産の所有権を主張する第

三者であり、公売の実施により、即決和解調書の執行力のある正本に基

づく家屋（公売財産）明渡しの強制執行が妨害され、所有権の行使を妨

げられるとともに、買受人が転売した場合、その回復にはかなりの困難

等を要するとしたもの、裁判例③は、不動産の価額の変動の激しい状況

（不動産の値上がり局面）から、本件不動産（宅地造成事業を行う申立
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るための緊急の必要があるとき」に該当すると解するのが相当である。 
   ② 大阪高決昭 48・11・13 訟月 20・5・175 頁 

抗告人は申立外Ａに対する即決和解調書の執行力のある正本に基づ

き本件物件中の家屋につき家屋明渡の強制執行をすべく執行官に執行

委任をしていることが認められる。したがつて、本件公売が実施され

るにおいては、抗告人は右明渡の執行が妨害されるし、その他抗告人

は本件物件に対する所有権の行使を妨げられることは明らかである。

そして既に公売期日は公告されているのであるから、抗告人は本件公

売の結果回復し難い損害を受け、これを避けるために公売の停止をな

す緊急の必要性があるといわなければならない。もつとも本件物件に

対する差押、公売処分を取消す旨の判決が確定したときは、抗告人は

本件物件に対する所有権を回復できその登記を得られないわけではな

いけれども、公売買受人において他に転売などしたときは、その回復

には可成りの困難、多くの時間、費用を要することが予測されること

からすると、矢張り抗告人は本件公売によつて回復し難い損害を被る

と認めるのが相当である。 
   ③ 横浜地決昭 43・10・4 判時 537・34 頁 

本件不動産につき公売処分が続行され、これが公売されるにいたっ

ても、必ずしも原状回復あるいは金銭賠償が全く不能とはいえないに

しても、その回復が容易でないことが推察でき、しかも不動産の価額

の変動の激しい現在本件不動産が公売された場合には、申立人に回復

し難い損害の生ずる虞れがあるということも明らかである。 
   ④ 名古屋地決昭 31・9・25 行裁例集 7・9・2340 頁 

本件各差押は全く僅少なる滞納金額のため別紙目録記載の高価な不

動産を処分の対象とするものであり、このまゝ時日を経過し公売せら

れるときは申立人等に回復することのできない損害を及ぼすことは必

至であるので、こゝに右滞納処分の効力の停止を求めるため本申立に

及んだというのである。当裁判所は被申立人の意見を求めたうえ、審
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ないとしたものである。 

以上の裁判例によれば、裁判例①及び③のように損害の程度が著しく

大きい場合、損害は認定され易くなっているとみることができる。ちな

みに、裁判例⑧では、営業用の土地の公売は損害が生じないとされてい

るところ、裁判例③では、損害の程度が著しい場合、営業用の土地であっ

ても事業に著しい影響を与えることを理由として損害を認定している

とみられるものである。裁判例⑤では、本社事務所の公売について、非

代替性がある自宅の公売と異なり、一般に移転はあり得るとして、それ

だけでは損害を認めていない。裁判例⑥からは、賃貸不動産について原

則として損害を認める必要はないとみることができる。また、裁判例⑥

では、公売財産が申立人の生活の基盤を成しているかという点、裁判例

⑨では、申立人の生活を著しく困難にするかという点が、損害を判定す

る基準とされている。裁判例⑩では、滞納額を完納すれば公売を免れる

ことができるため、滞納税額を完納できる十分な資力を有するなど、申

立人が損害の発生を回避できる手段を有している場合は、執行停止に

よって救済する必要はなく損害の発生を認めていないもので、他の事例

でも、損害を否定する理由になり得るものと考えられる。 
 
  〔損害を認定した裁判例〕 
   ① 東京地決平 9・12・5 行裁例集 48・11-12・904 頁 

本件の場合、申立人の主張によれば、本件売却決定を前提とする換

価手続が続行されると、申立人には 7 億円以上の損害が発生するとい

うのであり、その損害額は極めて高額に上り、また、疎明によれば、

申立人には既に巨額の税金が投入されており、その債権の回収率が下

がれば、さらに国民の税負担が必要になることが認められるから、仮

に申立人に国家賠償が認められても真に損害の回復がされたとはいえ

ない特殊な事情があるのであって、これらの事情を考慮すれば、本件

については、行政事件訴訟法 25 条にいう「回復の困難な損害を避け
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及び 2 が公売に付されてしまうと、抗告人が重大な精神的苦痛を被る

ことになるのみならず、事後的な金銭的補償ではおよそ意味をなさな

いと主張して、原決定の認定判断を非難する。しかし、仮に抗告人が

本件不動産 1 及び 2 に対し愛着を感じていて、これを失うことにより

精神的苦痛を被ることがあるとしても、これによる損害は、社会通念

上金銭賠償による回復をもって満足すべきものであるから、重大な損

害に当たるということはできない。 
   ⑧ 岡山地決昭 43・12・17 行裁例集 19・12・1940 頁 
        右宅地は、不動産業を営む申立人の営業用の土地で第三者に借地権

が設定されておるなどの事情があつて、申立人に対し、その差押えに

より不相当な負担をかけたり、あるいはその公売により特段の損害を

与えたりするとは考えられず、（中略）、結局以上の程度の損害では、

滞納国税を徴収して国家の財源に当てることを猶予しなければならな

いほどのそれとは認めがたく、行政事件訴訟法第 25 条第 2 項にいわ

ゆる回復困難な損害には該当しないと考えられる。 
   ⑨ 広島地決昭 40・2・8 公刊物未登載 

申立人は、右差押不動産（現況は宅地であるが空地となっている）

を申立人において売却し商売の資本を作りたいが、差押えられている

ため売却することができず、また公売処分に付されると高価に売れな

いため本件申立に及んだ旨述べるところであり、右事情からかりに申

立人に経済上の不利益があるとしても申立人の生活を著しく困難にす

るものと認めるに足らず、全疎明資料によるも本件公売処分により回

復困難な損害が生ずるとの疎明ありとはいえない。 
   ⑩ 福岡高決昭 32・10・3 訟月 4・1・73 頁 

国税の滞納処分は納税者が一応滞納税額及び滞納処分費を完納しさ

えすれば当然取消されるのであり、後日に至り滞納処分の基本となつ

た国税賦課処分が、これに対する抗告訴訟の判決によつて取消された

場合は、過納税額及び滞納処分費は当然納税者に還付されることは国
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理したところ、申立人等の本件申立は一応理由があるものと認められ

るので、これが滞納処分の効力を停止することにした。 
 
  〔損害を否定した裁判例〕 
   ⑤ 大阪地決平 24・3・5 税資徴収関係判決順号 24-13 
     本件建物を申立人の事務所として使用できなくなる点を考慮しても、

事務所の移転という事態は、滞納処分の続行を原因とする場合に限ら

ず生じ得るものであって、それ自体が申立人の取引先に対する信用を

低下させるものとはいい難い。 
   ⑥ 東京地決平 22・3・5 税資徴収関係判決順号 22-34 
     本件土地は、その現状も、月額１万 5000 円程度の地代で賃貸する

ことによって運用されている賃貸物件（しかも、その地代は供託され

ており、実際上、申立人に対して支払われていない。）にとどまるもの

と推認され、住居や生業のための施設の敷地といった申立人の生活の

基盤を成しているものであるとは認められないものといわざるを得な

い。そして、以上によれば、本件執行（本件処分の執行としての本件

売却決定等の執行）によって申立人が受ける損害は、事後の損害賠償

等の方法によって優に回復し得る程度の経済的損失にとどまるものと

いうべきである。 
   ⑦ 東京高決平 19・11・27 公刊物未登載 
     抗告人は、抗告理由において、本件不動産 1 及び 2 に係る本件滞納

処分に関し、原決定が抗告人に重大な損害が生じるとは認めがたいと

認定判断したことについて、本件不動産 1 及び 2 は抗告人が長年苦労

して働いた結果として取得した血と汗の結晶であって、その後も 20
年以上にわたり所有したことによる愛着は何物にも代えがたく、また、

本件不動産 1 及び 2 が所在するＡ県Ｂ市Ｃ町は日本有数の高級住宅街

で人気が高い地区であり、周辺地域で本件不動産 1 及び 2 と同等の好

条件の不動産を取得することは極めて困難であるから、本件不動産 1
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    その内容をみると、以下の裁判例①は、生産設備の重要な機械の公売

により、申立人会社の営業は停止しなければならず、代わりとなる機械

の新たな購入も困難な状況であることから、申立人会社は勿論、多数の

従業員等の生活はたちまち支障を来たし路頭に迷わしめるおそれがあ

るとしたもの、裁判例②は、申請人の動産について、公売が実施される

と多数の工員を擁したまま、その操業は不可能となり、信用は失墜し、

回復しがたい損失を被るとしたものであり、いずれも事業継続困難を損

害認定の理由としている。その他の 1 件は、決定理由の記載がない行特

法時代の裁判例で、申立人は公売財産の所有権を主張する第三者であり、

公売財産は永年使い慣れた帯鋸製材機で同一の性能を有する代替品が

なく、公売により償うことのできない損害を受けるとした主張が認めら

れたとみられる事例(162)である。 
 
  〔損害を認定した裁判例〕 
   ① 大阪地決昭 39・12・25 行裁例集 15・12・2337 頁 
     申立人は 30 名位の従業員を使用しており、本件物件は申立人会社

の生産設備の重要な機械であるから、これを失えば申立人の営業は停

止しなければならず、これらの機械を新たに購入するということは早

急に実現し得らるべきものではない。従つて申立人会社は勿論、多数

の従業員等の生活はたちまち支障を来たし路頭に迷わしめる虞れのあ

ることが一応窺えるのである。これらの点を社会通念に照らして考え

合わせると、本件の場合、本件物件が公売されることによつて申立人

の被むる損害は回復困難なものと認めるのが相当である。 
   ② 東京地決昭 28・1・21 行裁例集 4・12・3048 頁 
    申請人は数十人の工員を擁し別紙目録（一）乃至（六）記載の各物

件を主体として操業して居るものであり、右判決がある迄に右物件の

                                                        
(162) 広島地決昭 32・6・4 税資 25・451 頁 
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税徴収法の定めるところである。但し十分の資力を有しない者に著し

く過大な租税賦課処分がなされ、これに基き滞納処分がなされた場合

の如きは、その納税者に一応にもせよ滞納税額の完納を求めることは

甚だ無理なことといえるであろう。しかし本件においては、申立人は

本件差押物件以外にも多額の資産を有することは申立人の自陳すると

ころであるのみならず、本案抗告訴訟における口頭弁論の結果によれ

ば、申立人の夫であり本件差押物件についてもその実権者であると目

される訴外Ａは巨額の資産を有する者であることが推認し得られるの

で、申立人において本件滞納税額を一応完納することは格別の難事で

はないと認められるのである。さすれば本件差押物件の公売実施によ

り申立人の蒙ることあるべき損害を避けるため、処分の執行を停止し

なければならない緊急の必要あるものとは未だ認められない。 
   ⑪ 東京高決昭 30・1・27 税資 21・27 頁 

行政事件訴訟特例法第 10 条第 2 項にいう「処分の執行に因り生ず

べき償うことのできない損害」とは、提起された訴の内容いかんによ

つて個々の場合に異ることはもちろんであるが、本件のような訴の場

合には金銭賠償不能の損害と解すべきところ、前段に説明したように

抗告人の権利は元来金銭によつて完全に満足される権利であるから、

本件滞納処分の執行に因り、抗告人に対し償うことのできない損害を

生ずるものとは到底認め難い。それ故本件は行政事件訴訟特例法第 10
条第 2 項本文に該当する場合に当らないものというべきであつて、原

審裁判所が抗告人の本件執行停止の申立を棄却したのは相当であり、

本件抗告は理由がない。 
 
（２）動産等に関する裁判例 
  イ 生産設備の重要な財産の公売 
    滞納処分に関する裁判例では、生産設備の重要な財産の公売について

損害を認定し、申立てを認容したものが 3 件ある。 
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場合１億円の価値があるなど、公売の実施により申立人会社は甚大な損

害を被るため、再起不能の窮迫状態（事業継続困難）に陥るとしたも

の (165)が 1 件、全国各地に取引先を有し、専ら電話により商談を行う事

業を営むところ、電話加入権が公売されると、広く取引先等に周知され

た電話番号の変更等により業務に多大な支障を生ずる（事業継続困難）

としたもの(166)が 1 件、行政庁が裁判所に意見書を提出しなかったも

の (167)が 1 件となっている。 
    次に、損害を否定した事例をみると、裁判例③は、美術品、純金延板、

高級外車等のいわゆるぜいたく品やゴルフクラブの会員権、株券につい

て、一般人が日常生活を営む上で必要不可欠なものではなく、公売に付

しても、申立人の生活に困窮をきたすことはないとしたもの、裁判例④

は、日常使用する物品について、公売により不利益は生ずるものの、損

害を認定する疎明がないとしたもの、裁判例⑤は、パチンコ店の営業に

ついて、流行期に営業できない損害は、金銭賠償によって充分償い得る

ものであるとしたものである。 
    以上の裁判例によれば、裁判例①の病院の医療設備の公売のように、

個人の生命・身体に対する損害が生ずるおそれがある場合は、申立人以

外の第三者の損害である場合も含め、損害を認定されるとみることがで

きる。また、裁判例②は、公売財産の所有権を主張する第三者がその所

有権の存在を疎明したこと、すなわち、本案に理由がある（本案訴訟で

処分が取消し等となる可能性が高い）ことにより損害を認定したとみら

れるものである。そのほか、船舶仕掛品や電話加入権の公売事例では、

事業継続に大きな支障が生じることを理由として損害を認定している

とみることができる。 
    また、損害を否定した事例でみると、裁判例③では、生活に困窮をき

                                                        
(165) 長崎地決昭 30・2・16 行裁例集 6・2・295 頁 
(166) 奈良地決昭 29・2・18 行裁例集 5・12・2959 頁 
(167) 東京地決昭 27・7・28 税資 16・25 頁 
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移動その他滞納処分の続行を見るにおいては、申請人は多数の工員を

擁したまま、その操業は不可能となり、信用は失墜し、現在並に将来

において回復しがたい損失を蒙ることとなるから右執行の停止を命ぜ

られむことを求める。」旨申立てた。当裁判所は右申立を理由あるもの

と認め、行政事件訴訟特例法第 10 条に基いて主文（被申請人は別紙

目録（一）乃至（六）記載の各物件について、これが移動及び公売処

分の執行を停止せよ。）の通り決定する。 
     

  ロ その他の動産等の公売 
    滞納処分に関する裁判例では、その他の動産等の公売について損害を

認定し、申立てを認容したものが 11 件ある。 
        その内容をみると、裁判例①は、病院の医療設備の公売により、病院

の重症患者等が医療を受けられないことにより深刻な影響を受け、引い

ては生命又は身体に対する損害を生ずるおそれがあるとしたものであ

る（本件は例外的に申立人以外の第三者の損害を認定した事例である。）。

また、裁判例②は、公売財産（動産）の所有権を主張する第三者からの

申立てで、公売財産の所有権が申立人にあることを疎明した裁判例であ

り、本案に理由がある（本案訴訟で処分が取消し等となる可能性が高い）

ものとなっている。そして、これと同様の裁判例とみられるものが決定

理由の記載がないものも含め他に 5 件(163)存在する（裁判例②及び他の 5
件はすべて行特法時代の裁判例である。）。 
そのほかの 4 件は、決定理由の記載がない行特法時代の裁判例で、僅

少な滞納税金に対し高額の貨物自動車の公売であることを考慮したと

みられる事例(164)が 1 件、船舶仕掛品である鋼材 600 屯について、公売

では屑鉄化され 1 千万円程度の売却価額となるところ、船舶に仕上げた

                                                        
(163) 広島地決昭 32・7・18 税資 25・603 頁、福岡地決昭 31・4・27 税資 23・286 頁、

長崎地決昭 31・2・20 行裁例集 7・2・344 頁、長崎地決昭 31・2・16 行裁例集 7・
2・341 頁、名古屋地決昭 30・4・26 行裁例集 6・4・1112 頁 

(164) 宇都宮地決 31・3・24 行裁例集 7・3・622 頁 
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〔損害を否定した裁判例〕 
   ③ 東京地決昭 61・10・9 公刊物未登載 
     別紙差押物件目録記載の物件のうち、（中略）、動産は、油絵、彫刻

等の美術品の外、純金延板、高級外車等のいわゆるぜいたく品であり、

また、無体財産権の大部分は、ゴルフクラブの会員権であり、有価証

券は、いずれも株券であって、これらは、一般人が日常生活を営む上

で必要不可欠なものではなく、これらを公売に付したとしても、申立

人の生活に困窮をきたすなどして回復困難な損害が生ずるものとは認

められず、その損害を避けるため手続の続行を停止すべき緊急の必要

性があるものということはできない。この点について、申立人は、右

動産のうち、特に美術品は申立人において特別の愛着がある物品で

あって、いったん、公売されると再入手することが極めて困難であり、

ゴルフクラブの会員権についても、公売によりゴルフクラブの会員と

しての地位をはく奪され、申立人の名誉や社会的信用が著しく害され

ることになるので、これらの財産が公売されれば、申立人は回復困難

な損害を被ることになると主張する。しかしながら、美術品について

申立人主張のような事由があるとしても、そのことから直ちにその公

売により申立人が金銭補償の不可能又は著しく困難な損害を被るもの

とはいい難く、また申立人の所有する財産が公売に付されること自体

によって、殊更に申立人の社会的信用等が著しく害されるものという

こともできないのであるから、申立人の右主張は採用することができ

ない。 
   ④ 横浜地決昭 39・12・25 訟月 11・4・660 頁 
     差押物件目録記載一、二、四の物件は現に日常使用され、同三の物

件も夏季には使用されるいずれも申請人の日常の用務に必要な物件で

あることは認められるから、これらにつき換価処分が行われれば、通

常これら処分を受けることにより当然生ずる不利益を申請人が蒙るべ

きことは容易にうかがわれるところであるが、しかしこれにより回復
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たすか否かが損害の判断基準とされており、重大な損害が認定されるた

めには、裁判例④や⑤のように、単に損害が発生するだけでは足りず、

それによって、例えば生活困難や事業継続困難となるような特段の事情

の発生が必要になると考えられる。 
 
  〔損害を認定した裁判例〕 
   ① 大阪地決昭 37・3・10 国税例集 7・47 頁 

行政事件訴訟特例法 10条にいう「処分の執行により生ずべき損害」

とは、一般に執行停止の申請人に生ずべき損害を意味するものと解す

るのが相当である。しかしながら、本件の如く病院の医療設備に対す

る滞納処分の如きは、右の一般論をもって律しきれないものがある。

すなわち、右に対する滞納処分が執行されるときは、病院の患者就中

重症患者の中には、その病院で医療を受けられないことにより、深酷

な影響を受け、延いては生命又は身体に対する償うことのできない損

害を生ずることがないとはいえないのである。右のような病院の特殊

性に鑑み、病院の医療設備に対する滞納処分については、公共の福祉

の立場から、例外として患者に生ずべき損害をも勘案して執行停止の

要否を判断するのが相当である。 
   ② 京都地決昭 35・4・16 行裁例集 11・4・1177 頁 
     本件差押物件が申立人の所有であることが一応認められる以上、こ

れが同一のものでないとして、換言すれば本件差押物件が申立外Ａ株

式会社の所有であるとして、被申立人が右差押物件に対する公売処分

を執行するにおいては、申立人が償うことのできない損害を蒙ること

は明らかである（勿論この場合違法公売処分に対し国家賠償法による

救済は認められ、又国或は地方公共団体に損害賠償金支払能力が充分

認められるが、この一事を以て申立人に償うことのできない損害が発

生しないとは言い難い）。 
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停止をしても申立人の運命を左右しない（倒産に瀕する状態の回復には効

果がない）としたものである。裁判例④は、差押預金の喪失による損害は、

金銭賠償によりその満足が得られるものでありしかも国は常にその賠償の

支払能力があるとして損害を否定したものである。 
   以上の裁判例によれば、裁判例①及び②は、債権差押えの取立てについ

て、執行停止（処分の執行の停止又は手続の続行の停止）をしても、債権

の差押状態は維持されるため当該債権の利用はできず、損害を回避するこ

とができないため、損害は認定されないこととなる。また、行政庁が差押

債権の取立てを行ったとしても、不動産のように公売処分を行うことはな

く（したがって公売により廉価で売却されることは生じ得ず）、そのままの

価値で未納税額に充当されるため、原則として、処分取消しにより債権取

立て時と同額が還付されることから、執行停止を行う必要はないと考えら

れる(169)。なお、申立人が差押債権の効力の停止を申立てた場合の考え方

については第六章第二節で後述する。そのほか、裁判例①では、執行停止

における損害とは、申立人自身が被る損害のみが対象となることを明らか

にしており、裁判例③は、倒産に瀕している申立人について、執行停止を

してもその状態を解消する効果はないとして損害を否定するもので、執行

停止によりその目的を達成することができない場合、損害は認定されない

とみることができる。 
 

〔損害を否定する裁判例〕 
① 大阪地決昭 52・9・30 公刊物未登載 

本件処分は、金銭債権である定期預金債権に対する差押であるから、

                                                        
(169) 藤田ほか・前掲注(23)244 頁は、「金銭債権については、差押えの効力停止をしな

い以上、申立人はその債権の取立て、利用はできないのであるから、租税債権者が

これを取り立てても、それは申立人に積極的な不利益を与えるものではなく、しか

も申立人が本案で勝訴すれば租税債権者から取立金の返還を受けることができるこ

とになる。そうすると租税債権者の取立てを禁止するだけのために執行手続の続行

停止をする必要性はないことになる。」と述べられている。 
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が困難な損害を蒙り、且つその損害を避けるために緊急の必要がある

ことにつき疏明がない。 
   ⑤ 東京地決昭 27・6・9 税資 22・156 頁 
     別紙目録第二記載の物件は代替性を有するものであって、その公売

によって申請人は非代替的なものを失ふ訳ではなく、又打球業が流行

性を帯び現在がその流行期であるとしても，その流行期に於ける営業

不可能と言うことによって生ずる損害は、得べかりし経済的利益の喪

失と言うことであって、それ自体金銭の問題であって、金銭賠償によっ

て充分償い得るものである。従って申請人は右公売処分によって償う

ことのできない損害を蒙るものとは認められない。 
※ 差押財産は打球器（パチンコ台） 

 
（３）債権に関する裁判例 

滞納処分に関する裁判例では、債権に関する裁判例で認容した事例が 1
件(168)あるがその内容が不明であり検討の対象から除外している。 
また、損害を否定した事例として、裁判例①は、第一に、差押財産であ

る定期預金債権の取立てによる損害は金銭賠償により償うことができるも

のであり、執行停止の損害に該当しないこと、第二に、定期預金債権の差

押えの執行が停止されても差押処分は解除されず、共益債権者への配当が

直ちに可能となるものではないため、損害を回避することができないこと、

第三に、執行停止の損害は申立人自身が被るものに限られるところ、本件

は申立人以外の第三者に発生する損害であることを理由に損害を否定した

ものである。裁判例②は、貸付金の差押えに対する手続の続行の停止申立

てについて、仮に執行停止をしても差押えを解除する効果はないため、貸

付金の凍結状態は解消されず、損害を避ける手段として役立つものではな

いと判示したものである。裁判例③は、申立人は倒産に瀕しており、執行

                                                        
(168) 大阪高決昭 43・12・14 行裁例集 19・12・1917 頁 

108



109 

停止をしても申立人の運命を左右しない（倒産に瀕する状態の回復には効

果がない）としたものである。裁判例④は、差押預金の喪失による損害は、

金銭賠償によりその満足が得られるものでありしかも国は常にその賠償の

支払能力があるとして損害を否定したものである。 
   以上の裁判例によれば、裁判例①及び②は、債権差押えの取立てについ

て、執行停止（処分の執行の停止又は手続の続行の停止）をしても、債権

の差押状態は維持されるため当該債権の利用はできず、損害を回避するこ

とができないため、損害は認定されないこととなる。また、行政庁が差押

債権の取立てを行ったとしても、不動産のように公売処分を行うことはな

く（したがって公売により廉価で売却されることは生じ得ず）、そのままの

価値で未納税額に充当されるため、原則として、処分取消しにより債権取

立て時と同額が還付されることから、執行停止を行う必要はないと考えら

れる(169)。なお、申立人が差押債権の効力の停止を申立てた場合の考え方

については第六章第二節で後述する。そのほか、裁判例①では、執行停止

における損害とは、申立人自身が被る損害のみが対象となることを明らか

にしており、裁判例③は、倒産に瀕している申立人について、執行停止を

してもその状態を解消する効果はないとして損害を否定するもので、執行

停止によりその目的を達成することができない場合、損害は認定されない

とみることができる。 
 

〔損害を否定する裁判例〕 
① 大阪地決昭 52・9・30 公刊物未登載 

本件処分は、金銭債権である定期預金債権に対する差押であるから、

                                                        
(169) 藤田ほか・前掲注(23)244 頁は、「金銭債権については、差押えの効力停止をしな

い以上、申立人はその債権の取立て、利用はできないのであるから、租税債権者が

これを取り立てても、それは申立人に積極的な不利益を与えるものではなく、しか

も申立人が本案で勝訴すれば租税債権者から取立金の返還を受けることができるこ

とになる。そうすると租税債権者の取立てを禁止するだけのために執行手続の続行

停止をする必要性はないことになる。」と述べられている。 

108 

が困難な損害を蒙り、且つその損害を避けるために緊急の必要がある

ことにつき疏明がない。 
   ⑤ 東京地決昭 27・6・9 税資 22・156 頁 
     別紙目録第二記載の物件は代替性を有するものであって、その公売

によって申請人は非代替的なものを失ふ訳ではなく、又打球業が流行

性を帯び現在がその流行期であるとしても，その流行期に於ける営業

不可能と言うことによって生ずる損害は、得べかりし経済的利益の喪

失と言うことであって、それ自体金銭の問題であって、金銭賠償によっ

て充分償い得るものである。従って申請人は右公売処分によって償う

ことのできない損害を蒙るものとは認められない。 
※ 差押財産は打球器（パチンコ台） 

 
（３）債権に関する裁判例 

滞納処分に関する裁判例では、債権に関する裁判例で認容した事例が 1
件(168)あるがその内容が不明であり検討の対象から除外している。 
また、損害を否定した事例として、裁判例①は、第一に、差押財産であ

る定期預金債権の取立てによる損害は金銭賠償により償うことができるも

のであり、執行停止の損害に該当しないこと、第二に、定期預金債権の差

押えの執行が停止されても差押処分は解除されず、共益債権者への配当が

直ちに可能となるものではないため、損害を回避することができないこと、

第三に、執行停止の損害は申立人自身が被るものに限られるところ、本件

は申立人以外の第三者に発生する損害であることを理由に損害を否定した

ものである。裁判例②は、貸付金の差押えに対する手続の続行の停止申立

てについて、仮に執行停止をしても差押えを解除する効果はないため、貸

付金の凍結状態は解消されず、損害を避ける手段として役立つものではな

いと判示したものである。裁判例③は、申立人は倒産に瀕しており、執行

                                                        
(168) 大阪高決昭 43・12・14 行裁例集 19・12・1917 頁 
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場合であることが申立人の主張自体から明らかであるというほかはな

く、本件申立は失当として却下をまぬがれない。 
   ③ 東京地決昭 42・6・30 訟月 13・9・1136 頁 

本件差押を受けたことを契機として申立人が倒産に瀕していること

は否定できないけれども、申立人のおかれている上記のような現況の

もとにおいては、別紙第一目録 3、4 及び第二目録の債権の内容を実

現することが申立人の企業の運命を左右するほどのものとは認められ

ないのであつて、この債権に対する差押が継続することにより申立人

が倒産する旨の申立人の主張は、これを肯認することができない。そ

して、他に右差押の継続によつて申立人が行政事件訴訟法 25 条 2 項

にいう「回復の困難な損害」をこうむると認めるべき疎明はない。 
   ④ 大阪地決昭 35・10・22 訟月 7・1・195 頁 

本件において申立人らがこうむるべき損害とは、申立人らの主張自

体からうかがえるように、要するに、申立人らの株式会社Ａ銀行に対

する預金の返還請求権の喪失にほかならないのであつて、このような

損害については、金銭賠償によつてその満足がえられるものでありし

かも国は常にその賠償の支払能力があるものということができるから、

本件差押債権の取立によつて、申立人らが償うことのできない損害を

こうむるおそれがあるものとは言えない。 
 
（４）滞納処分が未執行の場合の裁判例 

 滞納処分が未執行の状態で執行停止申立てが認容された裁判例はない。 
また、損害が否定された事例をみると、裁判例①は、申立人が事実上事

業を停止している場合は、申立人に重大な損害が生ずるおそれはないとし

たものである。申立て時に既に事業停止状態となっている場合は、事業継

続困難のおそれは問題となり得ないため、緊急に避けるべき損害はなく、

重大な損害は否定されている。裁判例②は、差押えにより宗教法人の檀家

信者に対する宗教的道徳的信用が失墜することを理由に執行停止を申立
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本件処分の続行により申立人に生ずる損害は、金銭賠償により償うこ

とができ、申立人が回復の困難な損害を被るおそれがあるとは言えな

い。（中略）申立人は、本件差押処分により共益債権者に対する配当

が不可能となり零細な債権者である共益債権者に対する影響が大き

い旨主張するところ、仮に本件差押処分の執行が停止されても、差押

処分そのものが解除されるわけではないから、共益債権者に対する配

当が直ちに可能となるものではないのみならず、行政事件訴訟法 25
条 2項において行政処分の執行停止をするための要件として定められ

ている「回復の困難な損害」とは、当該行政処分により、その執行停

止を求める申立人自身が被る損害を指すものであり、申立人以外の第

三者が被る損害は執行停止の要件である損害には当らないと解され

るから、この点についての申立人の主張は失当である。 
   ② 松山地決昭 43・8・9 公刊物未登載 

申立人は、執行停止を求める理由として本件差押処分により申立人

会社の資金が現在いわば凍結状態になり営業が不能に陥っており、右

差押処分の手続が続行されるときは申立人は回復困難な損害を蒙る旨

を強調する。仮りに右主張が事実にそうものであり，かつ手続の続行

が停止されたとしても、右凍結状態が無くならないかぎり右損害の発

生は避けられず、右凍結状態は本件差押処分が取り消されて差押が解

除されないかぎり解消しない。しかるところ、申立人の求める本件執

行停止決定は、すでになされた右差押の状態を存続せしめたままその

決定以後の右差押処分の手続の続行をのみ停止する効果を有するに過

ぎないもので、すでになされた右差押処分の効力を取消し該差押を解

除する効果を有するものではないのであるから、本件執行停止の申立

が認容されても、何ら右凍結状態の解消には役立たない。これを要す

るに、本件においては、執行停止は、申立人主張の回復困難な損害を

避けるために役立つ手段とは全くいいえないのである。そうだとすれ

ば、本件は、行政事件訴訟法第 25 条第 2 項本文の要件を充足しない
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行停止の要件である回復の困難な損害には該当しないというべきであ

る。しかるところ、原告が宗教活動を行う法人であるというだけでか

かる特段の事情があるとすることはおよそ宗教活動を行う者に対して

は租税債権の保全を認めないのと殆ど異ならないことになるから、そ

れだけではかかる特段の事情があるというには到底足りず、他にかか

る特段の事情について主張も疎明もない。 
 
（５）損害の態様と重大な損害の認定 
   ⑴～⑷の滞納処分の執行停止に関する認容裁判例（38 件）を損害等の態

様別に整理すると次のとおりとなる。 

損害等の態様 件数 対象財産等 

① 自宅を失う損害 8 居住用不動産（自宅）(8) 

② 生活困難 2 農地(2) 

③ 事業継続困難 7 工場(1)、その他不動産(1)、生産設

備の重要な財産(3)、その他動産等(2) 
④ 生命・身体に対する

損害 1 その他動産等(1) 

⑤ 本案理由あり 12 農地(2)、工場(1)、その他不動産(3)、 
その他動産等(6) 

⑥ 僅少な滞納額に比べ

高額な財産の公売 3 工場(1)、その他不動産(1)、その他

動産等(1) 

⑦ その他 5 その他不動産(2)、その他動産等(1)、
詳細不明(2) 

合  計 38  

    
上記の損害等の態様から、重大な損害（すなわち既述した(170)「事後的

な金銭賠償だけでは償いきれない損害」）に該当するのは次の場合になると

考えられる。 

                                                        
(170) 第五章第二節 2⑶参照。 
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てたものであるが、その信用への影響は、課税処分の取消訴訟で勝訴判決

を得ることにより回復可能なものであり、財産の差押えによって生じる程

度の信用への影響は、特段の事情がない限り執行停止の要件である回復の

困難な損害には該当しないとするものである。滞納処分が未執行の状態で

執行停止を認めることは、租税債権の保全を認めないこととなり、行政目

的である国税収入の確保等に著しい支障を来すこととなるため、特に慎重

に考えるべき問題であると考えられる。この点については、第六章第三節

で考察を行っている。 
 
〔損害を否定する裁判例〕 

   ① 名古屋高決平 24・7・20 税資徴収関係判決順号 24-42 
抗告人は、有限会社Ａとともに、Ｂを設立する共同新設分割を行っ

て負債のみを残して資産の大半をＢに承継させており、これに伴い、

抗告人の従業員も全員退職して、事実上事業を停止していることに照

らすと、本件各処分やその執行又は手続の続行によって、抗告人に重

大な損害が生ずるおそれがあるとはいい難い。 
   ② 東京地決昭 63・10・11 公刊物未登載 
     本件申立ては未だ滞納処分がされていない状況のもとでその執行の

停止を求めるものであるから、これを認容すれば、当面財産の差押え

をもなし得ないこととなるところ、申立人がかかる裁判を求める理由

とするところは、要するに、差押えによって宗教法人である申立人の

檀家信者に対する宗教的道徳的信用が失墜するという点にあると解さ

れる。しかし、滞納処分としての財産の差押えはそれを受ける者の非

財産的信用に対しても何らかの影響を与えることがあるとは考えられ

るものの、その信用への影響は、通常は訴訟で滞納処分の前提となっ

ている課税処分の取消しを求め、その勝訴判決を得ることにより回復

可能なものであると考えられるところであり、したがって、財産の差

押えによって生じる程度の信用への影響は、特段の事情がない限り執
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（６）緊急の必要に関する裁判例 
   滞納処分に関する執行停止の裁判例では、重大な損害を避けるため「緊

急の必要がある」との要件について、裁判例①及び②のように、かつては

「緊急の必要」について個別に判断する事例があったものの、最近の裁判

例では、「重大な損害」が認められれば「緊急の必要」もあるとして一体と

して判断されることが通常となっている。 
   また、損害が発生するとみられるものの、緊急の必要がないとの理由で

損害を認定しなかったものとしては、裁判例③のように、自宅の公売が執

行されても、家屋が直ちに引き渡されるものではなく、買受人が家屋の明

渡し等を求めるには、民事訴訟の提起が必要であることを理由としたもの

があるが、当該事例は行特法時代のもので比較的厳格な解釈をしたとみら

れるものであり、損害要件を緩和した旧行訴法施行以降において、このよ

うな理由により重大な損害等を認定しなかった裁判例はなく、現在では、

重大な損害を認定しない理由とされることはないと考えられるものである。 
 
  〔緊急の必要があるとする裁判例〕 
   ① 横浜地決昭 43・10・4 判時 537・34 頁 

本件不動産については、国税徴収法に定める公売処分の着手がされ

ていないけれども、本件疏明資料によれば、被申立人は昭和 42 年 1
月 16 日付をもって本件不動産につき滞納処分による差押をし、昭和

43年3月2日には申立人に対し公売予告通知書を発したことが認めら

れ、してみれば日ならずして公売処分による換価がなされることが予

想されるのであって、右換価を防ぐためには公売公告後に執行停止を

すれば足りるとはいえず、差押がなされいつでも被申立人において公

売による換価ができるにいたった段階ですでに右停止を求める緊急の

必要性があるというべきである。 
   ② 大阪地決昭 39・3・30 行裁例集 15・3・401 頁 
          被申立人において何時にても右物件を公売に付し得る段階にある本
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①の自宅を失う損害については、⑴で述べたとおり、自宅というもの自

体に非代替的な独自の利益を認めているとみられるため、基本的に損害が

認められるものとなる。 
②の生活困難、③の事業継続困難、そして事例は限られるが④の生命・

身体に対する損害のおそれがある場合は、「事後的な金銭賠償だけでは償い

きれない損害」が発生することは明らかであり、損害が認定されると考え

られる。 
⑤の「本案理由あり」は、そのほとんどが行特法時代の裁判例で、最近

において認容事例は発生していないものであるが、公売財産の所有権を主

張する第三者が申立人で、当該所有権の存在を疎明するなど、本案訴訟で

処分が取消し等となる可能性が高い場合は、損害が認定される可能性が高

くなると考えられる。 
⑥の「僅少な税額に比べ高額な財産の公売」の 3 件は、全て昭和 28 年

～31 年の間に発生しているもので、当時は超過差押えの禁止規定のない旧

国税徴収法時代（現行の国税徴収法は昭和 35 年施行）の事例であり、現

在では発生する可能性がほとんどないとみられるものである。 
⑦の「その他」5 件は、極めて高額な損害の発生と特殊事情（申立人は

住専処理会社で極めて高額な損害の発生による回収率の低下は更なる国民

負担の増加を招くこと）があるもの、行政庁が執行停止を許容したもの、

行政庁が裁判所に意見書を提出しなかったものがそれぞれ 1 件、詳細不明

2 件となっている。 
   以上からすると、滞納処分の執行停止申立てがされた場合に、申立人に

発生する損害について、①自宅を失う損害、②生活困難、③事業継続困難、

④身体・生命に対する損害が認定される場合は、「事後的な金銭賠償だけで

は償いきれない損害」に該当することとなり、「重大な損害」が認定される

可能性が高くなると考えられる。 
 
 

114



115 

（６）緊急の必要に関する裁判例 
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114 

①の自宅を失う損害については、⑴で述べたとおり、自宅というもの自

体に非代替的な独自の利益を認めているとみられるため、基本的に損害が

認められるものとなる。 
②の生活困難、③の事業継続困難、そして事例は限られるが④の生命・

身体に対する損害のおそれがある場合は、「事後的な金銭賠償だけでは償い

きれない損害」が発生することは明らかであり、損害が認定されると考え

られる。 
⑤の「本案理由あり」は、そのほとんどが行特法時代の裁判例で、最近

において認容事例は発生していないものであるが、公売財産の所有権を主

張する第三者が申立人で、当該所有権の存在を疎明するなど、本案訴訟で

処分が取消し等となる可能性が高い場合は、損害が認定される可能性が高

くなると考えられる。 
⑥の「僅少な税額に比べ高額な財産の公売」の 3 件は、全て昭和 28 年

～31 年の間に発生しているもので、当時は超過差押えの禁止規定のない旧

国税徴収法時代（現行の国税徴収法は昭和 35 年施行）の事例であり、現

在では発生する可能性がほとんどないとみられるものである。 
⑦の「その他」5 件は、極めて高額な損害の発生と特殊事情（申立人は

住専処理会社で極めて高額な損害の発生による回収率の低下は更なる国民

負担の増加を招くこと）があるもの、行政庁が執行停止を許容したもの、

行政庁が裁判所に意見書を提出しなかったものがそれぞれ 1 件、詳細不明

2 件となっている。 
   以上からすると、滞納処分の執行停止申立てがされた場合に、申立人に

発生する損害について、①自宅を失う損害、②生活困難、③事業継続困難、

④身体・生命に対する損害が認定される場合は、「事後的な金銭賠償だけで

は償いきれない損害」に該当することとなり、「重大な損害」が認定される

可能性が高くなると考えられる。 
 
 

115



117 

（公益性）は、重大な損害の判断時に勘案されるため、本要件の適用場面は、

極めて限定的となる。すなわち、本要件の適用は、処分により発生する損害

との比較衡量の余地がないような重大な影響が公共の福祉に及ぶ場合に限ら

れるものと考えられ、一般に適用されることが稀な要件とされている(172)。

滞納処分に関する裁判例でも、本要件を認定した事例は昭和 25 年の 1 件の

みとなっており、滞納処分を停止することによる公共の福祉（国税収入の確

保等）への影響は限定的（当該事案のみ）であることからすると、滞納処分

の執行停止申立てについて、本要件を適用する場面は基本的にないものと考

えられる。 

２ 滞納処分に関する具体的な裁判例 

  滞納処分に関する下記の裁判例では、第一に、損害要件を満たさないとし

て執行停止の申立てを否定しつつ、第二に、「公共の福祉に重大な影響を及ぼ

すおそれがある」との要件についても判断を示し、所得税は国家財政収入の

中枢を占めているとし、その滞納処分を停止することは公共の福祉に重大な

影響があると判示したものであるが、今日では、このような理由により本要

件を適用することはないと考えられる。 
 〔公共の福祉に重大な影響があるとした裁判例〕 
  ○ 徳島地決昭 25・5・30 行裁例集 1 追録・1876 頁 
    所得税は現下の国家財政収入の中枢部を占めていることは顕著な事実

であり、これが滞納処分を停止することは公共の福祉に重大な影響ある

ものであるから前掲第二要件によつても本件申請を許容することはで

きない。 

                                                        
(172) 宇賀・前掲注（40）109 頁 
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件においては申立人は右損害を避けるため右手続の続行停止を求める

緊急の必要があると解すべきである（被申立人は、本件においてはい

まだ公売公告、公売の通知、見積価格及びその公告等の手続を全然経

ていないのであつて、緊急の必要ある場合に当らない旨主張するが、

被申立人においては何時にても公売－公売公告は公売の日の少なくと

も 10 日前である必要はあつても－に付し得るし、早急に公売に付さ

ないとの保証もないから公売処分のなされないうちは緊急の必要性な

いと解すべき別段の根拠もない。）。従つて本件申立は右要件にも欠け

るところがないというべきである。 
 
  〔緊急の必要がないとした裁判例〕 
   ③ 大阪高決昭 30・8・2 行裁例集 6・8・1965 頁 
     本件家屋について公売の手続が執行せられ、買受人が代金を納付し

て所有権を取得したとしても、本件家屋が直ちに買受人に引き渡され

るものではなく、買受人が抗告人に対し右家屋の明渡を求め、あるい

は取りこわすためその退去を求めるには、抗告人に対し通常の民事訴

訟を提起しなければならないものである。従って本件公売手続が執行

せられても、これによって抗告人に直ちに償うことのできない損害が

生ずるものではなく、その損害を避けるため執行を停止すべき緊急の

必要があるものということはできない。  

第三節 公共の福祉に関する裁判例 

１ 公共の福祉に関する裁判例の概況 

  執行停止の消極的要件である「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれが

ある」ことについては、既述したとおり(171)、一般的な意味での公共の福祉

                                                        
(171) 第二章第三節 2 参照。 
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滞納者から不動産を買受けたが未登記であった申立人は、民法 177 条の適用

により、その後に滞納者の財産として当該不動産を差し押さえた国に対抗で

きないこと、また、滞納者から当該譲渡の通知を受けた税務署長が滞納者名

義の当該不動産に対し差押処分をすることが不当といえないことから、本件

差押処分は有効であり、本案に理由がないことが明らかであるとしたも

の (173)、裁判例④は、公売処分の取消訴訟等を本案とし、単にこれに先行す

る課税処分の違法を理由として、その執行停止を求めることは、公売処分と

課税処分とはその目的を異にする別個の処分であり、課税処分の違法が当然

に公売処分の取消ないし無効を来たすものではないことから、本要件に該当

し、却下を免れないとした事例である。 
  また、本案について理由がないとみえることを否定した事例としては、次

のとおり、本案訴訟で事実認定が問題となる場合に、本案事件の訴訟手続で

審理が必要であるとの理由から、本要件の適用が否定されている。 
  その本案訴訟の内容をみると、裁判例⑤は、申立人が公売財産の差押え後

に交通事故損害賠償債権を取得したとして超過公売禁止の趣旨から、本件不

動産の差押解除及び本件公売の違法を争うもので、国税徴収法の規定等に照

らし、Ａ国税局長に裁量権の範囲の逸脱等が全くないと断定することはでき

ないから、本案事件で審理をせずに、直ちにその請求について明らかに理由

がないと判断することまではできないとしたもの、裁判例⑥は、公売処分（売

却決定）の売却価額が不当に低廉であること等を争うもので、申立人の主張

する違法事由が理由になり得ないとはいえず、その主張事実の存否は、本案

事件で審理をしなければ判断することはできないとしたもの、裁判例⑦は、

Ａ有限会社等の名称で行われていた中古外国産自動車の販売等に係る所得及

び売上が申立人個人に帰属するかどうかを争うもので、Ａ有限会社等は、法

人名で自動車の売買取引を行い、少なくとも一部の財産は法人名で管理され

                                                        
(173) 差押え前に不動産の譲渡を受け、未登記であった申立人が民法 177 条の適用によ

り差し押さえた国に対抗できないとした裁判例として、大阪地決昭 36・6・28 国税

例集 6・148 頁、福岡高決昭 30・2・17 行裁例集 6・2・301 頁、熊本地決昭 29・10・
20 行裁例集 5・10・2342 頁 
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第四節 本案について理由がないとみえることに関する裁判例 

１ 本案について理由がないとみえることに関する裁判例の概況 

  執行停止の消極的要件である「本案について理由がないとみえる」ことに

ついては、具体的には、申立人の主張に明らかに理由がないとき又は行政庁

において係争処分が適法要件を具備し、瑕疵のないことを疎明した場合に適

用され、この場合執行停止は認められないこととなる。滞納処分に関する執

行停止の裁判例において、本要件を認定し、執行停止を認めなかったものは

12 件であり、重大な損害等の損害要件と比較すると適用される場面は少なく

なっている。 
これは、滞納処分に関する執行停止申立ての場合、本案訴訟が課税処分で

あることも多く、事実認定を争う場合は本案訴訟での審理が必要とされ、本

要件が認定されにくいことや申立人は本要件について処分取消しの可能性が

あることを説明できればよく、その疎明責任を負っていないことが影響して

いるものと考えられる。 

２ 滞納処分に関する具体的な裁判例 

  滞納処分に関する裁判例では、本案について理由がないとみえることを認

定し、執行停止を認めなかった裁判例として、次のようなものがあり、本案

訴訟の提起理由が法令の解釈・適用を明らかに誤っているものが該当してい

る。 
  本要件を適用した本案訴訟の内容をみると、裁判例①は、公売処分の対象

となる租税債権の消滅時効を争うもので、対象となる法人税の消滅時効は、

本件差押え時点で未完成であったことが明らかであり、公売処分は適法に行

われたとしたもの、裁判例②は、公売の売却代金の配当順位を争うもので、

申立人の私債権が国税に優先するとの主張に対し、国税徴収法 26 条（国税

及び地方税等と私債権のとの競合の調整）の規定により国税への配当が認め

られるため、抗告人（申立人）の主張に理由がないとしたもの、裁判例③は、
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義の当該不動産に対し差押処分をすることが不当といえないことから、本件

差押処分は有効であり、本案に理由がないことが明らかであるとしたも

の (173)、裁判例④は、公売処分の取消訴訟等を本案とし、単にこれに先行す

る課税処分の違法を理由として、その執行停止を求めることは、公売処分と

課税処分とはその目的を異にする別個の処分であり、課税処分の違法が当然

に公売処分の取消ないし無効を来たすものではないことから、本要件に該当

し、却下を免れないとした事例である。 
  また、本案について理由がないとみえることを否定した事例としては、次

のとおり、本案訴訟で事実認定が問題となる場合に、本案事件の訴訟手続で

審理が必要であるとの理由から、本要件の適用が否定されている。 
  その本案訴訟の内容をみると、裁判例⑤は、申立人が公売財産の差押え後

に交通事故損害賠償債権を取得したとして超過公売禁止の趣旨から、本件不

動産の差押解除及び本件公売の違法を争うもので、国税徴収法の規定等に照

らし、Ａ国税局長に裁量権の範囲の逸脱等が全くないと断定することはでき

ないから、本案事件で審理をせずに、直ちにその請求について明らかに理由

がないと判断することまではできないとしたもの、裁判例⑥は、公売処分（売

却決定）の売却価額が不当に低廉であること等を争うもので、申立人の主張

する違法事由が理由になり得ないとはいえず、その主張事実の存否は、本案

事件で審理をしなければ判断することはできないとしたもの、裁判例⑦は、

Ａ有限会社等の名称で行われていた中古外国産自動車の販売等に係る所得及

び売上が申立人個人に帰属するかどうかを争うもので、Ａ有限会社等は、法

人名で自動車の売買取引を行い、少なくとも一部の財産は法人名で管理され

                                                        
(173) 差押え前に不動産の譲渡を受け、未登記であった申立人が民法 177 条の適用によ

り差し押さえた国に対抗できないとした裁判例として、大阪地決昭 36・6・28 国税

例集 6・148 頁、福岡高決昭 30・2・17 行裁例集 6・2・301 頁、熊本地決昭 29・10・
20 行裁例集 5・10・2342 頁 
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第四節 本案について理由がないとみえることに関する裁判例 

１ 本案について理由がないとみえることに関する裁判例の概況 

  執行停止の消極的要件である「本案について理由がないとみえる」ことに

ついては、具体的には、申立人の主張に明らかに理由がないとき又は行政庁

において係争処分が適法要件を具備し、瑕疵のないことを疎明した場合に適

用され、この場合執行停止は認められないこととなる。滞納処分に関する執

行停止の裁判例において、本要件を認定し、執行停止を認めなかったものは

12 件であり、重大な損害等の損害要件と比較すると適用される場面は少なく

なっている。 
これは、滞納処分に関する執行停止申立ての場合、本案訴訟が課税処分で

あることも多く、事実認定を争う場合は本案訴訟での審理が必要とされ、本

要件が認定されにくいことや申立人は本要件について処分取消しの可能性が

あることを説明できればよく、その疎明責任を負っていないことが影響して

いるものと考えられる。 

２ 滞納処分に関する具体的な裁判例 

  滞納処分に関する裁判例では、本案について理由がないとみえることを認

定し、執行停止を認めなかった裁判例として、次のようなものがあり、本案

訴訟の提起理由が法令の解釈・適用を明らかに誤っているものが該当してい

る。 
  本要件を適用した本案訴訟の内容をみると、裁判例①は、公売処分の対象

となる租税債権の消滅時効を争うもので、対象となる法人税の消滅時効は、

本件差押え時点で未完成であったことが明らかであり、公売処分は適法に行

われたとしたもの、裁判例②は、公売の売却代金の配当順位を争うもので、

申立人の私債権が国税に優先するとの主張に対し、国税徴収法 26 条（国税

及び地方税等と私債権のとの競合の調整）の規定により国税への配当が認め

られるため、抗告人（申立人）の主張に理由がないとしたもの、裁判例③は、
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私債権 X 億円余が優先すると主張する。しかしながら、記録に基づいて

検討するに、本件公売処分においては、国税、地方税又は公課が競合し、

「国税が地方税に先立ち、私債権がその地方税等におくれ、かつ、当該

国税に先立つとき」に該当することから、国税、地方税及び私債権三者

間の優先権の調整について規定する国税徴収法 26 条が適用され、この

規定によれば、買受代金 X 億 XXXX 万円が納付された場合、当該代金

は、滞納処分費に係る XX 万 XXXX 円に充てられるほか、X 億 XXX 万

XXX 円が本件滞納国税に充てられることが認められる。したがって、抗

告人の上記主張は採用することができない。 
 ③ 大阪地決平 6・7・21 公刊物未登載 

       申立人は、本件差押処分に先立つ平成 4 年 7 月 16 日、Ａから本件土

地建物を代金 XXXX 万円で買受けたことが認められる。しかし、国税滞

納処分による差押えについては、民法 177 条の適用があるものと解すべ

きであるから、登記をしていない申立人は、右買受けによる所有権取得

をもって租税債権者である国に対抗することはできず、本件差押処分に

差押目的物の所有者を誤った瑕疵があるということはできない。そして、

滞納者からその所有の不動産を第三者に譲渡した旨の通知を受けたから

といって、税務署長が滞納者名義の当該不動産に対し差押処分をするこ

とが不当といえないことは明らかであるから、仮に、Ａが被申立人に対

し本件土地建物を申立人に売却した旨の通知をしたとする申立人主張事

実が認められるとしても、国がいわゆる背信的悪意者に該当するものと

はいえない。したがって、本件差押処分は有効であり、本件執行停止申

立ては、本案について理由がないことが明らかなものとして、却下を免

れない。 
 ④ 熊本地決平 2・2・5 公刊物未登載 
   申立人は、本件において、公売処分の取消ないし無効確認の訴えを本

案としてこれに先行する課税処分の違法を理由に執行停止を申立ててい

るのであるが、公売処分と課税処分とは本来その目的を異にする別個の
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ていたことが一応認められるとして、一概に「本案について理由がない」と

いうことはできないと判示したものである。 
 
〔本案について理由がないとみえることを認定した裁判例〕 
 ① 札幌地決平 24・7・14 税資徴収関係判決順号 24-39 

    通則法 72 条 3 項により、国税徴収権の時効についても民法の規定が

準用されることから、国税徴収権の時効も民法 147 条 2 号により、差押

えがなされれば時効が中断する。そして、差押えの効力は、差押手続が

終了するまで継続する（民法 157 条 1 項）。本税が時効により消滅すれ

ば、延滞税もその発生当初に遡り発生していないことになる。本件滞納

国税の対象となる法人税（本税）は、法定納期限である昭和 51 年 6 月 8
日から時効が進行したものの（通則法 72 条 1 項）、昭和 54 年 10 月 11
日、本件先行差押えがなされたことにより、時効が中断し、疎乙 3 号証

の 2 ないし 5 によれば、本件先行差押えはその後、本件先行差押えに係

る差押財産のうち少なくとも 4 物件について、平成 14 年に公売されるま

で、取り消されることなく継続していたと認められるから、本件滞納国

税の対象となる法人税の消滅時効は、本件差押えがなされた昭和 56 年 6
月 10 日当時、未だ完成していなかったことが明らかである。よって、本

件公売処分は適法に行われたものであって、本件申立ては、行政事件訴

訟法 25 条 4 項「本案について理由がないとみえるとき」に当たり、失当

というほかない。 
 ② 東京高決平 19・6・11 公刊物未登載 

    本件は、「本案について理由がないとみえるとき」（行政事件訴訟法 25
条 4 項）に該当するから、その余の点について判断するまでもなく、本

件処分に係る公売手続の停止を求める抗告人の申立ては理由がないと

判断する。その理由は、次のとおり付加するほかは、原決定理由欄の 2
ないし 4 に記載のとおりであるから、これを引用する。抗告人は、本件

において、国税の本税は私債権の債権額に対抗できる租税債権でなく、
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他の事情について、本案事件の訴訟手続において審理をせずに、本件執

行停止申立てに係る当事者双方の主張・疎明資料のみから、直ちにその

請求の当否について明らかに理由がないと判断することまではできな

いというべきである。以上によれば、本件申立てが「本案について理由

がないとみえるとき」に該当するということはできない。 
 ⑥ 東京地決平 9・12・5 行裁例集 48・11-12・904 頁 
   申立人は、本件売却決定の違法事由として、その売却価額が不当に低

廉であること、本件売却決定が国税徴収法 92 条に違反することなどを

主張しているが、申立人の主張する違法事由がおよそ本件売却決定が取

り消されるべき理由にはなり得ないということはできない。そして、そ

の主張事実の存否については、本案事件の訴訟手続において審理をして

みなければ、直ちにその請求の当否について判断することはできないか

ら、本件については、「本案について理由がないとみえるとき」には該当

しないというべきである。 
 ⑦ 横浜地決平 19・4・25 裁判所ウェブサイト 
   本案事件は所得税法 12 条及び消費税法 11 条が適用されるかどうか、

すなわち、Ａ有限会社等の名称で行われていた中古外国産自動車の販売

等に係る所得及び売上が申立人個人に帰属するものであるかどうかが争

われているものであるが、疎明資料によれば、Ａ有限会社等は相当数の

従業員を擁し、法人名で自動車の売買取引を行い、少なくとも一部の財

産は法人名で管理されていたことが一応認められるのであって、これら

の事情に照らすならば、一概に「本案について理由がない」ということ

はできない。  
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処分であって課税処分の違法が当然に公売処分の取消ないし無効を来た

すものではないから、滞納処分の取消訴訟で単にこれに先行する課税処

分の違法を理由として、その執行停止を求めることは行政事件訴訟法 25
条 3 項後段に照らし許されず、却下を免れないものというほかない。 

 
〔本案について理由がないとみえることを否定した裁判例〕 
 ⑤ 東京地決平 23・9・27 税資徴収関係判決順号 23-52 

    本件公売処分の違法をいう点は、要するに、本件不動産の差押え後に

申立人が本件交通事故損害賠償債権を取得したことをもって超過公売

禁止の趣旨から、本件不動産の差押えを解除せずに本件公売処分を前提

とする公売手続を続行することが違法になる旨を主張するものと解す

ることができるところ、国税徴収法 79 条 2 項 2 号の趣旨や超過差押禁

止・超過公売禁止の趣旨に照らせば、差押えの解除をしないことが裁量

権の範囲の逸脱又はその濫用に当たることもあり得ないわけではなく、

前記前提事実によれば、本件不動産が申立人やその家族の居住用財産で

あり、他方、申立人は、本件不動産以外に、本件交通事故損害賠償債権

を有する可能性があること（しかも、その債権金額は、本件滞納国税の

うち本件不動産に付された平成 8年 12月 20日付け抵当権に優先する国

税の全部を納付できるだけでなく、本件滞納国税の全部又は相当程度を

納付できる程度のものである可能性もある。）がうかがわれること等に

照らすと、少なくとも申立人の主張中上記⑴〔2〕の本件公売処分の違

法をいう点は、本件において、仮に、本件交通事故損害賠償債権が居住

用不動産である本件不動産との関係で同法 79 条 2 項 2 号の「他に差し

押さえることができる適当な財産」に該当することとなれば、Ａ国税局

長において本件不動産の差押えを解除しないまま本件公売処分を前提

とする公売手続を続行することがその裁量権の範囲の逸脱又はその濫

用に当たる余地が全くないと断定することはできないというべきであ

る。そうであるとすれば、本件交通事故損害賠償債権の存否・金額その
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他の事情について、本案事件の訴訟手続において審理をせずに、本件執

行停止申立てに係る当事者双方の主張・疎明資料のみから、直ちにその

請求の当否について明らかに理由がないと判断することまではできな

いというべきである。以上によれば、本件申立てが「本案について理由

がないとみえるとき」に該当するということはできない。 
 ⑥ 東京地決平 9・12・5 行裁例集 48・11-12・904 頁 
   申立人は、本件売却決定の違法事由として、その売却価額が不当に低

廉であること、本件売却決定が国税徴収法 92 条に違反することなどを

主張しているが、申立人の主張する違法事由がおよそ本件売却決定が取

り消されるべき理由にはなり得ないということはできない。そして、そ

の主張事実の存否については、本案事件の訴訟手続において審理をして

みなければ、直ちにその請求の当否について判断することはできないか

ら、本件については、「本案について理由がないとみえるとき」には該当

しないというべきである。 
 ⑦ 横浜地決平 19・4・25 裁判所ウェブサイト 
   本案事件は所得税法 12 条及び消費税法 11 条が適用されるかどうか、

すなわち、Ａ有限会社等の名称で行われていた中古外国産自動車の販売

等に係る所得及び売上が申立人個人に帰属するものであるかどうかが争

われているものであるが、疎明資料によれば、Ａ有限会社等は相当数の

従業員を擁し、法人名で自動車の売買取引を行い、少なくとも一部の財

産は法人名で管理されていたことが一応認められるのであって、これら

の事情に照らすならば、一概に「本案について理由がない」ということ

はできない。  
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処分であって課税処分の違法が当然に公売処分の取消ないし無効を来た

すものではないから、滞納処分の取消訴訟で単にこれに先行する課税処

分の違法を理由として、その執行停止を求めることは行政事件訴訟法 25
条 3 項後段に照らし許されず、却下を免れないものというほかない。 

 
〔本案について理由がないとみえることを否定した裁判例〕 
 ⑤ 東京地決平 23・9・27 税資徴収関係判決順号 23-52 

    本件公売処分の違法をいう点は、要するに、本件不動産の差押え後に

申立人が本件交通事故損害賠償債権を取得したことをもって超過公売

禁止の趣旨から、本件不動産の差押えを解除せずに本件公売処分を前提

とする公売手続を続行することが違法になる旨を主張するものと解す

ることができるところ、国税徴収法 79 条 2 項 2 号の趣旨や超過差押禁

止・超過公売禁止の趣旨に照らせば、差押えの解除をしないことが裁量

権の範囲の逸脱又はその濫用に当たることもあり得ないわけではなく、

前記前提事実によれば、本件不動産が申立人やその家族の居住用財産で

あり、他方、申立人は、本件不動産以外に、本件交通事故損害賠償債権

を有する可能性があること（しかも、その債権金額は、本件滞納国税の

うち本件不動産に付された平成 8年 12月 20日付け抵当権に優先する国

税の全部を納付できるだけでなく、本件滞納国税の全部又は相当程度を

納付できる程度のものである可能性もある。）がうかがわれること等に

照らすと、少なくとも申立人の主張中上記⑴〔2〕の本件公売処分の違

法をいう点は、本件において、仮に、本件交通事故損害賠償債権が居住

用不動産である本件不動産との関係で同法 79 条 2 項 2 号の「他に差し

押さえることができる適当な財産」に該当することとなれば、Ａ国税局

長において本件不動産の差押えを解除しないまま本件公売処分を前提

とする公売手続を続行することがその裁量権の範囲の逸脱又はその濫

用に当たる余地が全くないと断定することはできないというべきであ

る。そうであるとすれば、本件交通事故損害賠償債権の存否・金額その
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行停止の処分(174)に該当する。この場合、処分の執行の停止又は手続の続

行の停止により執行停止の目的が達成できる場合は、処分の効力の停止を

することはできない（行訴法 25 条 2 項ただし書）。例えば、差押不動産の

公売の執行停止を求める場合、差押不動産は通常使用収益が可能であり、

公売処分について手続の続行の停止を求めれば、執行停止の目的を達成で

きることから、このような場合に、差押処分の効力の停止を求めることは

不適法な申立てとなる。 

   また、課税処分と滞納処分は、行政目的を異にする別個の処分であるが、

課税処分の取消訴訟を本案訴訟とし、続行処分として滞納処分の執行停止

を求めることは適法とされる（大阪高決昭 43・12・14 行裁例集 19・12・
1917 頁ほか多数）(175)。 

（２）当事者適格 

 イ 申立人適格 
   執行停止の申立人適格(176)を有するのは、本案訴訟における原告であ

り、それ以外の者からの申立ては不適法なものとなる。 
滞納処分に関する執行停止申立てでは、処分の名宛人である滞納者の

ほか、公売財産の所有権を主張する第三者や公売不動産の抵当権者など

が該当する。 
 ロ 被申立人適格 
   執行停止の被申立人適格を有する者は、原則として、本案訴訟におけ

                                                        
(174) 執行停止における処分とは、「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」（行

訴法 3 条 2 項）であり、最判昭 39・10・29 民集 18・8・1809 頁は、この処分につ

いて「公権力の主体たる国または公共団体が行う行為のうち、その行為によつて、

直接国民の権利義務を形成しまたはその範囲を確定することが法律上認められてい

るものをいう」と判示している。第二章第二節 1⑴イ参照。 
(175) 大阪高決昭 43・12・14 行裁例集 19・12・1917 頁は、「滞納処分は賦課処分の執

行としての意味を有することを否定できないから、賦課処分の取消訴訟が係属して

いる場合、賦課処分の広義における執行の停止として、滞納処分の手続の続行を停

止することは、何等差支えないものというべきである。」と判示している。 
(176) 執行停止の申立人適格は、本案訴訟の原告適格の判断と同一であり、行訴法 9 条の

「法律上の利益を有する者」に該当するかで判断することとなる。 
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第六章 滞納処分における執行停止の適用関係 

 本章では、第一章から第五章までの裁判例や学説等の検討結果を取りまとめ、

滞納処分における執行停止の各要件ごとの適用関係を明らかにするとともに、

関連する諸課題について考察する。 

第一節 執行停止要件の判定 

 執行停止の申立てが認容されるためには、手続的要件である「執行停止申立

てが一般的訴訟要件を具備していること」及び「本案が適法に提起され係属し

ていること」並びに実体的要件である「重大な損害を避けるため緊急の必要が

あること」の各要件をいずれも満たすとともに、実体的要件のうち「公共の福

祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること」又は「本案について理由がないと

みえること」に該当しないことを要する。 

また、各要件の適用に当たっては、執行停止の目的が、本案訴訟の勝訴判決

の価値及び効果を失わせないことにあり、その効果は将来に向かってのみ生ず

ることを踏まえて判断を行う必要がある。 

滞納処分について執行停止の申立てがあった場合、各要件の認否については、

以下により判定することとなる。 

１ 「執行停止申立てが一般的訴訟要件を具備していること」の判定 

  滞納処分に対する執行停止申立てが認容されるためには、次のような一般

的訴訟要件をすべて具備することが必要であり、本要件については、申立人

が疎明責任を負っている。 

（１）執行停止の対象となる処分 

   執行停止は、処分の効力、処分の執行又は手続の続行の停止をすること

ができる（行訴法 25 条 2 項本文）が、滞納処分は、原則として、この執
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行停止の処分(174)に該当する。この場合、処分の執行の停止又は手続の続

行の停止により執行停止の目的が達成できる場合は、処分の効力の停止を

することはできない（行訴法 25 条 2 項ただし書）。例えば、差押不動産の

公売の執行停止を求める場合、差押不動産は通常使用収益が可能であり、

公売処分について手続の続行の停止を求めれば、執行停止の目的を達成で

きることから、このような場合に、差押処分の効力の停止を求めることは

不適法な申立てとなる。 

   また、課税処分と滞納処分は、行政目的を異にする別個の処分であるが、

課税処分の取消訴訟を本案訴訟とし、続行処分として滞納処分の執行停止

を求めることは適法とされる（大阪高決昭 43・12・14 行裁例集 19・12・
1917 頁ほか多数）(175)。 
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 イ 申立人適格 
   執行停止の申立人適格(176)を有するのは、本案訴訟における原告であ

り、それ以外の者からの申立ては不適法なものとなる。 
滞納処分に関する執行停止申立てでは、処分の名宛人である滞納者の

ほか、公売財産の所有権を主張する第三者や公売不動産の抵当権者など

が該当する。 
 ロ 被申立人適格 
   執行停止の被申立人適格を有する者は、原則として、本案訴訟におけ

                                                        
(174) 執行停止における処分とは、「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」（行

訴法 3 条 2 項）であり、最判昭 39・10・29 民集 18・8・1809 頁は、この処分につ

いて「公権力の主体たる国または公共団体が行う行為のうち、その行為によつて、

直接国民の権利義務を形成しまたはその範囲を確定することが法律上認められてい

るものをいう」と判示している。第二章第二節 1⑴イ参照。 
(175) 大阪高決昭 43・12・14 行裁例集 19・12・1917 頁は、「滞納処分は賦課処分の執

行としての意味を有することを否定できないから、賦課処分の取消訴訟が係属して

いる場合、賦課処分の広義における執行の停止として、滞納処分の手続の続行を停

止することは、何等差支えないものというべきである。」と判示している。 
(176) 執行停止の申立人適格は、本案訴訟の原告適格の判断と同一であり、行訴法 9 条の

「法律上の利益を有する者」に該当するかで判断することとなる。 
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第六章 滞納処分における執行停止の適用関係 

 本章では、第一章から第五章までの裁判例や学説等の検討結果を取りまとめ、

滞納処分における執行停止の各要件ごとの適用関係を明らかにするとともに、

関連する諸課題について考察する。 

第一節 執行停止要件の判定 

 執行停止の申立てが認容されるためには、手続的要件である「執行停止申立

てが一般的訴訟要件を具備していること」及び「本案が適法に提起され係属し

ていること」並びに実体的要件である「重大な損害を避けるため緊急の必要が

あること」の各要件をいずれも満たすとともに、実体的要件のうち「公共の福

祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること」又は「本案について理由がないと

みえること」に該当しないことを要する。 

また、各要件の適用に当たっては、執行停止の目的が、本案訴訟の勝訴判決

の価値及び効果を失わせないことにあり、その効果は将来に向かってのみ生ず

ることを踏まえて判断を行う必要がある。 

滞納処分について執行停止の申立てがあった場合、各要件の認否については、

以下により判定することとなる。 
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  滞納処分に対する執行停止申立てが認容されるためには、次のような一般
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   執行停止は、処分の効力、処分の執行又は手続の続行の停止をすること
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   滞納処分に関する執行停止申立てでは、公売手続が終了している場

合 (178)や差押債権について当該債権の取立てが終了している場合(179)は、

当該処分に対する執行停止申立ては不適法なものとなる。 
 ハ 執行停止をしても損害を避ける効果がないこと 
   申立ての利益を認めるためには、執行停止により現実に救済されるこ

とが必要であり、執行停止をしても重大な損害を避けることができない

場合は、申立ての利益を欠くことになる。 
   滞納処分に関する執行停止申立てでは、差押債権について、当該差押

債権に係る資金がなければ営業継続が困難であることを理由に手続の続

行の停止を申立てた場合に、執行停止をしても、当該債権に対する差押

の効果は変わらない（当該資金は凍結状態で利用はできない）ため、申

立ての利益を欠くこととなる(180)。 

２ 「本案が適法に提起され係属していること」の判定 

 滞納処分に対する執行停止申立てが認容されるためには、本案訴訟が適法

に提起され係属していることが必要であり、本積極要件については、申立人

が疎明責任を負っている。 
（１）執行停止決定時までに本案が係属していること 
  執行停止申立て時に本案訴訟が提起されていなくても、その決定時まで

に本案訴訟が係属していれば、申立ては適法となる。 
（２）本案が一般的な訴訟要件を具備していること 
  執行停止の目的は、本案訴訟の勝訴判決の価値及び効果を失わせないこ

とにあるため、本案訴訟の勝訴が見込まれない場合にまで執行停止を認め

る必要はない。このため、本案訴訟については、当事者適格や不服申立て

前置等の一般的訴訟要件を具備していることが求められる。 

                                                        
(178) 大阪地決平 24・8・10 税資徴収関係判決順号 24-47 等 
(179) 東京地決昭 42・6・30 訟月 13・9・1136 頁 
(180) 松山地決昭 43・8・9 公刊物未登載 
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る被告と同一の者となる。この場合、行訴法 11 条 1 項の被告適格の規

定が適用され、処分をした行政庁が国又は公共団体に所属する場合は、

当該国又は公共団体が被告適格（被申立人適格）を有する者となる。 
国税の滞納処分に関する執行停止申立ての場合、本案訴訟の係争処分

をした行政庁と執行停止の対象となる処分を行う行政庁が同一の場合

と異なる場合（税務署長から国税局長へ徴収の引継を行った場合等）が

あるが、いずれの場合も該当する行政庁は国に所属していることから、

被申立人適格を有する者は国となる。 
（３）申立ての利益 
  執行停止の申立てを行うためには、申立ての利益が必要である。この申

立ての利益を認めるためには、執行停止が認容された場合に、申立人に法

律上の利益が存在し、現実に救済される（重大な損害を避け得る）ことが

必要である。そして、次のような場合など、申立ての利益を欠く場合は不

適法な申立てとなる。 
 イ 拒否処分 
   拒否処分(177)はそれ自体何らの積極的な内容を有しておらず、執行停

止を行っても、単に当該拒否処分がなされなかった状態を回復するだけ

であるため、原則として、申立ての利益はない。ただし、拒否処分であっ

ても執行停止により何らかの法律上の利益がある場合は、例外的に適法

な申立てとなる。 
   滞納処分に関する拒否処分の例としては、納税の猶予申請（国税通則

法 46 条）の不許可処分などがある。 
 ロ 対象となる処分の終了 
   執行停止の効果は将来に向かってのみ生ずることから、執行停止を求

める処分が終了している場合は、現実に救済される可能性がなく、申立

ての利益を欠くこととなる。 

                                                        
(177) 拒否処分とは法令に基づく申請を行政庁が却下又は棄却する処分である。 
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前置等の一般的訴訟要件を具備していることが求められる。 

                                                        
(178) 大阪地決平 24・8・10 税資徴収関係判決順号 24-47 等 
(179) 東京地決昭 42・6・30 訟月 13・9・1136 頁 
(180) 松山地決昭 43・8・9 公刊物未登載 
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る被告と同一の者となる。この場合、行訴法 11 条 1 項の被告適格の規

定が適用され、処分をした行政庁が国又は公共団体に所属する場合は、

当該国又は公共団体が被告適格（被申立人適格）を有する者となる。 
国税の滞納処分に関する執行停止申立ての場合、本案訴訟の係争処分

をした行政庁と執行停止の対象となる処分を行う行政庁が同一の場合

と異なる場合（税務署長から国税局長へ徴収の引継を行った場合等）が

あるが、いずれの場合も該当する行政庁は国に所属していることから、

被申立人適格を有する者は国となる。 
（３）申立ての利益 
  執行停止の申立てを行うためには、申立ての利益が必要である。この申

立ての利益を認めるためには、執行停止が認容された場合に、申立人に法

律上の利益が存在し、現実に救済される（重大な損害を避け得る）ことが

必要である。そして、次のような場合など、申立ての利益を欠く場合は不

適法な申立てとなる。 
 イ 拒否処分 
   拒否処分(177)はそれ自体何らの積極的な内容を有しておらず、執行停

止を行っても、単に当該拒否処分がなされなかった状態を回復するだけ

であるため、原則として、申立ての利益はない。ただし、拒否処分であっ

ても執行停止により何らかの法律上の利益がある場合は、例外的に適法

な申立てとなる。 
   滞納処分に関する拒否処分の例としては、納税の猶予申請（国税通則

法 46 条）の不許可処分などがある。 
 ロ 対象となる処分の終了 
   執行停止の効果は将来に向かってのみ生ずることから、執行停止を求

める処分が終了している場合は、現実に救済される可能性がなく、申立

ての利益を欠くこととなる。 

                                                        
(177) 拒否処分とは法令に基づく申請を行政庁が却下又は棄却する処分である。 
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重大な損害が認定される可能性が高い(181)。 
 〔損害の発生を否定する事実〕 
  ① 申立人が居住していない場合(182)や申立人の生活の本拠ではない場

合(183)など、実質的に申立人の自宅と認められない場合 
  ② 申立人等が滞納税額を完納できる十分な資産等を有するなど、滞納

処分を回避できる手段を有する場合(184)（申立人が滞納者以外の第三

者である場合を除く。） 
  （注） 申立人が自宅で居住を開始してそれほど期間が経過していない

場合や同じ生活圏に他に自宅として使用できる不動産を有する場

合は、損害の程度は軽度であり、転居を困難とする特段の事情が

ない限り、重大な損害を認定されない可能性があると考える。 
ロ 生活困難 

   滞納処分により生活困難の状態となるおそれがある場合は、次の「損

害の発生を否定する事実」に該当しない場合、重大な損害が認定される

可能性が高い(185)。 
 〔損害の発生を否定する事実〕 
  ① 申立人等が滞納税額を完納できる十分な資産等を有するなど、滞納

処分を回避できる手段を有する場合（申立人が滞納者以外の第三者で

ある場合を除く。） 
  ② 公売財産以外に資産や収入等があり、生活に大きな支障は生じない

場合(186) 
  ③ 申立人以外の損害である場合(187) 
 ハ 事業継続困難 

                                                        
(181) 横浜地決平 19・4・25 裁判所ウェブサイト等 
(182) 東京地決平 19・7・18 公刊物未登載 
(183) 札幌地決平 18・8・24 公刊物未登載 
(184) 福岡高決昭 32・10・3 訟月 4・1・73 頁 
(185) 水戸地決昭 36・1・8 行裁例集 12・12・2500 頁等 
(186) 高松地決昭 31・2・27 税資 23・67 頁 
(187) 大阪地決昭 52・9・30 公刊物未登載等 
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３ 「重大な損害を避けるため緊急の必要があること」の判定 

  滞納処分に対する執行停止申立てが認容されるためには、「重大な損害を避

けるため緊急の必要があること」との要件を満たす必要があり、本積極要件

については、申立人が疎明責任を負っている。 
（１）滞納処分に関する重大な損害の考え方 

滞納処分に関する重大な損害の認定は、第五章第二節 2 で既述したとお

り、滞納処分の行政目的と申立人の損害を比較衡量し、行政目的を一時的

に犠牲にしても救済する必要性の有無で判定することになる。前者は、高

度の公益性を有するが、差押えにより国税債権を確保済みの場合、処分を

急ぐ必要性は高くはないとされ、後者は、通常、事後的な金銭賠償により

救済が可能な損害とされているが、処分や損害全般を総合的に比較衡量し、

申立人の損害について「事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害」が

認められる場合に重大な損害が認定されることとなる。 
（２）滞納処分に関する重大な損害の判定基準 
  滞納処分に対する執行停止申立てにおいて、重大な損害を認定される可

能性が高い損害（事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害）は、第五

章第二節３⑸で既述したとおり、①自宅を失う損害、②生活困難、③事業

継続困難、④身体・生命に対する損害のいずれかに該当する場合と考えら

れる。そして、それぞれの損害を認定するための具体的な判定方法は次の

とおりとなる。 
  なお、申立人の資産・事業規模等と比較し、損害の程度が著しく大きい

場合は、重大な損害が認定され易くなること、また、重大な損害とまでは

いえない場合でも、本案に理由がある場合（本案訴訟で処分が取消し等と

なる可能性が高い場合）は重大な損害が認定される場合があることに留意

する必要がある。 
 イ 自宅を失う損害 
   滞納処分により自宅として使用している居住用財産を失うことが見込

まれる場合は、次の「損害の発生を否定する事実」に該当しない場合、
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重大な損害が認定される可能性が高い(181)。 
 〔損害の発生を否定する事実〕 
  ① 申立人が居住していない場合(182)や申立人の生活の本拠ではない場

合(183)など、実質的に申立人の自宅と認められない場合 
  ② 申立人等が滞納税額を完納できる十分な資産等を有するなど、滞納

処分を回避できる手段を有する場合(184)（申立人が滞納者以外の第三

者である場合を除く。） 
  （注） 申立人が自宅で居住を開始してそれほど期間が経過していない

場合や同じ生活圏に他に自宅として使用できる不動産を有する場

合は、損害の程度は軽度であり、転居を困難とする特段の事情が

ない限り、重大な損害を認定されない可能性があると考える。 
ロ 生活困難 

   滞納処分により生活困難の状態となるおそれがある場合は、次の「損

害の発生を否定する事実」に該当しない場合、重大な損害が認定される

可能性が高い(185)。 
 〔損害の発生を否定する事実〕 
  ① 申立人等が滞納税額を完納できる十分な資産等を有するなど、滞納

処分を回避できる手段を有する場合（申立人が滞納者以外の第三者で

ある場合を除く。） 
  ② 公売財産以外に資産や収入等があり、生活に大きな支障は生じない

場合(186) 
  ③ 申立人以外の損害である場合(187) 
 ハ 事業継続困難 

                                                        
(181) 横浜地決平 19・4・25 裁判所ウェブサイト等 
(182) 東京地決平 19・7・18 公刊物未登載 
(183) 札幌地決平 18・8・24 公刊物未登載 
(184) 福岡高決昭 32・10・3 訟月 4・1・73 頁 
(185) 水戸地決昭 36・1・8 行裁例集 12・12・2500 頁等 
(186) 高松地決昭 31・2・27 税資 23・67 頁 
(187) 大阪地決昭 52・9・30 公刊物未登載等 
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３ 「重大な損害を避けるため緊急の必要があること」の判定 

  滞納処分に対する執行停止申立てが認容されるためには、「重大な損害を避

けるため緊急の必要があること」との要件を満たす必要があり、本積極要件

については、申立人が疎明責任を負っている。 
（１）滞納処分に関する重大な損害の考え方 

滞納処分に関する重大な損害の認定は、第五章第二節 2 で既述したとお

り、滞納処分の行政目的と申立人の損害を比較衡量し、行政目的を一時的

に犠牲にしても救済する必要性の有無で判定することになる。前者は、高

度の公益性を有するが、差押えにより国税債権を確保済みの場合、処分を

急ぐ必要性は高くはないとされ、後者は、通常、事後的な金銭賠償により

救済が可能な損害とされているが、処分や損害全般を総合的に比較衡量し、

申立人の損害について「事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害」が

認められる場合に重大な損害が認定されることとなる。 
（２）滞納処分に関する重大な損害の判定基準 
  滞納処分に対する執行停止申立てにおいて、重大な損害を認定される可

能性が高い損害（事後的な金銭賠償だけでは償いきれない損害）は、第五

章第二節３⑸で既述したとおり、①自宅を失う損害、②生活困難、③事業

継続困難、④身体・生命に対する損害のいずれかに該当する場合と考えら

れる。そして、それぞれの損害を認定するための具体的な判定方法は次の

とおりとなる。 
  なお、申立人の資産・事業規模等と比較し、損害の程度が著しく大きい

場合は、重大な損害が認定され易くなること、また、重大な損害とまでは

いえない場合でも、本案に理由がある場合（本案訴訟で処分が取消し等と

なる可能性が高い場合）は重大な損害が認定される場合があることに留意

する必要がある。 
 イ 自宅を失う損害 
   滞納処分により自宅として使用している居住用財産を失うことが見込

まれる場合は、次の「損害の発生を否定する事実」に該当しない場合、

129



131 

４ 「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること」の判定 

 滞納処分の執行停止により「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあ

る」ときは、執行停止をすることはできない。本消極的要件については、相

手方行政庁が疎明責任を負っている。 
 滞納処分を停止することによる一般的な公共の福祉（公益性）への影響は、

重大な損害の判定時に処分により発生する損害と比較衡量される。このため、

本要件を適用する場面は、処分により生ずる損害との比較衡量の余地がない

ような極めて重大な影響を公共の福祉に及ぼす場合に限られることとなる。 
 滞納処分を停止した場合の公共の福祉（滞納処分の行政目的である国税収

入の確保等）への影響は、限定的（当該事案のみ）であることから、滞納処

分に対する執行停止申立てについて、本要件を適用できる場面は基本的にな

いと考えられる。 

５ 「本案について理由がないとみえること」の判定 

 滞納処分に対する執行停止において「本案について理由がないとみえる」

ときは、執行停止をすることはできない。本消極的要件については、相手方

行政庁が疎明責任を負っている。 
 本要件を適用するには、①申立人の主張に明らかに理由がないと認められ

ること又は②行政庁において係争処分が適法要件を具備し、瑕疵のないこと

を疎明することが必要となる。申立人は処分の違法性の疑いが多少なりとも

存在する程度まで疎明すればよいとされる。 
 滞納処分に関する執行停止申立てでは、本案訴訟の提起理由が法令の解

釈・適用を明らかに誤っている場合に、本要件が認められており、他方、本

案訴訟で特定の法令の適用について事実認定が問題となっている場合は、本

案訴訟での審理が必要であるとして、本要件の適用が認められない場合が多

くなっている。 
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   滞納処分により事業継続困難の状態となるおそれがある場合は、次の

「損害の発生を否定する事実」に該当しない場合、重大な損害が認定さ

れる可能性が高い(188)。 
〔損害の発生を否定する事実〕 

  ① 申立人が事業を停止（事実上停止を含む。）している場合(189) 
  ② 執行停止をしても申立人の事業停止を回避できない場合(190)（滞納

額以外に多額の支払困難の債務があり、執行停止をしても事業停止を

回避できない場合など） 
  ③ 申立人等が滞納税額を完納できる十分な資産等を有するなど、滞納

処分を回避できる手段を有する場合（申立人が滞納者以外の第三者で

ある場合を除く。） 
  ④ 公売財産以外に資産や収入等があり、事業の継続に大きな支障は生

じない場合 
  ⑤ 申立人以外の損害である場合 
 ニ 生命・身体に対する損害 
   滞納処分により生命・身体に対する損害が発生するおそれがある場合

は、重大な損害を認定される可能性が高い。滞納処分は滞納者の財産に

対して執行するものであり、通常、直接的に生命・身体に対する損害が

発生することは考えられないが、裁判例(191)のように、病院の医療設備

を公売するような場合には間接的に発生する可能性がある。 
 なお、重大な損害の判断に際し、原則として、申立人以外の第三者に

対する損害は対象とならないが、生命・身体に対する損害は、例外的に

対象となる。 

                                                        
(188) 大阪地決昭 39・12・25 行裁例集 15・12・2337 頁等 
(189) 名古屋高決平 24・7・20 税資徴収関係判決順号 24-42 等 
(190) 東京地決昭 42・6・30 訟月 13・9・1136 頁 
(191) 大阪地決昭 37・3・10 国税例集 7・47 頁 
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４ 「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあること」の判定 

 滞納処分の執行停止により「公共の福祉に重大な影響を及ぼすおそれがあ

る」ときは、執行停止をすることはできない。本消極的要件については、相

手方行政庁が疎明責任を負っている。 
 滞納処分を停止することによる一般的な公共の福祉（公益性）への影響は、

重大な損害の判定時に処分により発生する損害と比較衡量される。このため、

本要件を適用する場面は、処分により生ずる損害との比較衡量の余地がない

ような極めて重大な影響を公共の福祉に及ぼす場合に限られることとなる。 
 滞納処分を停止した場合の公共の福祉（滞納処分の行政目的である国税収

入の確保等）への影響は、限定的（当該事案のみ）であることから、滞納処

分に対する執行停止申立てについて、本要件を適用できる場面は基本的にな

いと考えられる。 

５ 「本案について理由がないとみえること」の判定 

 滞納処分に対する執行停止において「本案について理由がないとみえる」

ときは、執行停止をすることはできない。本消極的要件については、相手方

行政庁が疎明責任を負っている。 
 本要件を適用するには、①申立人の主張に明らかに理由がないと認められ

ること又は②行政庁において係争処分が適法要件を具備し、瑕疵のないこと

を疎明することが必要となる。申立人は処分の違法性の疑いが多少なりとも

存在する程度まで疎明すればよいとされる。 
 滞納処分に関する執行停止申立てでは、本案訴訟の提起理由が法令の解

釈・適用を明らかに誤っている場合に、本要件が認められており、他方、本

案訴訟で特定の法令の適用について事実認定が問題となっている場合は、本

案訴訟での審理が必要であるとして、本要件の適用が認められない場合が多

くなっている。 
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   滞納処分により事業継続困難の状態となるおそれがある場合は、次の

「損害の発生を否定する事実」に該当しない場合、重大な損害が認定さ

れる可能性が高い(188)。 
〔損害の発生を否定する事実〕 

  ① 申立人が事業を停止（事実上停止を含む。）している場合(189) 
  ② 執行停止をしても申立人の事業停止を回避できない場合(190)（滞納

額以外に多額の支払困難の債務があり、執行停止をしても事業停止を

回避できない場合など） 
  ③ 申立人等が滞納税額を完納できる十分な資産等を有するなど、滞納

処分を回避できる手段を有する場合（申立人が滞納者以外の第三者で

ある場合を除く。） 
  ④ 公売財産以外に資産や収入等があり、事業の継続に大きな支障は生

じない場合 
  ⑤ 申立人以外の損害である場合 
 ニ 生命・身体に対する損害 
   滞納処分により生命・身体に対する損害が発生するおそれがある場合

は、重大な損害を認定される可能性が高い。滞納処分は滞納者の財産に

対して執行するものであり、通常、直接的に生命・身体に対する損害が

発生することは考えられないが、裁判例(191)のように、病院の医療設備

を公売するような場合には間接的に発生する可能性がある。 
 なお、重大な損害の判断に際し、原則として、申立人以外の第三者に

対する損害は対象とならないが、生命・身体に対する損害は、例外的に

対象となる。 

                                                        
(188) 大阪地決昭 39・12・25 行裁例集 15・12・2337 頁等 
(189) 名古屋高決平 24・7・20 税資徴収関係判決順号 24-42 等 
(190) 東京地決昭 42・6・30 訟月 13・9・1136 頁 
(191) 大阪地決昭 37・3・10 国税例集 7・47 頁 
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２ 差押処分の効力停止について考慮すべき事項 

 重大な損害の判断は、滞納処分により達成しようとする行政目的と申立人

の損害を比較衡量して決定される。通常、国税収入の確保等を目的とする滞

納処分は、高度の公益性を有する(192)とされるものの、差押えにより国税債

権を確保している場合、処分を急ぐ必要性は高くはないとされている。しか

し、差押処分の効力停止決定により差押えを解除した場合、国税収入に充て

るために確保していた債権は失われることとなる。また、事業継続困難とな

るおそれのある滞納者は、一般に、多額の債務を抱え、資金繰りがかなりの

程度悪化しているケースもめずらしくない。さらに、税務官署において、売

掛金等の差押えを実施するのは、通常、たび重なる納付しょうように滞納者

が反応せず、納付計画を立てても不履行を繰り返すなど納税に対して不誠実

である場合が多いのが現実である。 
 こうした状況を踏まえ、差押処分の効力停止については、次の事項を考慮

すべきものと考える。 
① 売掛金等の差押解除により、滞納国税に充てるために確保していた債

権を失う結果となることから、行政目的である国税収入の確保等に著し

い支障を来すこと。 
 ② 事業継続困難となるおそれがある滞納者は、通常、資金繰りが悪化し

ており、その所有財産に対して差押処分を行う必要性が特に高いと考え

られること（倒産等により国税債権を満足できなくなる（徴収不足を来

す）可能性が高いこと）。 
 ③ 差押解除した売掛金等を他の債権者に回収される可能性が高いこと

（執行停止をしても当該債権が他の債権者の強制執行等を受け、事業停

止等の回避につながらない可能性が高いこと） 

                                                        
(192) 大阪高決平 24・3・12 税資徴収関係判決順号 24-16 
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第二節 差押処分の効力停止申立てに関する考察 

１ 問題の所在 

 滞納処分による差押えがされている場合に、その効力の停止の申立てが

あった場合どのように考えるべきであろうか。 
処分の効力の停止は、処分の執行又は手続の続行の停止によって執行停止

の目的を達成することができる場合はすることができない（行訴法 25 条 2
項ただし書）と規定されている。 
 滞納処分の場合、不動産への差押えについては、差押え後も滞納者（差押

不動産について使用・収益をする権利を有する第三者を含む。）は通常の使用

収益は可能であり（国税徴収法 69 条）、動産の差押えについては、差押え後

も滞納者（差押動産について使用・収益をする権利を有する第三者を含む。）

に保管させ使用収益を許可すること（国税徴収法 61 条）ができることから、

いずれもその換価の場面で公売処分を停止すれば目的を達成することができ

るため、原則として、差押処分の効力の停止を認める必要はない。 
 しかし、売掛金や預金などの債権の差押えについては、執行の停止や手続

の続行の停止をしても、差押えは維持されるため、債権は凍結状態であるこ

とに変わりはなく、当該債権を資金繰り等に利用することはできない。申立

人の主張する損害が、差押債権を利用できないことによる事業継続困難であ

るような場合は、処分の執行の停止又は手続の続行の停止では目的を達成す

ることができないため、差押処分の効力の停止を申し立てることが可能とな

る。 
 そこで、滞納者が売掛金等の差押債権の効力停止（差押解除）を申し立て、

その売掛金等が回収できなければ事業継続困難のおそれがあることを疎明で

きるとした場合に、どのような点を検討すべきかについて考察する。 
 なお、差押処分の効力停止決定により、差押解除が必要となることについ

ては、第三章第二節３で既述している。 
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まで差押えをすることは許されなくなる。すなわち、第一に考慮すべき点は、

国税債権の保全ができないことから、滞納処分の行政目的である国税収入の

確保等に著しい支障が生ずるということである。第二に考慮すべき点は、重

大な損害の判断は、行政目的と申立人の損害を比較衡量して行うが、差押処

分の対象物は不動産、動産、債権などその種類、内容は様々であり、差押処

分前の段階では、申立人に生活困難や事業継続困難などの重大な損害の発生

を具体的に認定し得ないと考えられることである。第三に考慮すべき点は、

いまだ差押処分がされていない状態では、実際に損害が発生するとみられる

公売処分が行われる蓋然性がなく、執行停止を行う緊急性に欠けるとみられ

ることである。 
 過去において、差押処分前の段階で執行停止を認容した裁判例はないこと

や、上記の内容（考慮すべき事項）からすれば、差押処分前に執行停止が認

められることは、基本的にないものと考えられる。 
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３ 本事例についての考え方 

 差押処分を維持する必要性と申立人の損害を回避する必要性はいずれも高

いとみることができる本事例では、本案訴訟の理由の有無の程度がその判断

に大きく影響すると考えられ、上記 2 の差押処分の効力停止について考慮す

べき事項からすると、基本的に重大な損害が認定されることはないと考える

ものの、本案訴訟に理由がある（処分が取消し等となる可能性が高い）場合

には、重大な損害が認定される可能性も出てくるものと考えられる。 
いずれにしても、過去において、差押えの効力停止を認容した裁判例はな

く、差押処分の効力の停止は、差押解除が必要となり、仮の救済手続である

にもかかわらず、事実上の処分の取消しを行うことと同じ結果をもたらすこ

ととなるため、安易に効力の停止を認めることには問題があり(193)、慎重な

判断が必要になると考えられる。 

第三節 滞納処分前の執行停止申立てに関する考察 

１ 問題の所在 

 滞納処分が執行される前に執行停止が申し立てられた場合どのように考え

るべきであろうか。本件のような事例としては、課税処分の取消訴訟を本案

訴訟とし、その手続の続行としての差押処分の執行停止を求めるものが考え

られるが、このような事例の場合に、どのように考えるべきかについて考察

する。 

２ 本事例についての考え方（考慮すべき事項） 

 差押処分前に執行停止決定がされた場合、決定後は本案訴訟の判決が出る

                                                        
(193) 藤田ほか・前掲注(23)248 頁は、「差押処分の効力停止は、事実上の執行の取消し

に等しく、申立人は本案判決を得たと全く同一の満足を得ることとなる。このよう

な停止決定の機能を考えると、差押処分の効力停止を安易に認めることは問題であ

り、仮に、その必要性が認められる場合でも、本案の理由の有無について慎重な判

断が必要と思われる。」と述べられている。 
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こうした状況を考慮すると、「損害の程度」がどのように「重大な損害」の判

断に反映されるかについては、重要な検討事項であり、この点については、今

後の裁判例の集積を待ちつつ、引き続きその分析をしていくことが必要と考え

られるため、今後における研究課題としたい。 
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結びに代えて 

 
 執行停止が認容されるためには、幾つかの要件を満たす必要があり、その中

で最も重要とされるのは、「重大な損害を避けるため緊急の必要があること」と

の損害に関する要件である。 
 上記要件は、平成 16 年の行政事件訴訟法改正時に、それ以前の「回復の困

難な損害」との文言を「重大な損害」に見直したものであり、その趣旨は、損

害の認定に当たって、単に損害のみに着目するのではなく、損害や処分全般を

総合的・相対的に考慮し、柔軟な解釈を可能とすることで、執行停止を認めら

れ易くしたものとされている。 
 本研究では、昭和 23 年以降の滞納処分に関する約 130 件の裁判例を整理・

分析し、重大な損害の考慮事項（行訴法 25 条 3 項）とされる「損害の回復の

困難の程度」、「損害の性質及び程度」、「処分の内容及び性質」の各項目につい

て考察を行っている。 
これらの項目のうち、「損害の回復の困難の程度」及び「損害の性質」は、従

来から損害に関する要件の判定に当たり考慮されていた事項であり、また、「処

分の内容及び性質」は、処分の行政目的や必要性等を考慮するもので、本稿に

おいても裁判例等から一応の整理を行うことができたと考えている。 
しかし、「損害の程度」については、参考となる裁判例が少なく、学説におい

ても詳しく述べられたものは見い出せず、本稿でも、損害の程度と重大な損害

との関係については、「損害の程度が著しく大きい場合は、重大な損害は認定さ

れ易くなる」との表現に止まっている。 
平成 16 年の改正行訴法の立法関係者は、改正により執行停止が認められ易

くなる例として、金銭賠償の可能性から損害の回復の困難の程度が必ずしも著

しい場合でなくても、具体的処分の内容及び性質や損害の程度を勘案して、重

大な損害を生ずると認められる場合を挙げている。また、「重大な損害」への改

正趣旨は、上記のとおり要件を緩和したものとされているところである。 
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結びに代えて 

 
 執行停止が認容されるためには、幾つかの要件を満たす必要があり、その中

で最も重要とされるのは、「重大な損害を避けるため緊急の必要があること」と

の損害に関する要件である。 
 上記要件は、平成 16 年の行政事件訴訟法改正時に、それ以前の「回復の困

難な損害」との文言を「重大な損害」に見直したものであり、その趣旨は、損

害の認定に当たって、単に損害のみに着目するのではなく、損害や処分全般を

総合的・相対的に考慮し、柔軟な解釈を可能とすることで、執行停止を認めら

れ易くしたものとされている。 
 本研究では、昭和 23 年以降の滞納処分に関する約 130 件の裁判例を整理・

分析し、重大な損害の考慮事項（行訴法 25 条 3 項）とされる「損害の回復の

困難の程度」、「損害の性質及び程度」、「処分の内容及び性質」の各項目につい

て考察を行っている。 
これらの項目のうち、「損害の回復の困難の程度」及び「損害の性質」は、従

来から損害に関する要件の判定に当たり考慮されていた事項であり、また、「処

分の内容及び性質」は、処分の行政目的や必要性等を考慮するもので、本稿に

おいても裁判例等から一応の整理を行うことができたと考えている。 
しかし、「損害の程度」については、参考となる裁判例が少なく、学説におい

ても詳しく述べられたものは見い出せず、本稿でも、損害の程度と重大な損害

との関係については、「損害の程度が著しく大きい場合は、重大な損害は認定さ

れ易くなる」との表現に止まっている。 
平成 16 年の改正行訴法の立法関係者は、改正により執行停止が認められ易

くなる例として、金銭賠償の可能性から損害の回復の困難の程度が必ずしも著

しい場合でなくても、具体的処分の内容及び性質や損害の程度を勘案して、重

大な損害を生ずると認められる場合を挙げている。また、「重大な損害」への改

正趣旨は、上記のとおり要件を緩和したものとされているところである。 
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徳島地決昭 36・12・4 国税例集 6・301 頁 
大阪地決昭 37・3・10 国税例集 7・47 頁 
 

【行政事件訴訟法（平成16年改正前）の裁判例（昭37.10～平 17.3）】 
富山地決昭 38・3・15 行政例集 14・3・478 頁 
福島地決昭 38・12・25 公刊物未登載 
名古屋地決昭 39・2・28 公刊物未登載 
大阪地決昭 39・3・30 行裁例集 15・3・401 頁 
大阪地決昭 39・12・25 行裁例集 15・12・2337 頁 
横浜地決昭 39・12・25 訟月 11・4・660 頁 
広島地決昭 40・2・8 公刊物未登載 
大阪地決昭 41・3・11 訟月 12・5・766 頁 
神戸地決昭 41・12・26 行裁例集 17・12・1420 頁 
静岡地決昭 42・1・30 公刊物未登載 
福岡地決昭 42・3・16 訟月 13・7・880 頁 
大阪地決昭 42・3・28 公刊物未登載 
東京地決昭 42・6・1 公刊物未登載 
東京地決昭 42・6・30 訟月 13・9・1136 頁 
東京高決昭 42・12・2 公刊物未登載 
大阪高決昭 43・3・27 行裁例集 19・3・476 頁 
松山地決昭 43・8・9 公刊物未登載 
横浜地決昭 43・10・4 判時 537・34 頁 
大阪高決昭 43・12・14 行裁例集 19・12・1917 頁 
岡山地決昭 43・12・17 行裁例集 19・12・1940 頁 
横浜地決昭 44・4・9 公刊物未登載 
東京地決昭 46・2・22 行裁例集 22・1-2・90 頁 
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滞納処分に関する執行停止等裁判例一覧（時系列順⑤） 

 
 
大阪高決平 24・3・12 税資徴収関係判決順号 24-16 
名古屋地決平 24・5・9 税資徴収関係判決順号 24-23 
名古屋地決平 24・5・9 税資徴収関係判決順号 24-24 
名古屋高決平 24・6・1 税資徴収関係判決順号 24-30 
札幌地決平 24・7・14 税資徴収関係判決順号 24-39 
名古屋高決平 24・7・20 税資徴収関係判決順号 24-42 
大阪地決平 24・8・10 税資徴収関係判決順号 24-47 
 

【仮の差止め事件の裁判例】 
東京地決平 17・11・25 公刊物未登載 
東京地決平 25・8・14 税資徴収関係判決順号 25-39 
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